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要約 
 

 

 

 

 

   
目的  

国内のニーズ及び諸外国の実態に関する調査を基に、コンセント制度の導入

の可否の検討及び導入する場合の具体的な制度設計検討のための基礎資料

の作成を目的とする。  

 

背景  

我が国商標制度では、コンセント制度を設けていない。一方で、取引の実情

に合ったより適切な判断の確保のため、本制度を導入すべきとの意見もある。 

国内有識者ヒアリング  

商標制度に精通した

学職経験者 6 名にヒ

アリング調査を実施

し、以下の項目に対

する意見を得た。 

・制度導入の必要性  

・制度を導入する場合  

の方向性  

・制度の導入の場合、

法改正が必要か、  

運用で対応可能か  

・法目的・理念から見

た制度の導入  

・制度を導入する場合

の留意点  

 

国内公開情報調査 

国内の関連規定、制度

導入の検討状況、ユー

ザー に よ る意 見 に つ

いて整理を行った。 

海外公開情報調査 

中国、韓国、米国、EU、

台湾、香港、シンガポ

ール、ベトナム、マレ

ーシア、インド、オー

ストラリア、ニュージ

ーランド、カナダ、メ

キシコ、ブラジル、英

国、スペイン、スウェ

ーデン、ハンガリー、

ロシアを対象として、

制度 の 有 無や 制 度 の

概要 に つ いて 調 査 を

行った。 

 

国内企業ヒアリング 

ア ン ケ ー ト 回 答 企 業

10 者へのヒアリング

を実施し、具体的な事

例等の把握を行った。 

 

国内企業アンケート 

ユー ザ ー ニー ズ の 把

握のため、「コンセン

ト（海外）・アサイン

バック（国内）の利用

実態」「制度導入に対

する意見・要望」等に

関し、アンケート調査

を実施した。 

【回答数／送付数】 

427 件／1,060 件 

（回収率 40.4％） 

総合分析  

・ユーザーニーズの高まり等から、制度導入の検討が必要である。  

・迅速な対応を重視すれば審査の運用の変更により、法的安定性を重視す

れば法改正によって、制度を導入することが考えられる。  

・事後的な混同の防止措置や、コンセントの有無の開示も、併せて検討すべき。

えられる。 
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Ⅰ．序  

 

１．本調査研究の背景・目的  

 

商標制度における「コンセント制度」とは、商標の審査において出願商標が先

行登録商標に類似すると判断される場合であっても、当該先行登録商標の商標権

者が同意をすれば出願商標の登録を認める制度のことであり、諸外国ではコンセ

ント制度を設けている国が存在するところである。  

我が国商標制度においては、出願された商標と同一又は類似する先行登録商標

がある場合には、その先行登録商標の商標権者が出願商標の登録に同意した場合

であっても、出所の混同が生ずるおそれがあることから、出願を拒絶することと

しており、コンセント制度は設けていない。  

これに対して、当事者である商標権者が、出所の混同を生ずるおそれが低いと

判断した場合には、他者が商標権を取得することに同意することが多いと考えら

れることから、商標権者の同意があった場合には、審査官の類否判断を補完し、

取引の実情に合わせてより適切な判断を確保するため、コンセント制度を導入す

べきとの指摘があり、さらに、商標制度のユーザー団体から、コンセント制度  

導入に関する意見書が提出されているところである。  

以上を踏まえ、コンセント制度の導入の可否について、取引の実情に合わせた

より適切な類否判断の確保や制度調和等の観点より、検討をする必要がある。  

本調査研究では、これらの背景を踏まえ、コンセント制度に関する国内のニー

ズ並びに諸外国の法令、運用及び統計等の実態・事例を調査することにより、我

が国商標制度において、コンセント制度導入の可否の判断及び導入する場合の具

体的な制度設計検討のための基礎資料の作成を目的とする。  

 

２．本調査研究の実施方法  

 

本調査研究では、コンセント制度について、公開情報調査（文献調査、20 か

国・地域を対象とした海外質問票調査）、国内アンケート調査、国内企業ヒアリ

ング調査（国内企業対象）及び国内有識者ヒアリング（有識者対象）調査を行っ

た。 

 

（１）国内公開情報調査  

 

国内におけるコンセント制度の導入の検討に関して、書籍、論文、調査研究報
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告書、審議会報告書及びインターネット資料等を収集し、それらの内容の分析・

整理を行った。 

 

（２）海外公開情報調査  

 

中国、韓国、米国、EU、台湾、香港、シンガポール、ベトナム、マレーシア、

インド、オーストラリア、ニュージーランド、カナダ、メキシコ、ブラジル、英

国、スペイン、スウェーデン、ハンガリー、ロシアの 20 か国・地域について、

各国・地域の制度情報の収集や法律事務所等への質問票の送付を行うことで、コ

ンセント制度の導入状況について整理を行った。  

 

（３）国内アンケート調査  

 

国内の企業等におけるコンセント制度のニーズを把握するため、出願件数の多

い企業 1,060 者を対象にアンケート調査を行った。 

 

・ 商標登録出願の状況 

・ 海外におけるコンセント制度の利用 

・ 国内におけるアサインバック 1の利用 

・ コンセント制度に関する意見・要望 

 

（４） 国内企業ヒアリング調査  

 

コンセント制度の具体的な事例等を把握するため、前記（１）（２）（３）の調

査結果等を踏まえて、国内アンケート調査先より 10 者を抽出し、ヒアリング調

査を行った。 

 

・ 海外でのコンセント制度の利用経験及び具体的な事例  

・ 日本でのアサインバックの利用経験及び具体的な事例 

・ コンセント／アサインバックが成立しなかった事例 

・ 日本でのコンセント制度導入の検討に対する意見・要望 

 

                                                   
1 先行登録商標に基づく拒絶理由があった際に、出願中の商標をいったん先行登録商標の商標権者に名

義変更し、出願人と商標権者を一時的に同一人とすることで拒絶理由を解消し、登録査定後に元の出願

人に名義を変更すること。 
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（５） 国内有識者ヒアリング調査  

 

我が国商標制度におけるコンセント制度の在り方等について、専門的な視点か

らの助言を得るため、商標制度に精通した学識経験者に対しヒアリング調査を行

った。 

 

・ コンセント制度導入についてどう考えるか  

・ コンセント制度を導入する場合は、どのような枠組みにすべきか。また、法

改正等が必要か、運用で対応可能か  

・ 「混同」と「類似」の関係についてどう考えるか  

・ コンセント制度を導入する場合、留意すべき点は何か  

 

Ⅱ．国内公開情報調査  

 

収集をした書籍、論文、調査研究報告書、審議会報告書及びインターネット資

料等に基づき、コンセント制度に関連する法令・基準、制度の導入に関する検討

状況、及び、ユーザーによる意見について、整理を行った。 

 

Ⅲ．海外公開情報調査  

 

調査対象 20 か国・地域のうち、9 か国・地域（台湾、香港、シンガポール、

インド、ニュージーランド、スウェーデン、英国、ハンガリー及びロシア）にお

いては、コンセント制度が法定されており、4 か国・地域（米国、EU、マレーシ

ア及びカナダ）では、審査便覧や審査基準等において、コンセント制度が定めら

れていた。また、6 か国（中国、ベトナム、オーストラリア、メキシコ、ブラジ

ル及びスペイン）においても、明文化された規定はないが、コンセント制度が運

用されていた。 

これらの地域のうち、完全型もしくは完全型に近い制度と考えられるのは 6

か国・地域（ニュージーランド、インド、オーストラリア、英国、ハンガリー、

EU）であり、留保型の運用がなされているのは 12 か国・地域（中国、米国、台

湾、香港、シンガポール、ベトナム、マレーシア、カナダ、メキシコ、ブラジル、

スウェーデン、ロシア）であった。 

また、韓国においては、コンセント制度は未導入であったが、商標法全面改正

法律案に含まれていた。スペインにおいては、相対的拒絶理由の審査がなされな

いため、当事者間の同意に基づき異議申立ての解決がなされているという実情が
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あることがわかった。 

 

Ⅳ．国内アンケート調査  

 

我が国においてもコンセント制度を設けるべきかとの問いに対し、設けるべき

との回答が 55.3％と全体の半数を占めた。その理由としては、取引の実情に即

した適切な審査運用が期待できることと、アサインバックに代わるものとして設

けるべきという 2 点が多く挙げられた。一方、コンセント制度を設けるべきでな

いという回答は 22.0％であり、類似と判断される商標が併存するのは好ましく

ないということが理由として挙げられた。コンセント制度を設けるべきかはわか

らないとの回答も 22.5％あった。 

 

 また、コンセント制度が設けられたら利用したいと思うかとの問いには、積極

的に利用したい・必要があれば利用したいとの回答が合わせて 78.5％を占め、

利用したいと思わないとの回答は 8.0％であった。先述のとおり、コンセント制

度を設けるべきとの回答をした企業は 55.3%であったが、実際に設けられた場合

には、制度の利用を考えている企業が多いことがわかった。ただし、もしコンセ

ント制度が導入される際には、制度を利用して登録になった商標は、J-PlatPat

や公報等に、その旨を表示してほしいなどの要望も見られた。 

 

Ⅴ．国内企業ヒアリング調査  

 

 様々な業界で、海外でのコンセント、国内外でのアサインバックを利用して

いる詳細な事例を把握することができた。  

 

 コンセント制度やアサインバックの利用状況については、様々な業界において、

諸外国でのコンセント制度や、日本・韓国でのアサインバックについて、利用経

験があるとの回答が得られたが、その事情や頻度には、業界ごとに特徴が見受け

られた。コンセント制度を利用する場合、またオファーを受ける場合には、出所

の混同の有無や商標の重要度や使用状況をその判断基準とする企業が多数であ

った。  

 

 我が国におけるコンセント制度導入については、アサインバックには手間やリ

スクが生じることから、導入を望む声が多く聞かれた。一方で、制度の導入には

緊急性がないとの慎重論も見られ、もし導入される際には公報等でコンセント制
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度を利用した商標が明確にされるような運用を望む声があがった。  

 

Ⅵ . 国内有識者ヒアリング調査  

 

 コンセント制度の必要性について、ユーザーである企業等からの、コンセン

ト制度の導入に関するニーズについては、有識者からも一定の理解が示された。

一方で、コンセント制度のニーズは、需要者の立場の意見ではなく、権利者の立

場での意見に焦点が当たりすぎているのではないかという指摘もあった。  

 

 コンセント制度を導入する場合には、審査官の裁量の範囲で対応するのであれ

ば、運用で対応することも可能だが、法的安定性を求めるのであれば、法改正が

必要と考えられる。出所の混同についての弊害防止の措置を合わせて導入する、

コンセントにより登録を認める範囲を限定するなどの対応を求める意見も示さ

れた。  

 

Ⅶ. 総合分析 

 

Ⅱ～Ⅵの調査結果を元に、総合分析を行った。 

コンセント制度の導入に関しては、ユーザーである企業からのニーズや、我が

国企業の海外でのコンセント制度の利用実態を考慮すると、検討が必要な状況で

あると考えられる。 

コンセント制度を導入する場合の規定の方法としては、高いニーズに対して迅

速に応える意味では審査の運用の変更による対応が、法的安定性の意味では法改

正による対応が、考えられる。 

また、コンセント制度を導入する場合の留意点として、事後的な混同の防止の

ための措置と、コンセントの有無の開示も含めた審査における類否判断基準の明

確化が挙げられる。 

また、制度の具体的な設計については、本調査研究によって得られたユーザー

のニーズや有識者からの提言を基に、さらに詳細に検討をしていくべきと考えら

れる。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

  



 

 

はじめに 

 

商標制度における「コンセント制度」とは、商標の審査において出願商標が先

行登録商標に類似すると判断される場合であっても、当該先行登録商標の商標権

者が同意すれば出願商標の登録を認める制度のことである。諸外国では、コンセ

ント制度を設けている国が存在するところであるが、我が国の商標制度において

は、出所の混同が生ずるおそれがあるとして、コンセント制度を設けていない。 

 

これに対し、取引の実情に合ったより適切な判断の確保のため、コンセント制

度を導入すべきとの指摘がなされており、また、商標制度のユーザー団体から、

コンセント制度導入に関する意見書が提出されている 

 

本調査研究は、こうした状況を踏まえ、1）コンセント制度の基本情報及び各

国制度（公開情報調査）、2）ユーザー側の現状及び要望（国内アンケート調査・

国内企業ヒアリング調査）について、それぞれ調査を行った。 加えて、コンセ

ント制度の在り方について、専門的な視点からの助言を受けるため、商標制度に

精通した有識者に対してヒアリングを行った。 

 

本報告書は、上記調査の結果を集約したものである。本報告書が、今後、コン

セント制度に関する検討の際の基礎資料の一つとして活用されれば幸いである。 

 

最後に、アンケート調査及びヒアリング調査にご協力いただいた企業の皆様、

コンセント制度についての貴重なご意見・ご指導を賜った有識者の皆様に深く感

謝申し上げる。  

 

平成 28 年 2 月 

株式会社サンビジネス  
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I ．  序 

 

１． 本調査研究の背景・目的 

 

商標制度における「コンセント制度」とは、商標の審査において出願商標が先

行登録商標に類似すると判断される場合であっても、当該先行登録商標の商標権

者が同意をすれば出願商標の登録を認める制度のことであり、諸外国ではコンセ

ント制度を設けている国が存在するところである。  

我が国商標制度においては、出願された商標と同一又は類似する先行登録商標

がある場合には、その先行登録商標の商標権者が出願商標の登録に同意した場合

であっても、出所の混同が生ずるおそれがあることから、出願を拒絶することと

しており、コンセント制度は設けていない。  

 

これに対して、当事者である商標権者が、出所の混同を生ずるおそれが低いと

判断した場合には、他者が商標権を取得することに同意することが多いと考えら

れることから、商標権者の同意があった場合には、審査官の類否判断を補完し、

取引の実情に合わせてより適切な判断を確保するため、コンセント制度を導入す

べきとの指摘があり、さらに、商標制度のユーザー団体から、コンセント制度  

導入に関する意見書が提出されているところである。  

 

以上を踏まえ、コンセント制度の導入の可否について、取引の実情に合わせた

より適切な類否判断の確保や制度調和等の観点より、検討をする必要がある。  

本調査研究では、これらの背景を踏まえ、コンセント制度に関する国内のニー

ズ並びに諸外国の法令、運用及び統計等の実態・事例を調査することにより、我

が国商標制度において、コンセント制度導入の可否の判断及び導入する場合の具

体的な制度設計検討のための基礎資料の作成を目的とする。  

 



 

 - 2 - 

２． 本調査研究の実施内容 

 

本調査研究では、コンセント制度について、国内公開情報調査、海外公開情報

調査、国内アンケート調査、国内企業ヒアリング調査、国内有識者ヒアリング調

査を実施した。 

 

（１） 国内公開情報調査 

 

国内におけるコンセント制度の導入の検討に関して、書籍、論文、調査研究報

告書、審議会報告書及びインターネット資料等を収集し、それらの内容の分析・

整理を行った。 

 

（２） 海外公開情報調査 

 

各国のコンセント制度の導入状況について、法令又は審査基準の分析、及び諸

外国の法律事務所等への質問票による調査を実施した。調査対象国は、中国、韓

国、米国、EU、台湾、香港、シンガポール、ベトナム、マレーシア、インド、オ

ーストラリア、ニュージーランド、カナダ、メキシコ、ブラジル、英国、スペイ

ン、スウェーデン、ハンガリー、ロシアの 20 か国・地域とした。  

 

（３） 国内企業アンケート調査 

 

国内の企業等におけるコンセント制度のニーズを把握するため、企業 1,060

者を対象にアンケート調査を行った。アンケートの送付は、2015 年 10 月 29 日、

回答の締切りは、2015 年 11 月 30 日と設定した。調査項目は以下のとおりであ

る。 

 

・ 商標登録出願の状況 

・ 海外におけるコンセント制度の利用 

・ 国内におけるアサインバックの利用 

・ コンセント制度に関する意見・要望 

 

（４） 国内企業ヒアリング調査 

 

コンセント制度の具体的な事例等を把握するため、前記（１）、（２）、（３）の
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調査結果等を踏まえ、前記（３）のアンケート調査先より 10 者を抽出しヒアリ

ング調査を行った。調査項目は以下のとおりである。 

 

・ 海外でのコンセント制度の利用経験及び具体的な事例  

・ 日本でのアサインバックの利用経験及び具体的な事例 

・ コンセント／アサインバックが成立しなかった事例 

・ 日本でのコンセント制度導入の検討に対する意見・要望 

 

（５） 国内有識者ヒアリング調査 

 

我が国商標制度におけるコンセント制度の在り方等について、専門的な視点か

らの助言を得るため、商標制度に精通した学識経験者 6 名に対しヒアリング調査

を行った。調査項目は以下のとおりである。 

 

・ コンセント制度導入についてどう考えるか  

・ コンセント制度を導入する場合は、どのような枠組みにすべきか。また、法

改正等が必要か、運用で対応可能か  

・ 「混同」と「類似」の関係についてどう考えるか  

・ コンセント制度の導入する場合、留意すべき点は何か  
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II ．  国内公開情報調査 

 

１． 国内公開情報調査の実施内容 

 

国内におけるコンセント制度の導入に関する、書籍、論文、調査研究報告書、

審議会報告書及びインターネット資料等を収集し、それらの内容を分析した。 

これにより、これまでのコンセント制度の導入に関する検討状況及びユーザー

の意見の整理を行った。 

 

２． コンセント制度と関連する法令・基準 

 

（１） 商標法第 4 条第 1 項第 11 号 

 

我が国商標法においては、出願された商標と同一又は類似する先行登録商標が

ある場合には、出願を拒絶することとしている。先行登録商標の商標権者が出願

商標の登録の同意の有無を考慮する規定は設けられていない。  

 

商標法第 4 条 

（商標登録を受けることができない商標） 

第四条  次に掲げる商標については、前条の規定にかかわらず、商標登録を受

けることができない。 

一～十 （略） 

十一  当該商標登録出願の日前の商標登録出願に係る他人の登録商標又はこ

れに類似する商標であつて、その商標登録に係る指定商品若しくは指定役務（第

六条第一項（第六十八条第一項において準用する場合を含む。）の規定により指

定した商品又は役務をいう。以下同じ。）又はこれらに類似する商品若しくは役

務について使用をするもの 

十二～十九 （略） 

２～３ （略） 

 

（２） 商標法第 4 条第 1 項第 11 号に関する審査基準 

 

商標審査基準〔改訂第 11 版〕第 3 十、第 4 条第 1 項第 11 号において、同号

の拒絶理由通知において引用した登録商標の商標権者による取引の実情を示す

説明書（以下、「取引実情説明書」という。）の提出が出願人からあったときは、
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当該資料を参酌する旨が規定されている。  

 

商標審査基準〔改訂第11版〕 

第 3  4 条 1 項 

（略） 

十、第４条第１項第 11 号（先願に係る他人の登録商標） 

３．本号に該当する旨の拒絶理由通知において引用した登録商標の商標権者に

よる取引の実情を示す説明書及び証拠の提出が出願人からあったときは、次の

とおり取り扱うこととする。 

(1) 本号の審査において、引用商標の商標権者による取引の実情を示す説明及

び証拠が提出された場合には、取引の実情を把握するための資料の一つとして

参酌することができる。 

ただし、次の場合を除く。 

① 願書に記載された商標が同一又は明らかに類似（注１）し、かつ、願書に記

載された指定商品又は指定役務も同一又は明らかに類似（注２）するものであ

る場合。 

② 提出された書類が、取引の実情の客観的な説明及び証拠ではなく、単に商標

登録出願に係る商標の登録について引用商標の商標権者が承諾している旨を示

すものである場合。 

(注１) ここでいう商標の「同一又は明らかに類似」とは、例えば、商標法第

50 条における社会通念上同一と判断される商標、独立して出所表示機能を有す

る２以上の構成要素において、構成要素中の一が同一と判断される商標、及び

これらに準ずるほど類似していると判断される商標をいう。 

(注２) ここでいう指定商品又は指定役務の「同一又は明らかに類似」とは、後

記 11．ないし 13．の基準で掲げる商品・役務に係る類否の比較全項目について、

一致する蓋然性が高いと判断されるものをいう。 

(2) 上記(1)の取扱いにより提出された引用商標の商標権者による取引の実情

を示す説明及び証拠を参酌した結果、本号に該当しないと判断し得るのは、次

の場合に限られるものとする。 

① 引用商標の指定商品又は指定役務と類似商品・役務審査基準において類似す

ると推定される指定商品又は指定役務の全てについて、取引の実情の説明及び

証拠が提出され、それらを総合的に考察した結果、両者の商標又は指定商品若

しくは指定役務が類似しないと判断し得る場合。 

② 引用商標の商標権について専用使用権又は通常使用権が設定されている場
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合にあっては、商標権者、専用使用権者及び通常使用権者の全てについて、取

引の実情の説明及び証拠が提出され、それらを総合的に考察した結果、両者の

商標又は指定商品若しくは指定役務が類似しないと判断し得る場合。 

 

３． コンセント制度の導入に関する検討状況 

 

（１） 平成 8 年商標制度の改正 

 

平成 8 年の商標制度の改正を行うための商標法等関係法令の整備においては、

コンセント制度を導入しなかった理由として、特許庁総務部総務課工業所有権制

度改正審議室『工業所有権法の解説―付・「民事訴訟法の施行に伴う関係法律の

整備等に関する法律」による特許法等の一部改正の解説〈平成 8 年改正〉』90～

91 頁（社団法人発明協会、1996 年） 2にて以下の理由が示された。 

 

（補説 2）コンセント（同意書）制度を導入しなかった理由 

 類似商標の分離移転や同一商標の分割移転を認めるのであれば、コンセント

制度も導入すべきではないかとの考え方もあったが、商標権の譲渡交渉に通常

2～3 月の交渉期間を要していることからみて、拒絶理由通知を受けた出願人が

先登録商標権者から同意を取り付けるのにも同程度の交渉期間がかかるものと

想定され、その結果、審査期間が非常に長期化することが懸念されたため、審

査処理の促進について内外から強い要請がある状況下では導入困難と考えられ

た。 

 なお、これについては、拒絶理由通知に対する応答期間内に同意を取り付け

てきた場合に限り登録を認めることにすればよいではないかとする考え方もあ

ったが、……当該制度の導入は、事務処理及び審査・審判処理上の負担を招く

結果となり、……結局のところ審査遅延に繋がってしまうという懸念が払拭で

きなかったものである。 

 

  

                                                   
2 特許庁のウェブサイトにおいて、同内容が PDF にて公開されている。平成 8 年法律改正（平成 8 年法

律第 68 号）http://www.jpo.go.jp/shiryou/hourei/kakokai/pdf/h8_kaisei/h8_kaisei_2_3.pdf〔最

終アクセス日：2016 年 2 月 17 日〕 

 

http://www.jpo.go.jp/shiryou/hourei/kakokai/pdf/h8_kaisei/h8_kaisei_2_3.pdf
http://www.jpo.go.jp/shiryou/hourei/kakokai/pdf/h8_kaisei/h8_kaisei_2_3.pdf
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（２） 平成 16 年度 特許庁調査研究報告書「小売業商標のサービスマークとし

ての登録及びコンセント制度導入に対応する審査の在り方に関する調査研究

報告書」 3 

 

 平成 16 年度 特許庁産業財産権制度問題調査研究報告書「小売業商標のサー

ビスマークとしての登録及びコンセント制度導入に対応する審査の在り方に関

する調査研究報告書」の「Ⅳ. まとめ」において、同調査研究委員会の土肥一

史委員長がコンセント制度についての検討結果をまとめている。 

 コンセント制度についてのまとめは、以下のように要約できる。 

 

・ コンセント制度は、利用者に優しい商標制度を実現する観点からも好ましい

ものということができる。 

・ 商標の利用者の利益と同時に、需要者・一般消費者の利益をも考慮すること

が求められるが、この点について、本委員会は、コンセント制度の対象範囲

を商標法 4 条 1 項 11 号に限定して導入するように求めている。 

・ 商標法 4 条 1 項 10 号についても、対象範囲とすべきではないかという意見

もあったが、需要者・一般消費者の利益に反するおそれがあり、商標利用者

の利益は、同号に関して「類似商品・役務審査基準」の見直しを通じて図る

ことも可能であろう。 

・ 商標利用者のコンセントをめぐる利益を考慮し、商標法 4 条 1 項 11 号にお

ける類似については審査官がコンセントの存在を運用上最大限尊重すると

いう仕組み、いわゆる準完全型コンセント制度の導入が望ましい。 

・ この準完全型コンセント制度を、商標法上明確化を図って実現するか、運用

により実現するかについては議論があろうが、本委員会の多数は、運用によ

る準完全型のコンセント制度の導入を図るべきではないかという結論に達

した。商標利用者のニーズに可及的速やかに応える必要がある、という認識

を優先した。 

・ コンセント制度の導入を必要とする状況の一端を作り出している不使用商

標問題の対策については、別に考えることが必要であろう。 

・ 準完全型のコンセント制度の前提ともいわれる「類似商品・役務基準」の見

直しは、コンピューターシステムを含む大変な作業とコストを伴う。 

 

                                                   
3 「小売業商標のサービスマークとしての登録及びコンセント制度導入に対応する審査の在り方に関す

る調査研究報告書」（知的財産研究所）

http://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/chousa/pdf/zaisanken/164kourisyouhyou.pdf〔最終アクセス

日：2015 年 12 月 14 日〕 

http://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/chousa/pdf/zaisanken/164kourisyouhyou.pdf
http://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/chousa/pdf/zaisanken/164kourisyouhyou.pdf
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（３） 産業構造審議会 知的財産政策部会 報告書 

 

平成 18 年 2 月の、産業構造審議会知的財産政策部会商標制度小委員会報告書

「商標制度の在り方について」 4の、「Ⅴ. 審査の在り方」において、同政策部

会におけるコンセント制度に関する審議がまとめられている。 
 

1. コンセント制度について 

（4）対応の方向 

① コンセント制度について 

……コンセント制度については、職権主義において、取引の実情を踏まえたよ

り適切な判断を行うという観点から一定の意義があると考えられるが、当事者

の同意によって混同を生ずる可能性がある複数の商標を登録することとなりか

ねず、需要者の保護という観点からは更に検討を行うことが必要と考えられる。 

…… 

③ 対応の具体的な方向性 

コンセント制度については、上記①のとおり、更に検討を行うことが必要で

あると考えられることから、これを直ちに導入することは適切ではないと考え

られる。一方、コンセント制度の必要性が指摘される背景には、現行の審査に

おいて、商品又は役務の類否判断が「類似商品・役務審査基準」に沿って行わ

れており、必ずしも、取引の実情を十分に参酌しない場合があることも一因と

なっていると考えられる。 

このため、……「類似商品・役務審査基準」の見直しを行うとともに、取引

の実情を知る当事者の意見を踏まえた類否判断を行う仕組みについて検討する

ことが適切であると考えられる。 

 

４． ユーザーによる意見 

 

（１） 日本弁理士会による意見表明 

 

日本弁理士会商標委員会（第 1 委員会）は、特許庁審査業務部商標課に「コン

セント制度導入に関する意見書」 5（平成 25 年 9 月 13 日）を提出した。 

                                                   
4 産業構造審議会知的財産政策部会商標制度小委員会報告書「商標制度の在り方について」

http://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/toushintou/pdf/i_p_t_arikata/shouhyou.pdf〔最終アクセス

日：2015 年 12 月 14 日〕 
5「コンセント制度導入に関する意見書」（日本弁理士会）

http://www.jpaa.or.jp/activity/appeal/2013/26-1-5Comments.pdf〔最終アクセス日：2015 年 12 月

14 日〕 

http://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/toushintou/pdf/i_p_t_arikata/shouhyou.pdf
http://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/toushintou/pdf/i_p_t_arikata/shouhyou.pdf
http://www.jpaa.or.jp/activity/appeal/2013/26-1-5Comments.pdf
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この中で、ユーザーニーズの観点や国際調和の観点から、我が国商標制度にも

コンセント制度を取り入れるべきとの意見表明を行っている。 

さらに、コンセント制度を導入する際に踏まえるべき観点を挙げている。コン

セント制度の設計に関しては、商標法第 4 条第 1 項第 11 号及び第 15 号との関係

について、以下のように整理している。 

 

１．商標法第４条第１項第１１号との関係 

引用商標の商標権者がコンセントを提出する場合は、出願商標と引用商標間

では出所混同が生じないと判断した、あるいは出所混同が生じないような措置

を講じた併存契約書が存在する場合に限られると考えられる。そうであれば、

出所混同を生じないことを前提とするコンセント制度を商標法第４条第１項

第１１号の例外として運用する、あるいはコンセントが提出された場合は本願

商標と引用商標が類似しないとすることは問題がないと考えられる。 

２．出所混同 

当事者（出願人及び引用商標の商標権者）間で出所混同が生じないと判断し

てコンセントが提出された場合であっても、客観的にみて、なおも出所混同が

生じるおそれがある場合には、商標法第４条第１項第１５号で処理すべきと考

える。取引秩序を維持するためには、当事者間で合意していても、出所混同は

防止すべきだからである。 

この意味では、いわゆる「完全型」ではなく、「留保型」のコンセント制度

導入となる。この場合、コンセントが提出された後に、改めて商標法第４条第

１項第１５号に該当するとする拒絶理由通知を出すのでは増々の審査遅延に

つながるため、最初の拒絶理由通知において、「商標法第４条第１項第１１号

に該当しない場合であっても、商標法第４条第１項第１５号に該当する」と言

った趣旨の文言を盛り込むのが望ましい。 

 

また、商標制度の原則や趣旨との関係については、以下のとおり整理をしてい

る。 

 

３．一物一権主義 

コンセント制度に基づき、先願先登録の商標と同一の商標につき、同一の商

品・役務についての登録を認めた場合には、民法の大原則である一物一権主義

に反する結果となる。そこで、完全同一の範囲については、コンセントが提出

されたとしても登録を認めるべきではない。 
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４．需要者の利益の保護 

当事者間では、出所混同が生じないと判断してコンセントを提出しても、そ

の後の状況変化等により、出所混同が生ずることとなった場合、一定の商標を

使用した商品又は役務は一定の出所から提供されるという取引秩序を害し、需

要者利益を阻害することとなる。したがって、コンセント提出により登録され

た商標については公報にその旨を掲載する、商標法第５２条の２と同様な取消

制度を設ける、出所混同防止措置を可能ならしめる等が望ましい。 

 

審査の運用に関する観点でも、以下のとおり提言がなされている。 

 

５．審査の遅延にならないような手当 

現行のアサインバックや取引実情説明書による場合でも、審査遅延は発生し

ている。しかしながら、早期権利化は、出願人の恒久的要請であるため、十分

に配慮すべき事項と考えられる。例えば、拒絶理由通知を待たずとも、コンセ

ントの提出を可能とするなどの方策が考えられる。 
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III ．  海外公開情報調査 

 

１． 海外公開情報調査の目的 

 

国内におけるコンセント制度の導入の検討を行うためには、諸外国における制

度の導入状況について情報の収集及び整理を行う必要がある。そこで、海外公開

情報調査を実施し、諸外国におけるコンセント制度の導入状況について、法令又

は審査基準を確認した。また、諸外国の法律事務所等への質問票による調査を実

施した。  

 

２． 海外公開情報調査の手法 

 

（１） 調査対象国・地域の設定 

 

調査対象国・地域は、中国、韓国、米国、EU の主要 4 か国・地域と、コンセ

ント制度を導入していると思われる国の中から地域のバランスを考慮して選定

した台湾、香港、シンガポール、ベトナム、マレーシア、インド、オーストラリ

ア、ニュージーランド、カナダ、メキシコ、ブラジル、英国、スペイン、スウェ

ーデン、ハンガリー、ロシアの 16 か国・地域を合わせた、20 か国・地域とした。 

 

（２） 調査項目の設定 

 

調査対象国における、コンセント制度の有無、規定の内容・運用状況等につい

て整理を行った。  

 

(1)制度概要 

①コンセント制度の有無 

②法令又は審査基準等におけるコンセント制度の規定（何で規定しているか） 

・法令 

・審査基準 

③コンセント制度の対象 

・先登録商標に基づく職権による拒絶理由通知 

・先登録商標に基づく商標登録に対する異議申立て 

・先登録商標に基づく商標登録に対する無効審判 
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コンセントによる登録商標又はコンセント自体に対して第三者が異議申立て無

効審判請求等を行うことが可能であるか否か 

(2)制度詳細 

①同意書提出のタイミング 

・出願時 

・拒絶理由対応時 

②同意書の様式 

・特許庁のフォーマットあり 

・所定の項目はあるがフォーマットはない 

・任意 

③同意書の内容（同意書に記載をする内容） 

・出所混同が生ずるおそれが存在しない理由 

・混同の回避のための取り決め 

④同一商標・同一商品に関するコンセントの可否 

⑤周知・著名商標に関するコンセントの可否 

⑥審査での判断内容 

・審査官の判断を拘束するか（完全型か） 

・審査官の類否判断に当たって参酌される（留保型か） 

留保型のコンセント制度を採用している場合、提出された同意書はどのように審

査されるのか（コンセントを認めない場合等の判断基準、手法等） 

・グループ会社であることの考慮の有無 

⑦先願商標がコンセントを得た登録の場合に、先願商標の同意者すべてからコン

セントを得る必要あるか 

(3)登録後 

①同意に基づく商標の移転の制限 

②登録後の同意の取消しの可否 

・可能 

・取り消すと自動的に商標が失効する 

③更新時の手続 

・同意書の写しの提出が必要か 

(4)付加情報 

①コンセント制度により商標登録された事例及び件数（統計） 

②コンセント制度に関する審判決例 

③公報、登録簿、商標検索データベース等において、コンセントにより登録され
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た商標であることが明示されるか 

 

３． 海外公開情報調査の結果 

 

（１） 対象国・地域ごとの調査結果 

 

調査対象国・地域ごとに、制度の有無、制度の根拠、及び制度の概要・特徴を

以下のとおり取りまとめた。取りまとめるにあたっては、諸外国の法律事務所等

への質問票に対して得られた回答（「資料Ⅰ-1」）を基にし、更に不明な点等を追

加質問した上で取りまとめた。また、具体的な根拠法令や審査基準等については、

「資料Ⅰ-2」に掲載した。 

 

（ i） 中国 

 

中国では、コンセント制度について定めた法律や規定、又は審査基準はないが、

実務上はコンセントによる登録が認められており、商標審判委員会内部の審判ガ

イドラインが存在している。 

同意書は特許庁の判断を拘束するものではない。指定商品が同一・類似で、か

つ、商標自体も同一又は非常に類似する場合には、正常な市場秩序の保護や混同

防止の観点で、登録を認めないことがある。 

なお、中国では、審査段階では拒絶理由は通知されないため、拒絶査定不服審

判の段階で、同意書を提出することが一般的である。 

 

（ ii） 韓国 

 

韓国においては、コンセント制度は存在しないが、2013 年 11 月に立法予告さ

れた商標法全面改正法律案にはコンセント制度が含まれていた。 

しかし、2014 年 6 月 11 日の一部改正案(現行商標法)にはコンセント制度が含

まれず、また、2015 年末に開かれた国会法制司法委員会に上程されている商標

法全面改定案にもコンセント制度は含まれなかった。  

コンセント制度が含まれなかったことに関する具体的な理由と背景について

の資料は公開されておらず、また、係留中の商標法全面改正法律案がいつ通過し

て発効されるかは、不透明な状況である。 
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（ iii） 米国 

 

米国では、コンセント制度が、商標審査便覧 1207.01(d)(viii)において定め

られている。 

同意書は、混同が生じるおそれについての判断の一要素であり、特許庁におい

て拘束力を有するものではない。特許庁は、混同が生じるおそれがない旨が詳細

に明示された同意書についてはかなり重視することがあるが、「裸の（naked）」

同意書（すなわち、先行する登録名義人が出願標章の登録に同意することのみを

示す同意書、あるいは出所混同が生じるおそれがないと考えられることを述べる

にすぎない陳述書）」には、ほとんど重きを置かない。 

TESS（商標電子検索システム）においては、コンセントにより登録されたもの

かどうかは明示されない。ただし、提出された同意書は出願経過情報としては残

るため、時間をかければコンセントによる登録を特定することは可能である。 

 

（ iv） EU 

 

EU における、欧州共同体商標（以下、CTM という。）制度 6においては、相対的

拒絶理由の審査が行われないため、欧州共同体商標意匠庁（以下、OHIM という。）

に対して同意書を提出するという手続はない。 

しかし、欧州連合共同体商標に関する理事会規則第 42 条(4)において、異議申

立ての審査において、OHIM が当事者間における友好的な和解を求めることがで

きる旨が規定されており、異議申立ての手続における、当事者間の友好的解決手

段として、コンセント制度が存在する。 

また、コンセントにより登録されたものかどうかは、商標検索データベース上

には明記されない。 

 

（v） 台湾 

 

台湾では、商標法第 30 条においてコンセント制度が規定されている。 

条文上は、「同一又は類似の商品又は役務について、他人が使用している登録

商標、又は他人が先に出願した商標と同一又は類似のもので、関連する消費者に

混同誤認を生じさせるおそれがあるもの」「他人の著名な商標又は標章と同一又

は類似のもので、関連する公衆に混同誤認を生じさせるおそれがあるもの」につ

                                                   
6 欧州共同体商標意匠庁において商標登録を受けることにより、加盟国全体において同一の効力を有す

る保護を得られる制度 
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いても、同意があれば登録が認められる旨が規定されている。 

ただし、コンセントは特許庁を拘束するものではなく、需要者の混同が生じる

おそれがある場合は、登録が認められれない。例えば、同一商標かつ同一又は類

似の商品・役務についてのコンセントは、その商品・役務の出所を識別する機能

を喪失し需要者に不利益が生じるため、許可されないと考えられる。 

また、コンセントにより登録を受けたものであることは、公報に記載される。 

 

（vi） 香港 

 

香港では、商標法第 12 条においてコンセント制度が規定されている。先行商

標の権利者によって与えられた同意書は、商標登録の相対的理由に基づく拒絶を

克服することができるが、同意書は特許庁の判断を拘束するものではないとされ

る。 

コンセントにより登録された出願は、登録簿にその旨が表示される。また、か

かる表示は登録証、登録簿の関連商標の記録及び香港 IP ジャーナルの公告にも

示される。 

 

（vii） シンガポール 

 

シンガポールでは、商標法第 8 条(9)において、コンセント制度が規定されて

いる。当該は、「登録官は,先の登録商標又は他の先の権利の所有者が同意を与えれ

ば,自己の裁量で商標を登録することができる」との裁量規定であり、公衆が混同

を生ずるかについては登録官の判断がなされる。 

実質的に同一の商標が、同一商品について、同じ市場で使用される場合におい

ては、同意書のみでは相対的拒絶理由を克服できないと考えられる。 

また、公報には引用商標権者の同意により商標登録出願が受理された旨が表示

される。 

 

（viii） ベトナム 

 

 ベトナムにおいては明文化された規定はないが、実務上 NOIP（国家工業所有

権庁）は同意書を受付けており、事案によっては先行商標権者の同意書が、拒絶

理由を覆す役割を果たす。コンセントは審査官の判断を拘束するものではない。 

実務上、同意書には、先行商標名義人の氏名等の必須事項とともに、ベトナム

国内での出願人による指定商品・役務についての当該商標登録及び使用を認め、
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異議を申し立てない旨の明確な記載を含めることが求められる。 

同一商標かつ同一商品・役務についての同意書は受理されないが、周知・著名

商標に関するコンセントは禁止されてはない。 

また、コンセントによる登録である旨の情報は、ベトナム国内の刊行物、登録・

商標検索ツールには表示されない。 

 

（ ix） マレーシア 

 

マレーシアにおいては、商標審査基準 15.125 において、コンセント制度が規

定されている。同意書は、先行登録商標と同一又は類似することを根拠とする拒

絶を受けた場合の解決策の一つとして利用されている。 

同意書は審査官を拘束しない。審査官が同意書にも拘らず公衆における混同が

あると判断した場合には、登録は拒絶されることとなる。 

コンセントによる登録である旨の情報は、公告、登録簿に記載される。また、

IP ONLINE SERCH（知的財産権情報検索データベース）においても表示される。 

 

（x） インド 

 

インドにおいて、コンセント制度は以前から商標実務として存在しており、

2003 年に商標法第 11 条(4)において、明文化された。 

同意書制度は引例を克服する手段として一般的である。同一商標かつ同一商

品・役務についてのコンセント、著名・周知商標に関するコンセントも、制度と

しては可能である。 

また、商標規則第 59 条に基づき、同意書によって登録許可された商標は、そ

の事実が登録簿に掲載される旨が定められている。ただし、登録商標の検索デー

タベース上には、その旨の情報は示されていない。 

 

（xi） オーストラリア 

 

オーストラリアにおいては、明文化された規定はないが、実務上コンセント制

度が運用されている。具体的には、商標法第 44 条(3)(b)において、相対的拒絶

理由を有する場合でも、「他の状況を理由として，そうすることが適切であるこ

と，を認めた場合は，登録官は，課することが適切であると判断する条件又は制

限を付して，出願人の商標についての登録出願を受理することができる」旨が規

定されており、当該「適切であることを認めた場合」には、第三者が商標の使用
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及び登録について同意を与えた場合を含むものと解されている。 

コンセントに基づき商標登録をするか否かは、厳密には、登録官の裁量権限と

なっている。しかし、登録官が商標の併存によって混同が生じるかについて疑問

を呈することは稀である。 

また、オーストラリア商標庁は、商標、商品、市場の三つが同一する状況にお

いて、同意書が拒絶を克服する根拠として認めるべきではないという姿勢であっ

たが、約 15 年前にかかる姿勢は緩和され、現時点において、商標庁は同一商標・

同一商品が同一市場で使用される商標についてもコンセントに基づく登録を認

めている。 

 

（xii） ニュージーランド 

 

ニュージーランドにおいては、商標法第 26 条でコンセント制度が規定されて

いる。混同する先行商標の権利者からの同意書を得ることで、先行商標と混同が

生じるとされた拒絶理由は解消し、登録が確保される。同意書に基づく拒絶理由

の解消に関し、審査官の裁量はない。 

混同する商標の所有者が同意を与える対象について制限はない。従って、同一

の範囲であっても登録が認められ得る。混同が生じる周知商標の所有者からの同

意は、それが登録されているか否かに拘らず、拒絶を克服することができる。 

コンセント制度により商標が登録されたことは、商標検索データベースに掲載

される。 

 

（xiii） カナダ 

 

カナダでは、商標法にはコンセントに関する規定はないが、実務上コンセント

制度が運用されており、カナダ商標審査基準 V.12.7 においてコンセントに関す

る取扱いが定められている。 

審査官は審査において混同による拒絶を取り下げる根拠として同意書を承認

する裁量を有する。審査官が同意書を承認するのは、商標が同時に使用されると

しても、混同の可能性がないと考える場合である。したがって、商標が同一かつ

商品・役務が重複する場合には、同意書は混同に関する拒絶理由の解消を正当化

するものとはならない。 

また、オンラインデータベース又は公告においてコンセントによる登録か否か

の情報は公開されておらず、情報入手方法としては、個々のファイルを調査する

しかない。 
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（xiv） メキシコ 

 

メキシコでは、商標法にはコンセントに関する規定はないが、実務上コンセン

ト制度が運用されている。 

同意書の採用の可否は審査官の判断によることとなるが、採用されるよりも拒

否される場合が多い。それは、商標が混同が生じる類似範囲であり、指定商品役

務が同一又は類似する場合には、出願は拒絶される傾向にあるためである。この

基準は裁判所においても同様である。 

 

（xv） ブラジル 

 

ブラジルでは、コンセント制度が運用で認められている。BPTO（ブラジル特許

商標庁）の意見（INPI/CPAPD No 001/2012）において、以下の基準が示されてい

る 7。 

 

1. 特定の状況において、共存協定契約書と題された書類は、審査官の意思形

成の十分な関連要素として斟酌される。 

2. 言及した共存協定契約書は、審査の負担を軽減するためにのみ審査されな

ければならず、署名者間で混同又は関連性の可能性が否定される意見がなさ

れている場合にのみ採用される。 

3. 当該軽減は、LPI 135 条に規定される取消規定を回避するために、商標の

移転登録の申請の審査においても評価される。 

4. INPI は、さらに、混同又は組織的関連付けのリスクを軽減することを目的

として、各当事者の商標で包含されている商品又は役務を最適な範囲に縮減

するためにオフィスアクションを発行することがある。 

 

なお、コンセントによる登録である旨の情報は、公開されない。 

 

（xvi） 英国 

 

英国においては、商標法第 5 条(5)において、コンセントに関する規定が定め

られている。ただし、相対的拒絶理由の審査が行われないため、特許庁に対して

                                                   
7http://manualdemarcas.inpi.gov.br/attachments/download/2099/Parecer_n_01-2012(CPAPD)conviv

encia.pdf[最終アクセス日：2016 年 2 月 17 日] 

http://manualdemarcas.inpi.gov.br/attachments/download/2099/Parecer_n_01-2012(CPAPD)convivenia.pdf
http://manualdemarcas.inpi.gov.br/attachments/download/2099/Parecer_n_01-2012(CPAPD)convivencia.pdf
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同意書を提出するという手続は存在しない。 

コンセント制度は、異議申立ての手続において当事者間の友好的解決のための

手段として存在するほか、有効な同意書（事前に相手方によって提示された場合）

は無効理由に対する抗弁として有効とされる（商標法第 47 条）。 

なお、同意書によって登録されたかどうかは登録のデータには示されない。 

 

（xvii） スペイン 

 

スペインにおいては、コンセント制度は存在しない。ただし、スペインでは相

対的拒絶理由の審査が行われないため、異議申立ての手続において当事者間の友

好的解決のための手段として、当事者間の同意の交渉がなされる。正式な制度と

して存在するわけではないので、特許庁に対して同意書を提出するという手続は

存在しない。 

 

（xviii） スウェーデン 

 

スウェーデンでは、商標法第 2 章第 11 条においてコンセント制度が規定され

ている。通常、特許庁からの拒絶理由通知より 2 ヵ月以内に同意書の原本又は保

証されたコピーが提出されることで相対的拒絶理由は克服される。 

相対的拒絶理由の解消に関しては審査官を拘束するが、絶対的拒絶理由につい

ては審査官の裁量となる。例えば、同一商標かつ同一商品・役務に対するコンセ

ントや、周知・著名商標のコンセントについては、相対的拒絶理由の問題とはな

らないが、商標法第 2 章第 7 条第 2 項に係る「公衆を欺く性質の商標」と考えら

れるため、拒絶されるリスクは高まる。 

コンセント制度によって登録されたかどうかは公報等のデータには示されな

いが、出願ファイルを閲覧すれば確認することはできる。 

 

（xix） ハンガリー 

 

ハンガリーにおいては、商標法第 7 条においてコンセント制度が規定されてい

る。ただし、相対的拒絶理由の審査が行われないため、同意書が提出又は使用さ

れることは滅多にない。 

ハンガリーでのコンセント制度の目的は、先行商標権者が、例えば契約書の構

成で、積極的に同意をする機会を付与することにある（同意書は撤回できない）。 
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（xx） ロシア 

 

ロシアでは、民法第 4法典第 7編（知的活動の成果及び識別手段に対する権利）

の第 1483 条において、コンセント制度が規定されている。 

コンセントは審査官の判断を拘束するものではなく、拒絶理由の解消のために

は、同意書のほか、商標の識別力の証明を特許庁に提出し、両者の商標が色彩、

その他識別要素により視覚的に識別可能であることを証明することも重要であ

る。 

同一商標の同一商品に対するコンセント、周知・著名商標に関するコンセント

は認められないことが規定されている。 

 

（２） 調査項目ごとの調査結果 

 

（ i） コンセント制度の根拠 

 

調査対象国・地域のうち、台湾、香港、シンガポール、インド、ニュージーラ

ンド、スウェーデン、英国、ハンガリー、ロシアにおいては、コンセント制度が

法定されている。 

米国では審査便覧 8で、EU（CTM）では理事会規則 9で、マレーシア及びカナダ

では審査基準 10で、コンセント制度が定められている。 

中国、ベトナム、オーストラリア、メキシコ、ブラジル、スペインにおいては、

明文化された規定はないが、コンセント制度の運用が行われている。 

また、韓国においては、コンセント制度は未導入であった。 

 

（ ii） 完全型・留保型の区別 

 

ニュージーランドでは、完全型 11のコンセント制度の運用がなされている。中

国、米国、台湾、香港、シンガポール、ベトナム、マレーシア、カナダ、メキシ

コ、ブラジル、スウェーデン、ロシアでは、留保型 12のコンセント制度の運用が

                                                   
8 米国商標審査便覧 1207.01(d)(viii) 
9 欧州連合共同体商標に関する理事会規則第 42 条 
10 マレーシア商標審査基準 15.125、カナダ商標審査基準 V.12.7 
11 完全型のコンセント制度とは、先登録商標の商標権者の同意があれば、当該商標の存在を理由として

拒絶をされないとする制度のことをいう。 
12 留保型のコンセント制度とは、先登録商標の商標権者の同意がある場合であっても、審査官が同意が

あることを参酌しつつ、出所の混同を生ずるおそれの有無等について審査を行うこととする制度のこと

をいう。 
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なされている。 

インド、オーストラリアでは、規定としては留保型ではあるが、実務的には審

査官の判断を拘束する完全型の運用がなされているという回答があった。 

英国、ハンガリー、EU（CTM）、スペインにおいては、相対的拒絶理由の審査が

行われない。このうち、英国、ハンガリー、EU（CTM）においては、当事者間の

同意に関する根拠規定が存在し、当事者同士の合意があれば異議申し立てがなさ

れず拒絶されることがない、という意味では、完全型に近いとも評価できる。ス

ペインにおいては、コンセント制度に関する規定はないが、当事者間の同意に基

づき、異議申立ての解決がなされることがある。 

 

（ iii） 同意書の形式・内容 

 

台湾、オーストラリアからは、コンセント制度で用いられる同意書に、所定の

フォーマットがあるという回答があった。  

また、米国、カナダ、ブラジル、マレーシアからは、同意書の内容として、「出

所の混同のおそれがないこと」を示すことが必要である、若しくは、示すことが

推奨される、という回答があった。  

 

（ iv） コンセントが認められないケース 

 

台湾、ベトナム、ロシアでは、商標が同一で商品・役務も同一の場合のコンセ

ントは、禁止されているという回答があった。  

また、ロシア、メキシコにおいては、周知・著名商標に関するコンセントは、

制度として禁止されているという回答があった。  

ただし、これらについて制度として禁止がされていない場合であっても、留保

型のコンセント制度の場合には、審査官の判断により登録が認められることは少

ないと考えられる。  

 

（v） コンセントによる登録後の取扱い 

 

いずれの国・地域からも、コンセントに基づく商標の移転について、制度とし

て制限を設けている、という回答はなかった。  

登録後に同意が取り消しされた場合に、商標権が消滅する等の影響がある、と

いう回答はなかった。  

また、登録商標の更新時に、同意書の写し等のコンセントに関する資料の提出
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が必要とされる、という回答もなかった。  

 

（vi） 統計情報 

 

コンセントについての統計的なデータは、ほとんどの国・地域で公開されてい

ないということであった。唯一、ニュージーランドからは、コンセントによる年

間の登録件数について回答があった（2014 年：520 件、2013 年：587 件、2012:568

件）。 

 

（３） 対象国・地域ごとの調査結果の比較 

 

各国の制度の比較結果を一覧として示したものを、図表 1 に掲載する。 
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図表 1 各国のコンセント制度比較 

  
制度の 

根拠 

完全型か 

留保型か 

同意書の 

提出時期 

同意書の 

所定のフォ

ーマット 

同意書の 

必須内容・ 

実務上推奨

される内容 

同一商標 

同一商品 

に関する 

コンセント 

周知・著名

商標に関す

るコンセン

ト 

公報・登録

簿・データ

ベースでの

公開 

中国 
内部ガイド

ライン 
留保型 

拒絶査定 

不服審判時 
 有 通常難しい 可  

韓国 
コンセント制度は存在しない。 

ただし、商標法全面改正法律案にコンセント制度が含まれている。 

米国 審査便覧 留保型 
拒絶理由 

対応時 
 有 可 可  

EU(CTM) 規則 

相対的 

拒絶理由の 

審査なし 

提出不要   可  可  

台湾 法律 留保型 審査係属中 有  不可 可 有 

香港 法律 留保型 

出願時・ 

拒絶理由 

対応時 

有 

(サンプル) 
有 可 可 有 

シンガ 

ポール 
法律 留保型 

拒絶理由 

対応時 
 有 可 可 有 

ベトナム 運用 留保型 制限はない  有 不可 可  

マレーシア 審査基準 留保型 審査係属中  有 可 可 有 

インド 法律 

留保型 

(実務上は 

ほぼ完全型) 

審査係属中  有 可 可 

有（データ

ベースには

掲載無し） 

オースト 

ラリア 
運用 

留保型 

(実務上は 

ほぼ完全型) 

拒絶理由 

対応時 
有 有 可 可  

ニュージー

ランド 
法律 完全型 

出願から 

12 か月 
有 有 可 可 有 

カナダ 審査基準 留保型 審査係属中  有 通常難しい 可  

メキシコ 運用 留保型 審査係属中   通常難しい 不可  

ブラジル 運用 留保型 制限はない  有  可   

英国 法律 

相対的 

拒絶理由の 

審査なし 

提出不要  有 可 可  

スペイン 
コンセント制度は存在しない。 

ただし、相対的拒絶理由の審査がなく、当事者間の同意により異議申立ての解決がなされることがある。 

スウェーデ

ン 
法律 留保型 

拒絶理由 

対応時 
  可  可  

ハンガリー 法律 

相対的 

拒絶理由の 

審査なし 

審査係属中  有 可 可  

ロシア 法律 留保型 審査係属中  有 不可 不可  
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IV ．  国内アンケート調査 

 

１． 国内アンケート調査の目的 

 

国内におけるコンセント制度の検討を行うためには、ユーザーの中心である国

内企業の、先行登録商標への対応の状況やコンセント制度の導入に対するニーズ

について、情報を収集する必要がある。そこで、国内アンケート調査を実施し、

ユーザーの立場からの意見の収集・分析を行った。 

 

２． 国内アンケート調査の手法 

 

（１） アンケート調査対象の設定 

 

2013 年 1 月 1 日から 12 月 31 日の間に商標登録出願を行った者のうち、出願

件数が 5 件以上あった国内の会社法人 1,060 者を対象とした。 

 

（２） アンケート調査項目の設定 

 

国内の企業におけるコンセント制度のニーズを把握するため、アンケート調査

を行った調査項目は、以下のとおりである。 

 

・ 商標登録出願の状況 

・ 海外におけるコンセント制度の利用 

・ 国内におけるアサインバックの利用 

・ コンセント制度に関する意見・要望 

 

当該項目に基づいて作成したアンケート調査票は、「資料Ⅱ」に掲載する。 

 

（３） アンケート調査の実施 

 

（ i） 実施期間 

 

アンケート調査の実施期間は以下のとおりである。 

・ 送付  ：2015 年 10 月 29 日 

・ 締切り ：2015 年 11 月 30 日 
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（ ii） 回答状況 

 

アンケートを送付した 1,060 者のうち、427者より回答を得た（回答率 40.4％）。

内訳は以下のとおりである。 

 

図表 2 回答状況 

発送数  1,060  

うち宛先不明  4 

有効発送数  1,056  

有効回答数  427 

有効回答率 40.4％  
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３． 国内アンケート調査の結果 

 

（１） 回答者の基本情報 

 

（ i） 資本金 

 

最も多いのは、「100億円以上1,000億円未満」の27.4％であり、次いで「10

億円以上100億円未満」の22.5％であった。 

 

図表 3 資本金 

 

  

①1,000万円未満 

1.2% 

②1,000万円以上 

1億円未満 

18.0% 

③1億円以上 

10億円未満 

18.7% 

④10億円以上 

100億円未満 

22.5% 

⑤100億円以上 

1,000億円未満 

27.4% 

⑥1,000億円以上 

5,000億円未満 

8.2% 

⑦5,000億円以上 

1.9% 

無回答 

2.1% 
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（ ii） 従業員数 

 

最も多いのは、「100人以上500人未満」の23.9％であり、次いで「1,000人以上

5,000人未満」の23.2％であった。 

 

図表 4 従業員数 

 

①100人未満 

10.1% 

②100人以上 

500人未満 

23.9% 

③500人以上 

1,000人未満 

17.1% 

④1,000人以上 

5,000人未満 

23.2% 

⑤5,000人以上 

10,000人未満 

8.4% 

⑥10,000人以上 

30,000人未満 

8.9% 

⑦30,000人以上 

50,000人未満 

4.0% 

⑧50,000人以上 

1.9% 
無回答 

2.6% 
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（ iii） 業種 

 

製造業が全体の 69.6％と、7 割近くを占めている。卸売業、小売業の 9.8％、

サービス業の 7.5％がそれに続く。 

 

図表 5 業種  

 

  

①建設業（鉱業、

採石業、砂利採取

業含む） 

2.6% 

②製造業 

69.6% 

③情報 

通信業 

4.0% 

④卸売業、小売業 

9.8% 

⑤金融・保険業、

不動産業、 

物品賃貸業 

3.5% 

⑥サービス業 

7.5% 

⑦その他 

1.9% 

無回答 

1.2% 



 

 - 29 - 

（２） 商標登録出願について 

 

（ i） 商標登録出願の担当部署・特許事務所の利用 

 

担当部署について、知的財産部門が 56.4％と半数を超えた。ほか、法務部門

が担当している割合と、その他部門が担当している割合がそれぞれ 2 割弱であっ

た。担当部署を置かずに対応している企業も 1 割弱ある。 

また、特許事務所を利用している割合は、83.1％であった。 

 

図表 6 商標登録出願の担当部署 

 

 

図表 7 特許事務所の利用 

 

 

① 知的財産部門 

56.4% 

② 法務部門 

18.0% 

③ その他部門 

17.1% 

④ 担当部署は置

いていない 

7.7% 

無回答 

0.7% 

83.1% 

8.9% 

8.0% 

利用している 

利用していない 

無回答 
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（ ii） 国内外商標登録出願件数（年間平均） 

 

国内出願件数は、「20 件未満」という回答が 5 割を超えた。 

国外出願件数については、「5 件未満」という回答が 37.7％と多かった。国外

出願件数が 3 年間を通して 0 件の企業の割合も全体の 18.5％であった。 

 

図表 8 国内商標登録出願件数（2012 年～2014 年 年間平均）  

 

 

図表 9 国外商標登録出願件数（2012 年～2014 年 年間平均）  

  

①5件未満 

6.1% 

②5件以上 

10件未満 

19.4% 

③10件以上 

20件未満 

26.9% 

④20件以上 

50件未満 

28.1% 

⑤50件以上 

75件未満 

6.8% 

⑥75件以上 

100件未満 

2.3% 

⑦100件以上 

6.8% 

無回答 

3.5% 

①5件未満 

37.7% 

②5件以上 

10件未満 

10.1% 

③10件以上 

20件未満 

11.2% 

④20件以上 

50件未満 

12.9% 

⑤50件以上 

75件未満 

4.7% 

⑥75件以上 

100件未満 

3.0% 

⑦100件以上 

13.6% 

無回答 

6.8% 
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（ iii） 国内外商標権保有件数 

 

国内商標保有件数で最も割合が高かったのは250件以上500件未満の22.5％で

あった。 

国外商標保有件数で最も割合が高かったのは20件未満の26.0％であった。0件

という回答の割合も全体の12.6％であった。一方で、1,000件以上という回答の

割合も合計16.4％であり、積極的に国外に出願している企業も一定数あった。 

 

図表 10 国内商標保有件数  

 

 

図表 11 国外商標保有件数  

  

①20件未満 

3.7% 

②20件以上 

100件未満 

14.8% 

③100件以上 

250件未満 

19.2% 

④250件以上 

500件未満 

22.5% 

⑤500件以上 

1,000件未満 

19.9% 

⑥1,000件以上 

3,000件未満 

14.3% 

⑦3,000件以上 

2.6% 

無回答 

3.0% 

①20件未満 

26.0% 

②20件以上 

100件未満 

18.0% 

③100件以上 

250件未満 

11.7% 

④250件以上 

500件未満 

9.8% 

⑤500件以上 

1,000件未満 

11.2% 

⑥1,000件以上 

3,000件未満 

9.4% 

⑦3,000件以上 

7.0% 

無回答 

6.8% 
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（ iv） 商標登録出願国 

 

出願国で最も多いのが中国の83.1％であり、次いで7割を超えているのが、台

湾の75.9％、韓国の73.8％、米国の71.7％である。さらに、香港、シンガポール、

マレーシア、EUが続く。また、「その他」として、インドネシア、タイ、フィリ

ピンといった東南アジア諸国に出願しているとの回答が多かった。 

 

図表 12 商標登録出願国 

  

83.1% 

75.9% 

73.8% 

65.1% 

63.9% 

58.1% 

60.0% 

54.6% 

55.0% 

43.6% 

71.7% 

54.6% 

44.3% 

47.1% 

49.4% 

42.6% 

29.7% 

42.4% 

39.8% 

47.3% 

46.8% 

35.1% 

32.1% 

50.1% 

59.3% 

41.7% 

14.3% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(1)中国 

(2)台湾 

(3)韓国 

(4)香港 

(5)シンガポール 

(6)ベトナム 

(7)マレーシア 

(8)インド 

(9)オーストラリア 

(10)ニュージーランド 

(11)米国 

(12)カナダ 

(13)メキシコ 

(14)ブラジル 

(15)英国 

(16)イタリア 

(17)オランダ 

(18)スイス 

(19)スペイン 

(20)ドイツ 

(21)フランス 

(22)スウェーデン 

(23)ハンガリー 

(24)ロシア 

(25)EU（CTM） 

(26)その他 

無回答 
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（３） 先行登録商標への対応策について 

 

（ i） 先行登録商標の存在により自社の商標が登録できず困った経験 

 

「ある」との回答が87.4％と9割に迫り、「ない」を大きく上回った。 

 

図表 13 他人の先行登録商標の存在により、商標登録できず困った経験 

 

  

87.4% 

12.4% 

0.2% 

ある 

ない 

無回答 
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（ ii） 国外において、「コンセント制度」が存在することの認知 

 

「知っていた」との回答は69.1％と7割近くあり、「コンセント制度」の認知

度が高いことがわかる。 

 

図表 14 国外において、「コンセント制度」が存在することの認知  

 

  

69.1% 

30.9% 
知っていた 

知らない 
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（ iii） 我が国においてもコンセント制度を設けるべきと思うか 

 

「思う」が55.3％と、全体の半数をやや超えており、「思わない」の22.0％を

大きく上回っている。 

ただし、「分からない」という回答も22.5％あり、現状では制度を設けるべき

かどうかの意見を保留している者も多いことがわかる。 

 

図表 15 我が国においてもコンセント制度を設けるべきと思うか  

 

  

55.3% 

22.0% 

22.5% 

0.2% 

思う 

思わない 

分からない 

無回答 
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（ iv） 我が国においてもコンセント制度を設けるべきと思う理由 

 

(ⅲ)において、「我が国においてもコンセント制度を設けるべきと思う」と回

答した236者に「我が国においてもコンセント制度を設けるべきと思う理由」を

聞いたところ、「取引の実情に即した適切な審査運用が期待できる」の69.5％、

「アサインバックに代わるものとして、設けるべき」の63.6％という二つの回答

が突出して多かった。また、「商標制度の国際調査の観点から設けるべき」とい

う回答も36.9%に及んだ。 

「その他」の具体的な理由としては、「グループ会社間で類似商標の併存が可

能(2者)」、「手続の負担軽減が期待できる(2者)」、「コスト的に有利となる(1

者)」等があった。 

また、「コンセント制度は認めてもよいが、第三者がJ-PlatPatで、その内容

がわかる必要がある(12者)」、「同一商標同士では認めないなど、一定の制限を

設定する必要がある(1者)」との意見もあり、「設けるべき」という意見の中に

も、導入の際に混乱をきたさないような措置を求める声が見られた。 

 

図表 16 我が国においてコンセント制度を設けるべきと思う理由（複数回答） 

69.5%

36.9%

63.6%

10.6%
5.9%

0.4%
0%

20%

40%

60%

80%

①

取
引
の
実
情
に
即
し
た
適
切
な

審
査
運
用
が
期
待
で
き
る

②

商
標
制
度
の
国
際
調
和
の
観
点

か
ら
設
け
る
べ
き

③

ア
サ
イ
ン
バ
ッ
ク
に
代
わ
る
も
の

と
し
て
、
設
け
る
べ
き

④

取
引
実
情
説
明
書
は
利
便
性
に

欠
け
る
た
め

⑤

そ
の
他

無
回
答

N=236
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（v） 我が国においてコンセント制度を設けるべきとは思わない理由 

 

(ⅲ)において、「我が国においてコンセント制度を設けるべきとは思わない」

と回答した94者に「我が国においてコンセント制度を設けるべきとは思わない理

由」を聞いたところ、「類似と判断される商標が併存するのは好ましくない」が

89.4％と、ほぼ9割を占めており、コンセント制度を設けることによって出所の

混同が生じることを懸念する人が多いことがわかる。「必要性を感じないため」

「同意を受けるための交渉により審査遅延しかねないため」もそれぞれ2割強あ

った。 

「その他」の理由としては、「アサインバックで対応可能(13者)」、「先行商

標調査の判断が難しくなる(1者)」のほか、「企業間のパワーバランスにより、

本当は受け入れたくないコンセントを強いられる状況も想定され得る(1者)」や、

「第三者からコンセントを求められるとその対応が煩雑となる(4者)」といった、

交渉を受ける側となることを想定しての意見もあった。 

 

図表 17 我が国においてコンセント制度を設けるべきとは思わない理由 

（複数回答）  

23.4%

89.4%

26.6%
22.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

①

必
要
性
を
感
じ
な
い
た
め

②

類
似
と
判
断
さ
れ
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商
標
が
併
存
す
る
の
は

好
ま
し
く
な
い
た
め

③

同
意
を
受
け
る
た
め
の

交
渉
に
よ
り
審
査
遅
延

し
か
ね
な
い
た
め

④

そ
の
他

N=94
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（vi） コンセント制度が設けられたら、利用したいと思うか 

 

「必要があれば利用したい」が 71.0％と最も多く、「積極的に利用したい」の

7.5％と合わせると「利用したい」との回答が全体の 8 割程度を占めている。対

して「利用したいと思わない」は 8.0％であった。 

(ⅲ)において、「我が国においても、コンセント制度を設けるべきと思う」と

いう回答が 55.3%であったが、実際に設けられた場合には、制度の利用を考えて

いる企業が多いことがわかる。 

 

図表 18 コンセント制度が設けられたら、利用したいと思うか  

 

  

7.5% 

71.0% 

8.0% 

9.6% 

4.0% 

積極的に利用したい 

必要があれば利用したい 

利用したいと思わない 

分からない 

無回答 
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（vii） 国外でコンセント制度を利用した経験 

 

国外でコンセント制度を利用した経験については、「ある」という回答が

33.3％であった。 

なお、（２）(ⅲ)において「国外商標を保有している」という回答した 344 者

のうち、「国外でコンセント制度を利用経験がある」と回答した割合は、39.5％

であった。 

具体的な事例としては、EU、米国、中国、香港、オーストラリア等でのコンセ

ント制度利用経験がある、との回答があった。 

 

図表 19 国外でコンセント制度を利用した経験（全体）  

 

 

図表 20 国外でコンセント制度を利用した経験（国外商標保有あり） 

 

  

33.3% 

65.3% 

1.4% 

ある 

ない 

無回答 

39.5% 

60.2% 

0.3% 

ある 

ない 

無回答 

N=344 
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（viii） 国内でアサインバックを利用した経験 

 

「ある」は 39.8％と、「ない」の 59.3％を下回ったが、(ⅶ)における「国外で

コンセント制度を利用した経験がある」(33.3％)と比較すると、「国内でアサイ

ンバックを利用した経験がある」（39.8％）の方が、幾分か多かった。 

具体的な事例としては、拒絶理由への対応としてアサインバックを利用した事

例や、他社から依頼を受けてアサインバックを承諾したという回答があった。ま

た、他社との間でのアサインバックだけでなく、自社の関連会社との間で利用経

験ありとの回答も 5 件あった。 

 

図表 21 国内でアサインバックを利用した経験  

 

  

39.8% 

59.3% 

0.9% 

ある 

ない 

無回答 
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（ ix） 取引実情説明書を提出した経験 

 

取引実情説明書を提出した経験については、「ない」との回答が 94.8％であり、

「ある」は全体のわずか 1.6％にとどまった。  

他人の先行登録商標の存在に基づく拒絶理由への対応として、現状では取引実

情説明書がほとんど利用されていないことがわかった。  

 

図表 22 取引実情説明書を提出した経験  

 

  

3.5% 

94.8% 

1.6% 

ある 

ない 

無回答 
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（x） 拒絶理由への対応として取引実情説明書を利用しない理由 

 

(ⅸ)において、「取引実情説明書を提出した経験がない」と回答した 405 者に

「取引実情説明書を利用しない理由」を聞いたところ、最も多かったのは、「取

引実情説明書の存在を知らなかった」であった。取引実情説明書の利用数が少な

い要因として、取引実情説明書そのものの認知度が低いことが挙げられる。 

「適用要件・範囲が厳しい（10.1%）」の詳細意見としては、「商標権者が協力

してくれないため(1 者)」、「先行商標権者と出願人の両者がともに商品又は役務

の取引きを行っていることが条件となっている点が厳しい(1 者)」等があった。 

また、「他の方法で対応可能(27.7%)」の詳細意見としては、「意見書・補正書

で対応(21 者)」、「アサインバックで対応(10 者)」というものが多かった。 

なお、「その他」の理由として、「該当案件がなかった(32 者)」が最も多く、

他に「取引実情説明書の実態（利用件数、事例など）が不明、認められるかどう

か予測が難しい(18 者)」、「他人の先行登録商標と類似する商標は出願していな

い／放棄する(7 者)」、「権利者との交渉が難しい(2 者)」、「他の商標に変更する

(2 者)」などがあった。 

 

図表 23 拒絶理由への対応として取引実情説明書を利用しない理由（複数回答） 
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（xi） 今後の取引実情説明書の利用の予定 

 

(ⅸ)において、「取引実情説明書を提出した経験がある」と回答した 15 者に今

後の利用の予定について聞いたところ、約 7 割が「利用する」と回答している。 

 

図表 24 今後の取引実情説明書の利用  

 

 

（xii） 拒絶理由への対応として取引実情説明書を利用しない理由 

 

(ⅸ)で「取引実情説明書を提出した経験がある」と回答した企業のうち、「今

後取引実情説明書を利用しない」と回答した 4 者に対してその理由を質問したと

ころ、下記のとおりの結果であった。 

また、「その他」の理由として、「他社の登録商標がある場合は、権利化をあき

らめるため」が 1 者あった。 

 

図表 25 拒絶理由への対応として取引実情説明書を利用しない理由  

項目 件数 割合 

① 記載すべき内容が不明確 0  0.0％ 

② 適用要件・範囲が厳しい 1 25.0％ 

③ 他の方法で対応可能 2 50.0％ 

④ その他 1 25.0％ 

                          N=4 

  

73.3% 

26.7% 

利用する 

利用しない 

N=15 
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（xiii） 商標登録出願に関するこれまでの経験と、コンセント制度導入希望要否

の関連性 

 

(ⅰ)において、「他人の先行登録商標の存在により自社の商標が登録できず困

った経験あり」と回答した者のうち、「コンセント制度を設けるべきだと思う」

と回答した割合は58.9％であった。(ⅶ)において、「国外でのコンセント制度利

用経験あり」と回答した企業のうち、「コンセント制度を設けるべきだと思う」

と回答した割合が72.5％であった。(ⅷ)において、「国内でのアサインバック経

験あり」と回答した企業のうち、「コンセント制度を設けるべきだと思う」と回

答した割合が66.9％であった。 

一方で、「他人の先行登録商標の存在により困った経験」、「国外でのコンセ

ント制度利用経験」、「国内でのアサインバック経験」について「ない」と回答

した企業は、「ある」と回答した企業と比較して、コンセント制度導入に関し否

定的、あるいは「わからない」と回答する割合が高くなっている。 

しかし、「国外でのコンセント制度利用経験」、「国内でのアサインバック経

験」について「なし」と回答した企業でも、5割近くが「コンセント制度を設け

るべき」だと回答をしている点は注目に値する。 
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図表 26 商標登録出願に関するこれまでの経験と、 

コンセント制度導入ニーズの関連性  
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①-1 他人の先行登録商標の存在により 

自社の商標が登録できず 

困った経験あり 

(N=372) 

①-2 他人の先行登録商標の存在により 

自社の商標が登録できず 

困った経験なし 

(N=53) 

②-1 国外でコンセント制度 

利用経験あり 

(N=142) 

②-2 国外でコンセント制度 

利用経験なし 

(N=278) 

③-1 国内で 

アサインバック経験あり 

(N=169) 

③-2 国内で 

アサインバック経験なし 

(N=253) 

コンセント制度を設けるべきだと思う コンセント制度を設けるべきだと思わない 

わからない 
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（４） コンセント制度に関する意見（自由記述） 

 

コンセント制度に関して自由記述にて意見を募ったところ、下記の回答が得ら

れた。同内容が複数あったものは、カッコ内に件数を示した。 

 

アサインバックと比較して、コンセント制度によって手続の簡略化や、権利化

に際する不安の軽減が期待できるという意見があった。 

 

○アサインバックと比較し、費用面・手間が軽減されることに期待できる。(18

者) 

○アサインバックの場合、最悪登録できないケースも想定される。早期にコンセ

ント制度を導入し、実情に合わせるべきと思われる。 

 

一方で、コンセント制度に関する懸念の声もあった。  

 

○類似商標が併存することは望ましくない。(14 者) 

○取引先や大企業からコンセントを求められた際に断れない等、企業間で有利不

利が生じる。(3 者) 

○コンセントを求められた際に対応に手間がかかる。 

 

また、コンセント制度の導入について、事業展開や企業形態の観点から、利点

を得られるという意見もある。なお、コンセント制度導入の有無にかかわらず、

グループ会社間では類似商標の登録を認めるようにしてほしいとの意見が散見

された。 

 

○グループ会社で商標登録出願する際に利用できる。(7 者) 

○海外展開する際に有効である。(2 者) 

 

導入の際の措置として、下記のような要望があった。特に、類否判断を自社で

予測するという観点から、コンセント制度を利用して登録になった商標はその旨

を表示してほしいとの意見が多く見られた。  

 

○コンセント制度を利用して登録になった商標は、J-PlatPat や公報等に、その

旨を表示してほしい。(19 者) 
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○登録後の状況変化等により、出所混同が生じることとなった場合に登録を取消

すことができる措置も導入してほしい。 

○出願時に同意した内容と使用実態が異なる場合に対抗できる制度もセットで

導入してほしい。 

○審査が遅延しないなら導入に賛成である。 

 

その他、商標制度全般に対する要望として、ディスクレーム制度の導入の要望

があった。  

 

○ディスクレーム制度を導入してほしい。(5 者) 
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V ．  国内企業ヒアリング調査 

 

１． 国内企業ヒアリング調査の目的 

 

コンセント制度の導入の検討を行うにあたり、様々な業界における具体的な事

例等を把握するために、情報を収集する必要がある。そこで、国内アンケート調

査先より多岐に渡る業種の企業 10 者を抽出し、ユーザーの立場からの意見を収

集した。 

 

２． ヒアリングの調査の手法 

 

（１） ヒアリング対象の選定 

 

詳細な事例を把握するため、国内アンケート調査で「海外でコンセント制度を

利用した」「国内でアサインバックを利用した」と回答した企業の中から、特に

コンセント制度及びアサインバックの利用経験の多い計 10 者を選定しヒアリン

グ調査を行った。 

ヒアリング対象企業は以下のとおりである。 

 

図表 27 ヒアリング対象企業一覧 

主な審査分野 記載名 主な業種 

化学 A 社 化粧品製造業 

化学 B 社 化粧品製造業 

化学 C 社 医薬品製造業 

化学 D 社 医薬品製造業 

化学 E 社 医薬品製造業 

機械 F 社 電気機器製造業 

機械 G 社 自動車機器製造業 

雑貨・繊維 H 社 合成繊維・合成樹脂製造業 

雑貨・繊維 I 社 楽器・音響機器製造業 

産業役務 J 社 総合小売業 
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（２） ヒアリング項目の決定 

 

ヒアリング項目は、「海外でのコンセント制度、国内でのアサインバックの利

用について」「コンセント制度／アサインバックが成立しなかった事例」「日本で

のコンセント制度導入の検討に対する要望」という三つの観点を大項目として策

定した。 

「海外でのコンセント制度、国内でのアサインバックの利用について」「コ

ンセント／アサインバックが成立しなかった事例」は、事例の詳細を把握する

ことを目的としたものである。 

また、「日本でのコンセント制度導入の検討に対する要望」の項目は、ユー

ザーのコンセント制度の必要性や重要性を把握することを目的としたもので

ある。 

そして、大項目が目的とする内容を、より詳細に聞き出すために、次のとお

り小項目を策定した。 

 

図表 28 ヒアリング項目 

大項目 小項目 

1）海外でのコンセン

ト制度／日本での

アサインバックの

利用について 

海外でのコンセント制度利用について 

日本でのアサインバック利用について 

制度を利用した立場（オファーした側／受けた側） 

相手の企業（グループ企業／同業種／異業種） 

自社・他社の商標、指定商品・役務 

対価の有無 

利用国以外での出願状況等 

コンセント制度／アサインバックを利用した結果 

2）コンセント／アサ

インバックが成立

しなかった事例 

オファーをしたが断られたケース 

オファーをされたが断ったケース 

オファー自体を断念したケース 

3）日本でのコンセント制度導入の検討に対する要望  
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３． 国内企業ヒアリング調査の結果 

 

（１） コンセント制度・アサインバックの利用状況 

 

（ i） コンセント・アサインバックの利用事例 

 

コンセント制度の利用経験については、EU、ロシア、トルコ、米国、オースト

ラリア、中国、香港、マレーシア等においての事例が挙げられた。また、アサイ

ンバックについては、日本以外では韓国において利用したという回答が得られた。 

 

（ ii） 業界ごとのコンセント・アサインバックの利用実態 

 

コンセント制度・アサインバックの利用に関しては、業界特有の事情が影響す

ることもあることがわかった。 

 

○ 化粧品業界では、指定商品が同じでも、アイテムがいろいろとあり、また、

チャネル（売り場）もいろいろとある。商標的に類似しそうな場合であって

も、アイテムやチャネルの違いによって、混同が生じないこともある。 

○ 小売業という業種の特性上、保有する指定役務と関連する商品の範囲が広

い。そのため、国内でアサインバックの申入れがよくある。 

○ 家電業界では需要者にとってイメージのよい言葉があり、どの企業もその言

葉を用いて、一部を変えたようなネーミングを使用することがある。そのた

め、コンセント制度のニーズは高い。医薬品業界ではネーミングにイメージ

や意味を含ませることがなく、造語が多い。そのため、家電業界と比較する

とコンセントが必要となるケースは少ないかもしれない。 

 

（ iii） コンセント・アサインバックの対価について 

 

コンセントにおいては、「持ちつもたれつ」「お互い様」の関係にある場合には、

対価は発生しないという意見が多かった。 

 

○ 他社とは持ちつ持たれつの関係であると考えているので、基本対価は発生し

ない。 

○ 同意書の提出は、混同のおそれがないことを認めるということの書類であ
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り、対価性はないと判断している。その代わりとして、反対の立場になった

時は、コンセントを受け入れてもらうよう文書を交わしている。 

 

一方で、対価が発生するケースもある。 

 

○ 対価は大きくなく、実費プラス数 10 万～100 万円程度。コンセントで儲けよ

うという考えはない。 

○ 相手が中国や台湾企業の場合、対価を求められるケースがあるので、ダミー

会社を通じて社名を出さずに交渉することもある。 

 

アサインバックにおいては、何らかの対価が発生するケースが多かった。 

 

○ アサインバックの依頼者が実費と対価を支払っている。 

○ アサインバックをオファーした際に、手続の費用、通常の業界での譲渡の対

価を支払った。 

○ コンセントに比べると、契約書等が必要となるので、その分高くなる。 

 

（ iv） 包括的な併存契約に関する事例 

 

コンセント・アサインバックが多くなされる相手とは、包括的な併存契約を結

んでいるという話も聞かれた。  

 

○ 海外では発音が変わるため、国内で併存していても拒絶されることがあり、

日本の企業を相手に、お互いに同意書を出して対応した事例がいくつかあ

る。相手は、全く別の事業分野で、日本でも古くから併存している企業であ

る。当初は一つの商標について申し入れに行ったが、互いに拒絶が出てくる

状況が見受けられたため、将来的なことを考えてワールドワイドな併存の契

約を結ぶこととなった。  

 

（２） コンセント制度／アサインバックを利用する基準について 

 

（ i） 出所の混同の有無 

 

コンセントのオファーをするか否か、コンセントのオファーを受けた場合に受
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諾をするか否かの基準については、出所の混同が生じるか否かを判断基準とする

という回答が、多くの企業からあった。 

 

○ コンセントを受け入れるかどうかは、事業担当と相談して決めるが、判断基

準は市場での誤認混同が起こりうるのかに尽きる。多少時間がかかっても相

手がどういう企業かを調査し、業種業態が違う需要者が違うということが明

確になれば、お互いの領分には踏み込まないという約束の上でコンセントを

行う。 

○ コンセント制度を使う場合、市場で出所が混同するようなことはしないよう

にしている。出所の混同は、ブランド価値を損ねることになる。ライセンス

の場合と同じである。 

 

（ ii） 商標の重要度や使用状況 

 

オファーを受けた場合には、商標の重要度や使用状況についても、判断要素と

なるという回答があった。 

 

○ 使用している商標のレベル（例えば重要なブランド、付随的に使用していて

独占したいものでないもの）によって断るか、同意するか決める。 

○ 使用している商標と同一の商標については、原則的に同意をしない。類似す

る商標の場合は同意する場合がある。 

○ コンセントを受けるか否かは、その商標の「コンディション」次第。例えば、

商品で使用するネーミングの候補に入っている場合などは断る。社内の営業

部門企画部門に確認をし、どこかで嫌だという意見があれば受け入れない。 

 

（ iii） 相手企業 

 

相手企業がどのような企業かについては、オファーをするか否か、オファーを

受けるか否かの、判断の要素になるという意見があった。一方で、契約の方を重

視するという意見もあった。 

 

○ 欧米企業の場合は、安心してコンセントを結ぶが、新興国の場合は、慎重に

なる。新興国の企業は、会社の歴史が浅く、ビジネス上本当に棲み分けがで

きるのか、という部分に不安がある。また新興国の企業のビジネスの幅が広
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がった場合に、5年後 10年後にその約束が担保できるのかという不安があり、

コンセントレターを交わしたとしても、若干慎重な判断をする。場合によっ

ては断る。 

○ コンセントのオファーを受けた場合の登録同意にあたって、相手先を調べる

ようなことはしない。契約をしてもらえればよい。 

 

 また、相手が競合企業であり、「持ちつ持たれつ」「お互い様」という状況があ

る場合には、オファーや同意をしやすい側面もあることがわかった。 

 

○ 同業他社や製品に関連する部品メーカーだと、持ちつ持たれつのところがあ

り、依頼しやすい。コンセントをお願いするのは、基本的にはある程度名前

が通っているところだと話が通じるという認識がある。 

○ 競合企業だからといって、アサインバックをしないということはない。依頼

された企業に使わせてもよいかという判断のみで決めている。ただし、競合

する商品であるか否かということは、判断材料に入っている。 

 

（ iv） その他の基準 

 

コンセントのオファーを受けた場合に、不使用取消審判で権利が消滅するおそ

れがある商標の場合には、それを防ぐ意味で同意をせざる得ないという回答もあ

った。 

 

○ 相手が不使用取消審判を前提に申入れをしてくることが多いので、応じざる

を得ない。 

 

コンセント制度以外の方法での対応が必要と判断した場合に、同意書の提出を

見送ったという事例もあった。 

 

○ 商標が類似しておらず、商標名称も区別できるものであったため、コンセン

トがなくても問題がないだろうと判断して、コンセントをしなかった。 
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（３） 日本でのコンセント制度導入のニーズ 

 

（ i） 日本でのコンセント制度導入の検討に対する要望 

 

アサインバックに伴う手間の観点から、コンセント制度の導入を求める意見が

多く聞かれた。 

 

○ 国内でもコンセント制度を導入した方がよい。グローバル企業を相手にして

いると、日本だけアサインバックになってしまう。相手企業と合意ができて

いても、アサインバックであると、手続が煩雑になる。 

○ 海外の企業からのアサインバックを受けた際に、手続を進めている途中で連

絡が取れなくなったケースがあった。同意書なら書類の提出で終わりだが、

アサインバックは権利のやり取りがあるので、途中で連絡が途絶えると困

る。 

○ アサインバックは、相手が仕組みを知らない場合、説明しないといけないの

で大変である。  

○ 同じグループ会社間でも、類似商標で拒絶されたことがある。そのような場

合は、ホールディングス（持株会社）でまとめて商標を管理している。ただ

し、税務上の観点で、ライセンス料を支払わないといけない場合があるので、

コンセント制度がある方がよい。  

 

アサインバックについては、名義変更や商標権の移転が伴うので、社内決裁の

面でも手間がかかるという意見があった。 

 

○ アサインバックは、会社として重要な案件になり、稟議が必要となる。しか

し、社内で決裁権者に内容を理解されず、難しい現状がある。コンセントで

あれば、部内で同意書が出せるので、スムーズに進められる。 

 

また、アサインバックでは、無効理由が内在するリスクがあるため、コンセン

ト制度を整備することが望ましいという意見があった。 

 

○ アサインバックの場合、3 条 1 項柱書違反（商標の使用意思）にあたる可能

性が捨てきれず、最悪登録できないケースや無効理由が内在する可能性が想

定される。 
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一方で、制度の導入には慎重な意見があった。 

 

○ 制度の導入は必要ないと考える。現状、アサインバックの利用頻度も低いの

で、どうしても導入しないといけない制度なのか疑問であるし、緊急性がな

いと思う。 

 

（ ii） 商標同一かつ商品・役務同一の場合もコンセントの登録の可否 

 

仮に日本で制度が導入された場合に、商標が同一かつ商品・役務も同一の場合

にも、コンセントに基づく登録を認めるべきかについて聞いたところ、必要ない

という意見が多数であった。 

 

○ 商標同一かつ商品・役務同一の登録は、商標権として併存することになる。

条件をつけた使用許諾などは構わないが、コンセント制度により併存させる

のはやめた方がいい。 

○ 商標同一かつ商品・役務同一の商標を、複数の企業がそれぞれ持っていると、

管理上問題になる。 

○ 需要者の混乱に繋がると思うので、認めるべきではない。過去に日本で特例

措置で類似する商標の併存登録が認められたことがあったが、需要者からす

ると紛らわしいと考え、相手と交渉を行った。 

 

一方で、ハウスマーク 13に関しては、どうしても権利がほしいというニーズも

あり得るという意見もあった。 

 

○ 基本は認めるべきではないと思うが、ハウスマークの場合にはどうしても登

録が必要なケースがあり得る。同一商品・同一商標の内容にもよるが、認め

てほしいというニーズはあるかもしれない。 

 

  

                                                   
13 営業の同一性を表す営業標識（多くの場合企業名）として使用されるマークのこと。 
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（４） 日本でのコンセント制度導入に関する懸念事項 

 

（ i） コンセント・アサインバックを行ったことによるトラブル 

 

コンセントやアサインバックを行ったことが原因で、トラブルが生じたという

事例については聞かれなかった。また、混同が生じるようなコンセントがなされ

る可能性についても、考えにくいという回答がほとんどであった。 

しかし、長期的なスパンで考えた場合に、将来的な出所の混同まで起こり得な

いかというと、懸念がないわけでないという意見もあった。 

 

○ コンセントを利用するのが、将来的な混同まで考慮できる会社だけであれ

ば、問題は起こらないと思う。しかし、それ以外の企業のことも考えて制度

設計するということであれば、同意があるからといって、全てを商標登録す

ることは問題があると思う。 

○ コンセントに関するものではないが、30～40 年前に商標に関する包括的な契

約を締結したが、相手側で契約がきちんと引き継がれていないという事例が

あった。同意書を出す時点では問題はないが、後々その商標が誰の手に渡る

かわからないし、商標の使用態様の変更もあるかもしれない。数十年後に、

同意に伴う約束が順守されるかわからないという点は危惧される。 

 

（ ii） 類似の判断基準についての懸念 

 

コンセント制度の導入により、類似する商標か否かを突き詰めて判断する必要

がないケースが出てくるため、類否判断の基準が不明確になるのではないかとい

う意見もあった。 

 

○ アサインバックは、お金も手間もかかるので、類否関係を慎重に見極めて、

他の対応ができない場合にだけ利用する。コンセント制度が導入されると、

費用面と手軽さからコンセントに頼ることが多くなり、本当に類似かを見極

めず、類似商標が世の中に溢れてしまうと思う。 

○ コンセント制度を導入すると、商標の類否について最後まで争うことが減る

ことで、審査の基準が甘くなり、権利が不安定になるのではないか懸念があ
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る。日本の出願をマドリッドプロトコルの基礎出願にしにくくなるのではな

いかと思う 14。 

 

 上記とも関連し、コンセントに基づく登録か否かは、公報等で明確にされるよ

うな運用を望む声があがった。 

 

○ 仮に制度が導入された場合、コンセントを利用した商標について明確にして

ほしいと思う。コンセントを利用して登録になった履歴が見られない限り

は、新しい商標の調査をした時にリスクを負うことになるので、回避してほ

しい。 

○ アサインバックは、どの企業からどの企業に何が譲渡されたか痕跡がきちん

と残る。コンセントの場合、公報に載るのか、原簿にも載ることになるのか

わからない。どの商標の間に、どういう類似関係が働いているのかを知るこ

とができないと困る。 

 

  

                                                   
14 マドリッドプロトコルに基づく国際登録は、国際登録の日から 5 年の期間が満了する前に本国におけ

る基礎出願が拒絶され又は基礎登録が無効若しくは取消しとなった場合には、国際登録も取り消される。 
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VI ．  国内有識者ヒアリング調査 

 

１． 国内有識者ヒアリング調査の目的 

 

国内におけるコンセント制度の検討を行うためには、商標制度に精通した有識

者からの意見の収集・分析も必要となる。そこで、商標制度に精通した有識者経

験者 6 者に対して、ヒアリング調査を実施した。 

 

２． 国内有識者ヒアリングの調査の手法 

 

（１） ヒアリング対象の選定 

 

コンセント制度の導入に関しては、平成 25 年に日本弁理士会から「コンセン

ト制度導入に関する意見書」が提出されるなど、実務家からの意見は充実してい

る。一方、学識経験者による意見については、近年の整理した事例があまりない

状況にある。そこで、ヒアリング対象者として、商標法を含む知的財産法分野を

専門とする学識経験者について、以下の 6 名を選定した。 

 

・ 茶園  成樹  大阪大学大学院高等司法研究科  教授  

・ 宮脇  正晴  立命館大学法学部法学科  教授  

・ 小川  宗一  日本大学大学院知的財産研究科  教授  

・ 田村  善之  北海道大学大学院法学研究科  教授  

・ 鈴木  將文  名古屋大学大学院法学研究科  教授  

・ 土肥  一史  日本大学大学院知的財産研究科  教授  

（ヒアリング調査実施順 敬称略） 

 

（２） ヒアリング項目の決定 

 

我が国商標制度におけるコンセント制度の在り方等について助言を得るため

に、ヒアリング項目については、下記のとおり設定をした。  

 

・ コンセント制度導入のニーズについてどのように考えるか。また、社会的に

コンセント制度を受け入れる素地は整っているかどうか。  

・ コンセント制度が導入されていない状況に、問題があると考えるか。  
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・ コンセント制度を導入すべきか。する場合・しない場合のメリット・デメリ

ットは何か。  

・ 導入する場合は、どのような枠組みにすべきか。また、法改正等が必要か、

運用で対応可能か。  

・ 導入する際の、障害・課題・留意点は何か。  

・ 導入しない場合は、それに代わる手法等が新たに必要か。現状のアサインバ

ック等の実務的な対応に問題はあるか。  

・ 現在の商標制度に対する意見等。  

 

３． 国内有識者ヒアリング調査の結果 

 

（１） コンセント制度の必要性について 

 

ユーザーである企業等からの、コンセント制度の導入に関するニーズについて

は、有識者からも一定の理解が示された。 

 

○ 日本以外の先進国は、何らかの形でコンセント制度を取り入れている。それ

は、制度に必要性や存在理由があるからだと考える。 

○ コンセント制度がないことや、4 条 1 項 11 号の他人性の判断が厳しいことで、

アサインバックが必要となり、無駄な費用が生じている状況にあると聞く。 

○ 会社の組織の現状を考えると、主体としては別々であるが、類似した商標を

使用する必要性があるというニーズは理解できる。 

 

一方で、コンセント制度のニーズは、需要者の立場の意見ではなく、権利者の

立場での意見に焦点が当たりすぎているのではないかという指摘もあった。 

 

○ コンセント制度のニーズには、権利者や代理人の立場からの身勝手な意見が

あるのではないか。先願権利者の立場でコンセントをするのであれば、本来

は譲渡・放棄をすべきとも考えられる。コンセントがあれば無条件に登録を

認めるという仕組みには反対である。 
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（２） コンセント制度の導入 

 

（ i） コンセントが審査官の判断を拘束するか 

 

仮にコンセント制度を導入するとした場合に、どのような制度設計が望ましい

かについて質問をしたところ、需要者の誤認混同の防止等の観点から、無制限に

登録を認めるべきではないという意見が示された。 

 

○ コンセント制度を導入するのであれば、商標法 52 条の 2 と同様の要件（不

正競争の目的でない・混同が生じない）を課すなど、対応が必要である。 

 

明らかに類似する商標については、コンセントがあったとしても登録を認める

べきではない、という意見も示された。 

 

○ コンセント制度は、類似か否かがグレーな引例についての判断を迅速化する

意味で、導入すべきものである。審査官を拘束するものではなく、明らかな

類似商標については登録を認めるべきではない。 

 

一方で、類似する商標であっても登録は認めるべきだという、いわゆる完全型

に近い制度 15を求める意見もあった。 

 

○ 中途半端な制度設計にしてしまうと、審査負担が増加し、審査期間の延長に

も繋がることが想定される。それを排除するのであれば、いわゆる完全型に

近いコンセント制度が望ましい。ユーザーの立場でも、同意書を出すと安心

できるような仕組みであるべきと考える。 

○ ユーザーのニーズが、「類似した商標であっても使用したい」というところ

にあるのであれば、類似しても使用できるような制度にしないと中途半端に

なる。ニーズの把握が重要である。 

 

（ ii） 運用、法改正のいずれで対応すべきか 

 

コンセント制度の導入の方法としては、審査官の裁量の範囲で対応するのであ

れば、運用で対応することも可能と考えられる。 

                                                   
15 類似商標であっても登録を認めるべきという意見であり、出所混同が生じるおそれがある場合にまで、

必ず登録を認めなければならないとの意見は出なかった。 
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○ コンセントがあった場合に、「非類似と取り扱う」、「非類似と推定する」とい

う裁量権の範囲での対応を、審査基準において定めるのは問題ない。 

○ 類似するか否かがグレーな引例について、審査官がコンセントを参酌して判

断をするということであれば、法改正は必要とせず運用で可能だと考える。 

 

ただし、運用でコンセントの取り扱いを定める場合には、裁判所の判断を拘束

することは難しい。法的安定性を求めるのであれば、法改正が必要と考えられる。 

 

○ 審査において、コンセントがあれば非類似と推定する基準としても、裁判に

おいて同じ推定を働かせるのは無理。裁判官を拘束しようとすれば、法改正

が必要となる。 

○ 運用ベースでの判断は、無効審判や異議申し立てがなされた場合、裁判によ

って覆される可能性がある。法改正での対応ならば、コンセントがあれば類

似しないとみなし、反証を許さないような規定も可能である。 

 

（３） 出所の混同について 

 

コンセント制度の導入の検討にあたっては、「類似」と「混同」の関係につい

て理論的な整理が必要という意見が示された。 

 

○ コンセントが「当事者同士が混同のおそれがないことを示すもの」だと考え

ると、コンセントがあるから 4 条 1 項 11 号が解消することは違和感がある。

混同と類似の関係を整理すべきと考える。 

○ 「混同」は、取引相手や消費者の判断であると考えるので、当事者同士の判

断で混同の有無が決まるのは、論理の飛躍を感じる。 

 

「当事者同士で混同を生じるようなコンセントを付与することは想定し難い」
16という考え方について、疑問を投げかける意見もあった。 

 

                                                   
16 産業構造審議会知的財産政策部会商標制度小委員会報告書「商標制度の在り方について」の 24 ペー

ジに、事業者の立場からの意見として、以下のような記載がある。 

「事業者の立場からは、当事者が混同を生じるようなコンセントを付与することは想定し難いことから

実害は生じないのではないかとの意見があった。」

https://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/toushintou/pdf/i_p_t_arikata/shouhyou.pdf〔最終アクセ

ス日：2015 年 12 月 14 日〕 

https://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/toushintou/pdf/i_p_t_arikata/shouhyou.pdf
https://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/toushintou/pdf/i_p_t_arikata/shouhyou.pdf
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○ 当事者同士が混同してもよいと考えて、同意する場合もあり得るのではない

か。グループ会社のコンセントの場合などは、下流のユーザーにまで出所の

区別をつけてもらわなくてもよい、と考えている場合もあるだろう。 

 

また、商標法第 4 条第 1 項第 11 号の規定については、以下のような意見も示

された。 

 

○ 商標法第 4 条第 1 項第 11 号の類似という概念は、抽象的な混同を防ぐもの

と考えられる。第 10 号、第 15 号の混同は一過性の判断だが、第 11 号には

将来の混同を防止するという役割がある。第 11 号が、審査時の定型的な判

断に役立つというのは、副産物にすぎない。 

 

「第 4 条第 1 項第 11 号の類似概念は画一的な審査のためのものにすぎず、類

似であっても混同が生じないのでればコンセントを認めても問題ない」17という

考え方もあるが、上記の意見も考慮した上で整理をすべきとも考えられる。 

 

（４） 制度の弊害の防止 

 

（ i） 出所の混同への対応 

 

コンセント制度を導入する場合に、出所の混同についての弊害防止の措置を合

わせて導入すべきとの意見が示された。 

 

○ コンセント制度を導入する場合には、商標権の移転に係る混同防止表示の請

求（商標法 24 条の 4） 18や、商標権の移転後に混同使用がされた場合の取消

                                                   
17「コンセント制度導入に関する意見書」（日本弁理士会）において、第 4 条第 1 項第 11 号の類似概念

について、以下のような記載がある。 

「コンセントが提出されたからと言って、出願商標と引用商標の類似性が即座に否定されることにはな

らない。しかしながら、同号の「類似」という概念は、登録主義下で未使用の出願商標を審査するため

に、出所混同が生ずる流動的な範囲を類似という画一的な範囲と擬制するために導入された概念に過ぎ

ない。また、類似であっても出所混同が生じないのであれば、取引秩序を害することはなく、法目的に

反するおそれもない。」 

http://www.jpaa.or.jp/activity/appeal/2013/26-1-5Comments.pdf〔最終アクセス日：2015 年 12 月

14 日〕 
18 商標法第 24 条の 4 において、商標権が移転された結果、互いに抵触する商標権が異なった商標権者

に属することとなった場合において、双方の商標権者又は専用使用権者が互いに混同防止表示の請求を

し得る旨が、定められている。 

http://www.jpaa.or.jp/activity/appeal/2013/26-1-5Comments.pdf


 

 - 63 - 

審判（商標法 52 条の 2） 19についても、移転だけではなくコンセントも考慮

した制度となるように、見直しを検討すべきである。 

○ コンセントの内容は、単に同意するだけとするのと、当事者の取決めまで提

出させるのと、どちらがよいかは難しいが、当事者の取決めまで提出させる

ことにすれば、事後的な混同が生じた際に、参考になる可能性はある。 

 

また、コンセントにより登録を認める範囲を限定することでも、対応可能とい

う意見も示された。 

 

○ コンセント制度の対象を、類似か否かがグレーなものに絞り、明らかな類似

商標のコンセントを認めない運用とすれば、商標法 24 条の 4 や、商標法 52

条の 2 については、改正の必要はないであろう。 

 

（ ii） その他の懸念事項 

 

その他、制度の導入にあたっては、以下の様な懸念事項も示された。 

 

○ コンセント制度がない場合の先願商標への対応として、不使用取消審判の請

求が考えられる。コンセント制度の導入により、不使用取消審判の請求が減

少し、不使用商標の残存に繋がらないかに留意した方がよい。 

○ 医薬品など、類似商標の併存を認めると、混同が生じた場合の不利益が大き

い分野も考えられる 20。 

  

                                                   
19 商標法第 52 条の 2 第 1 項において、商標権が移転された結果、互いに抵触する商標権が異なった商

標権者に属することとなった場合において、一方の商標権者が不正競争の目的で他の商標権者等の業務

に係る商品又は役務と混同を生ずる使用をしたときには、何人も、混同を生じさせるような使用をした

登録商標に係る商標登録の取消審判を請求することができる旨が、定められている。 
20 この点に関し、企業ヒアリングにおいて製薬企業に意見を聞いたところ、以下のような回答があった。

「医薬品の取違えは重要な問題であるが、類似商標の併存が、直接問題につながることは考えにくい。

まず、厚生労働省は、医薬品の承認の際には、名称を含めて厳しくチェックをしており、各社、「承認

医薬品名称フローチャート」、「医薬品類似名称検索システム」等を利用して調査をした上で、申請を行

っている。また、類似名称の商品がある場合には、メーカー同士で取り違えないよう注意喚起をするこ

ともある。取違え防止のために、名称を変更したり、商標の使用を取りやめ普通名称で販売をするケー

スもある。」 
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VII ．  総合分析 

 

１． コンセント制度導入の必要性 

 

（１） 国内企業におけるコンセント制度導入に対するニーズ 

 

国内企業アンケート調査において、我が国においてもコンセント制度を設ける

べきかを質問したところ、「思う」（55.3%）という回答が、「思わない」（22.0％）

という回答を、大きく上回った。特に、国内でアサインバックの経験がある企業

に限れば 66.9%が、国外でのコンセント制度の利用経験がある企業に限れば

72.5%が、制度を設けるべきと思うという回答であった。 

また、我が国でコンセント制度が導入された場合に利用したいという回答は

78.5%で 21、「利用したいと思わない」という回答の 8.0％を大きく上回った。 

コンセント制度の導入に対しては、一定のユーザーニーズがあり、制度導入の

検討を進めることが期待されているといえよう。 

 

（２） 諸外国・地域でのコンセント制度の導入状況 

 

海外公開情報調査の調査対象とした、中国、韓国、米国、EU、台湾、香港、シ

ンガポール、ベトナム、マレーシア、インド、オーストラリア、ニュージーラン

ド、カナダ、メキシコ、ブラジル、英国、スペイン、スウェーデン、ハンガリー、

ロシアの 20 か国・地域のうち、韓国・スペインを除く 18 か国・地域で、コンセ

ント制度が導入されていた。また、韓国においては制度の導入が検討されており、

スペインにおいては当事者間の同意に基づき異議申立ての解決がなされている

実情があることがわかった。 

コンセント制度を導入している国・地域において、その根拠規定としては、法

令に規定する場合、審査基準に規定する場合、明文化した規定は無いが運用で行

われている場合などがあり、その導入方法は様々である。 

我が国においてコンセント制度を導入する場合には、どのような導入方法がよ

いのか、諸外国の制度を参考にして検討をする必要性があると考えられる。 

  

                                                   
21「積極的に利用したい（7.5%）」と、「必要があれば利用したい（71.0%）」の合計値。 



 

 - 65 - 

２． コンセント制度導入の方向性 

 

（１） コンセント制度を導入すべきか 

 

国内企業ヒアリングにおいて、コンセント制度を利用する場合には、出所の混

同の有無や商標の重要度・使用状況をその判断基準とする企業が多数であった。

そのため、コンセント制度を導入したとしても、これによって出所の混同を生じ

るケースというのは、極めて限定的ではないかと考えられる。  

また、前記１（１）のとおり、コンセント制度導入に対しては、一定のユーザ

ーニーズがあることからすると、我が国においても、コンセント制度を導入する

方向で検討すべきといえよう。  

 

（２） 運用の変更・法改正のいずれで対応すべきか 

 

ユーザーの高いニーズに迅速に対応する意味では、商標審査基準等において運

用の基準を定めることで、コンセント制度の導入に対応することも考えられる。

ただし、運用でコンセントの取り扱いを定める場合には、裁判所の判断を拘束す

ることは難しく、法的安定性の面での問題をどうクリアするかという課題はある。 

法的安定性を求めるのであれば、法改正による対応が適切と考えられる。法改

正であれば、混同防止の措置やコンセントの有無の開示についても、制度として

あわせて整理をすることも容易になるとも思える。 

なお、有識者ヒアリングによる意見として、「類似」と「混同」の概念の理論

的な整理が必要という指摘があったが、法改正により対応する場合には、この点

について、より慎重に判断が必要となると考えられる。 

 

（３） コンセントの効力について 

 

「コンセントが審査官の判断をどの程度拘束するか」「同一商標かつ同一商

品・役務の場合のコンセントを認めるべきか」といった、コンセントの効力に関

しては、様々な意見が示された。ユーザーのニーズや諸外国・地域の制度を参考

に、わが国の実情にあった検討を行っていくべきといえる。  
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３． コンセント制度導入の留意点 

 

（１） 事後的な混同の防止 

 

コンセントによる登録後に、混同が生じるような使用がなされることへの懸念

も示された。商標権の移転に係る混同防止表示の請求（商標法第 24 条の 4）や、

商標権の移転後に混同使用がされた場合の取消審判（商標法第 52 条の 2）につ

いての、改正で対応すべきという意見も示された。 

事後的な混同に対しては、長期的な問題となるので、制度設計が必要とされる。 

 

（２） コンセントの有無の開示 

 

アンケート調査及び企業ヒアリング調査においては、公報や J-PlatPat におい

てコンセントに基づく登録であることがわかるようにしてほしいという意見が

多く聞かれた。ユーザーの立場からは、商標の類否判断の基準が見えにくくなる

ことの懸念があると考えられる。 

ヒアリング調査において制度導入への懸念事項として示されたのは、コンセン

ト制度の導入により、類似する商標か否かを突き詰めて判断する必要性が少なく

なり、類否判断の基準が不明確になるのではないかという点であった。仮に制度

が導入された場合でも、審査における適切な類否判断が継続してなされることが、

期待されているものといえる。 

 

４． まとめ 

 

以上のように、本調査研究では、国内におけるコンセント制度導入の検討状

況・海外におけるコンセント制度の運用状況の整理、ユーザーである企業への

アンケート・ヒアリングによる現状把握とニーズ収集、及び、国内有識者ヒア

リングによる導入の必要性・方向性の検討を行った。本調査結果を基に、商標

制度におけるコンセント制度についての導入の検討がなされることで、より安

定的な審査・審理の実現に繋がることを期待するものである。  
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【1.中国】

質問 回答

A.コンセント制度の有無 中国では、現在、正式な同意書制度はない。但し、実務において、先行商標権の商標権者か
ら同意書を得れば、登録が認められる可能性がある。

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

正式な同意書に関する法律や規定、又は審査基準はない。但し、商標審判委員会は内部の審
判ガイドラインがある。

C.コンセント制度の対象

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

同意書対応可能（中国実務で、この段階でよく運用される）

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

同意書対応可能（中国実務で、運用少ないが、判例がある）
例えば、第4866895号商標「Stephens Brothers」の異議申立案件において、行政訴訟一審の
段階において、被異議申立人は異議申立人（引用商標国際登録727873号
「STEPHEN/VENEZIA」の商標権者）が発行した同意書を提出したので、被異議申立商標の登
録を許可した。二審において、北京最高裁はその判決を維持した。
しかし、実務において、異議申立または異議申立不服審判段階において、異議申立人より同
意書をもらえば、普通は、異議申立人が異議申立を取り下げることが多い。訴訟段階で、訴
訟を取り下げた場合、商標審判委員会の商標不登録審決が発効することになった。よって、
同意書を提出しなければならない。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

無効審判、取消審判においても、同意書対応可能という。但し、実務において、双方が同意
を達成できた場合、同意書提出の代わりに、請求人が無効審判または取消審判請求を取り下
げることが多い。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

期間が過ぎたので異議不可だが、利害関係者より無効審判請求可能。

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

中国の実務において、拒絶不服審判段階で、提出することが多い。新規出願の際、認められ
た前例はない。

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

いいえ。

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

いいえ。しかし、普通は、以下の内容を記入する。
①　後願商標の情報（出願番号、商標態様、指定商品・役務、出願人の名称及び住所）
②　同意する後願商標の使用範囲
③　後願商標の登録及び使用を同意する旨（使用のみ同意すれば、不可
上記は必須情報で、欠如不可。それに、先願商標の権利者は外国企業であれば、公証・認証
必要；中国企業であれば、公証必要。

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

通常、認められない。現行商標法第30条の立法目的は、先願商標の権利者及び関連公衆（消
費者を含む）の利益、市場秩序を守ることである。先願商標の権利者は同意書を発行する場
合、自分の権利に対しする処分は自由であるがゆえ、その意思の尊敬が考慮される。しか
し、実際の使用において、誤認・混同を生じさせるおそれがあるかどうか、つまり、需要者
と市場秩序に不利益をもたらすおそれがあるかどうかは、考慮の要素でもある。よって、同
一商標が同一商品・役務において併存するのは、認められることが困難である。
しかし、後願の出願人が先願商標の権利者の関連会社又は子会社であれば、審判官や裁判官
によって、認められた前例がある。

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

可能。通常、商標自体又は指定商品に、ある程度の相違があれば、同意書が認められる。し
かし、引用商標が馳名商標又は著名商標であれば、その知名度により、商品・役務の出所に
ついて誤認や混同を生じさせる可能性が考慮されるので、同意書の採用はより慎重に判断さ
れると思われる。両商標の商品・役務が密接な関連性がある場合、誤認や混同の可能性を考
慮して、コンセントが認められない可能性がある。一方、両商標の商品・役務は、関連性が
極めて低い場合、又は引用商標自体の独創性が低い場合、引用商標が知名度があっても、誤
認や混同を生じさせる可能性が低ければ、同意書が認められる可能性がある。

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

同意書に対する審査は審判官又は裁判官の自由裁量による。
同意書の書式要求は明確に規定されていないが、実務において、以下の要求がある。
①　先願商標の権利者が中国会社であれば、捺印と公証が必要である；外国会社であれば、
捺印又は代表者もしくは権限がある方の署名並びに公証・認証が必要である。中国又は外国
の個人であれば、署名及び身分証明書の写しが必要であり、それぞれ公証・又は公証・認証
が必要である。
②　なるべく法定期限以内に提出する。できない場合、審決前に提出しなければならない。
また、関連会社の場合、同意書が認められるかどうかは、審判官・裁判官の自由裁量によ
る。認められた前例もあるし、認められなかった前例もある。

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

先行商標が共有であれば、すべての共有者から同意をもらわなければならない。

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

登録後の後願商標は譲渡可能。関連制限はない。

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

不可。しかも、商標登録後、同意書の撤回が不可。もし同意書又は同意協議が無効になり、
後願商標の登録を無効にしたい場合、別途無効審判を請求することは可能。

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

不要。

A.コンセントによる登録例 並存登録例及び登録が認められない例を添付書類にまとめる。

B.コンセントに関する統計 商標審判委員会の審決が公開されない。裁判所の判決書が一部公開される。そのため、全体
の統計データがない。

1.制度概要

2.制度詳細

3.登録後

4.付加情報 -71-
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【1.中国】

C.コンセントに関する裁判例

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

商標審判委員会の案件において、同意書の提出有無について、公開されない。専門的な調査
システムもない。

E.制度概略

F.関連する法律

G.関連する審査基準

H.サンプル

4.付加情報
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両
商
標
が
類
似
商
標
に
該
当
す
る
。

 

②
先
行
商
標
の
権
利
者
が
同
意
書
を
提
出
し
た
。

 

③
商
標
権
が
私
権
で
あ
る
た
め
、
当
事
者
の
意
思
に
尊
重
す
べ
き
で
あ
る
。

 

④
両
社
が
関
連
会
社
で
あ
る
た
め
、
関
連
公
衆
に
誤
認
・
混
同
を
生
じ
さ
せ
な
い
。

 

5
. 

 

 

第
7
8
4

6
3
1
2
号

 

区
分
：
9

 

権
利
者
：
 

W
O

R
L

D
 A

T
L

A
S

 T
R

A
D

IN
G

 C
O

. 

出
願
日
：
2
0

0
9
-1

1
-1

9
 

指
定
商
品
：
消
火
器
、
救
命
用
具
、
防
火
用

被
服
な
ど

 

 

 

第
4
9
3

2
0
5
5
号

 

区
分
：
9

 

権
利
者
：
 

W
A

R
R

IO
R

 L
A

C
R

O
S

S
E

, 
 

IN
C

. 

出
願
日
：
2
0

0
5
-1

0
-0

8
 

指
定
商
品
：
運
動
用
保
護
ヘ
ル
メ
ッ
ト

 

拒
絶
不
服
審
判
審
決
を
不
服
と
し
た
行
政
訴
訟
第
二
審

 

（
2
0
1
4
）
高
行
（
知
）
終
字
第

3
0
8

2
号

 

①
商
標
自
体
が
相
違
す
る
。
指
定
商
品
も
効
能
、
用
途
、
生
産
部
門
、
販
売
チ
ャ
ン
ネ

ル
、
消
費
者
な
ど
に
お
い
て
区
別
で
き
る
。

 

②
商
標
権
が
私
権
で
あ
る
た
め
、
当
事
者
の
意
思
に
尊
重
す
べ
き
で
あ
る
。

 

③
先
行
商
標
の
権
利
者
に
よ
る
同
意
書
は
、
法
律
・
行
政
法
規
の
強
制
規
定
に
違
反

せ
ず
、
公
共
利
益
を
も
損
害
し
な
い
。
当
事
者
の
権
利
衝
突
も
解
消
で
き
る
。
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6
. 

 
 

 

第
7
5
2

2
2
0
4
号

 

区
分
：
1
4

 

権
利
者
：
 

S
T

E
L

U
X

 H
O

L
D

IN
G

S
 L

IM
IT

E
D

 

出
願
日
：
2
0

0
9
-0

7
-0

6
 

指
定
商
品
：
貴
金
属
製
箱
、
腕
時
計
、
宝
玉
、

宝
玉
の
原
石
な
ど

 

 

 

第
G

9
8
4
6

1
1
号

 

区
分
：
1
4

 

権
利
者
：
S

W
A

R
O

V
S

K
I 

A
K

T
IE

N
G

E
S

E
L

L
S

C
H

A
F

T
 

出
願
日
：
2
0

0
8
-1

2
-2

3
 

指
定
商
品
：
腕
時
計
、
時
計
の
ガ
ラ
ス
、
宝

玉
、
宝
玉
の
原
石
な
ど

 

拒
絶
不
服
審
判
審
決
を
不
服
と
し
た
行
政
訴
訟
第
二
審

 

（
2
0
1
3
）
高
行
終
字
第

9
5
8
号

 

①
商
標
自
体
の
類
似
性
が
高
い
。

 

②
同
意
書
は
混
同
の
恐
れ
を
排
除
す
る
有
力
な
証
拠
で
あ
る
。

 

③
商
標
権
が
私
権
で
あ
る
た
め
、
意
思
自
治
の
原
則
に
従
う
べ
き
で
あ
る
。
消
費
者

に
不
利
益
を
与
え
る
事
実
を
確
実
に
証
明
で
き
な
い
限
り
、
当
事
者
の
権
利
に
対
す

る
処
分
を
認
め
る
べ
き
で
あ
る
。

 

7
. 

 
 

 

第
6
3
7

9
1
6
2
号

 

区
分
：
3
5

 

権
利
者
：
 

P
R

O
J
E

C
T

 M
A

N
A

G
E

M
E

N
T

 

N
S

T
IT

U
T

E
,I

N
C

. 

出
願
日
：
2
0

0
9
-0

7
-0

3
 

指
定
商
品
：
輸
出
入
に
関
す
る
事
務
の
代
理

又
は
代
行
、
事
業
に
関
す
る
情
報
の
提
供
、

商
業
に
関
す
る
情
報
の
提
供
な
ど

 

 

 

第
G

9
5
1
7

4
8
号

 

区
分
：
3
5

 

権
利
者
：
 

U
N

IC
R

E
D

IT
 S

.P
.A

. 

出
願
日
：
2
0

0
7
-0

9
-2

8
 

指
定
商
品
：
広
告
、
事
業
の
管
理
に
関
す
る

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
、
事
業
の
管
理
及
び
組
織

に
関
す
る
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
な
ど

 

拒
絶
不
服
審
判
審
決
を
不
服
と
し
た
行
政
訴
訟
第
二
審

 

（
（
2
0
1
2
）
高
行
終
字
第

1
0
4
3
号
）
 

①
商
標
自
体
の
類
似
性
が
高
い
。

 

②
同
意
書
は
混
同
の
恐
れ
を
排
除
す
る
有
力
な
証
拠
で
あ
る
。

 

③
商
標
権
が
私
権
で
あ
る
た
め
に
、
意
思
自
治
の
原
則
に
従
う
べ
き
で
あ
る
。
重
大

な
公
共
利
益
に
損
害
し
な
い
限
り
、
商
標
権
者
は
自
分
の
意
思
に
従
っ
て
処
分
で
き

る
。
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8
. 

 
 

 

第
7
5
1

8
0
3
7
号

 

区
分
：
3
5

 

権
利
者
：
 

P
R

O
J
E

C
T

 
M

A
N

A
G

E
M

E
N

T
 

IN
S

T
IT

U
T

E
, 
IN

C
. 

出
願
日
：
2
0

0
9
-0

7
-0

3
 

指
定
役
務
：
事
業
計
画
の
管
理
に
関
す
る
広

告
、
事
業
計
画
の
管
理
に
関
す
る
広
告
物
の

出
版
；
通
信
媒
体
に
に
お
け
る
オ
ン
ラ
イ
ン
に

よ
る
広
告
な
ど

 

 

第
5
6
3

4
2
6
8
号

 

区
分
：
3
5

 

出
願
日
：
2
0

0
6
-0

9
-2

7
 

権
利
者
：
 

P
L

U
M

B
IN

G
 

M
A

N
U

F
A

C
T

U
R

E
R

S
 

IN
S

T
IT

U
T

E
 

指
定
役
務
：
広
告
宣
伝

 

拒
絶
不
服
審
判
審
決
を
不
服
と
し
た
行
政
訴
訟
第
二
審

 

（
（
2
0
1
3
）
高
行
終
字
第

2
6
8
号
）
 

①
商
標
自
体
に
お
い
て
あ
る
程
度
な
相
違
が
あ
る
。

 

②
同
意
書
は
混
同
の
恐
れ
を
排
除
す
る
こ
と
を
証
明
で
き
る
。

 

 

 

国
際
登
録
第

8
9

0
6
2
7
号

 

区
分
：
3
5

 

優
先
権
日
：
2

0
0
5
-1

0
-2

6
 

権
利
者
：
M

A
R

K
IT

 
 

E
C

O
N

O
M

IC
S

 L
IM

IT
E

D
 

指
定
役
務
：
統
計
情
報
；
市
場
研
究
と
分
析
；

事
業
の
管
理
な
ど
。
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同
意
書
が
認
め
ら
れ
な
い
商
標
例

 

番
号

 
後
願
商
標

 
先
行
商
標

 
裁
判
所
の
認
定

 

1
. 

 
 

 

権
利
者
：
 

ID
 S

O
F

T
W

A
R

E
 L

L
C

 

第
8
5
3

3
1
7
8
号

 

出
願
日
：
2
0

1
0
-0

8
-0

2
 

区
分
：
9

 

指
定
商
品
：
電
子
計
算
機
用
ゲ
ー
ム
プ
ロ
グ
ラ

ム
な
ど

 

 

 

 

権
利
者
：
 

H
E

W
L

E
T

T
-P

A
C

K
A

R
D

 

D
E

V
E

L
O

P
M

E
N

T
 C

O
M

P
A

N
Y

, 
L

.P
. 

第
6
1
0

0
8
3
8
号

 

出
願
日
：
2
0

0
7
-0

6
-1

1
 

区
分
：
9

 

指
定
商
品
：
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
；
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
プ
ロ
グ

ラ
ム
（
記
憶
さ
れ
た
も
の
）
な
ど

 

拒
絶
不
服
審
判
審
決
を
不
服
と
し
た
行
政
訴
訟
第
一
審

 

（
2
0
1
3
）
一
中
知
行
初
字
第

1
4
7

7
号

 

①
両
商
標
は
同
一
商
標
に
該
当
す
る
。
指
定
商
品
も
同
一
・
類
似
商
品
に
該
当
す
る
。

 

②
商
標
法
の
立
法
目
的
は
、
商
標
権
者
の
利
益
を
保
護
す
る
以
外
に
、
消
費
者
の
利

益
を
保
護
し
て
、
市
場
に
お
い
て
混
同
を
防
止
し
、
市
場
経
済
の
発
展
を
促
進
す
る
こ
と

で
あ
る
。

 

③
係
争
商
標
と
引
用
商
標
は
、
指
定
商
品
が
同
一
・
類
似
で
あ
り
、
商
標
自
体
も
同
一

又
は
非
常
に
類
似
す
れ
ば
、
正
常
な
市
場
秩
序
を
保
護
す
る
、
且
つ
混
同
を
防
止
す
る

た
め
、
関
連
商
標
の
同
意
書
を
認
め
ら
れ
な
い
。
本
件
は
両
商
標
が
類
似
商
品
に
お

け
る
類
似
商
標
に
該
当
す
る
た
め
、
同
意
書
が
あ
る
た
め
係
争
商
標
が
登
録
で
き
る
主

張
は
認
め
ら
れ
な
い
。

 

 

2
. 

 

 

第
7
3
5

8
2
4
9
号

 

区
分
：
5

 

権
利
者
：

S
C

IN
O

P
H

A
R

M
 T

A
IW

A
N

,L
. 

出
願
日
：
2
0

0
9
-0

4
-2

8
 

指
定
商
品
：
原
料
薬
；
薬
剤
（
人
用
の
も
の
）
；

医
療
用
栄
養
剤
な
ど

 

 

 

第
3
0
0

4
2
4
4
号

 

区
分
：
5

 

権
利
者
：
 

亜
洲
遺
伝
子
科
技
股
份
有
限
公
司

 

出
願
日
：
2
0

0
1
-1

0
-2

5
 

指
定
商
品
：
薬
剤
（
人
用
の
も
の
）
；
薬
剤
（
医
薬

用
の
も
の
）
な
ど
。

 

異
議
申
立
不
服
審
判
審
決
を
不
服
と
し
た
行
政
訴
訟
第
二
審

 

（
2
0
1
4
）
高
行
終
字
第

1
3
9

6
号

 

①
両
商
標
は
、
類
似
商
品
に
お
け
る
類
似
商
標
を
構
成
す
る
。

 

②
同
意
書
は
係
争
商
標
の
登
録
可
否
を
判
断
す
る
重
要
な
判
断
要
素
で
あ
る
。
商
標

権
は
私
権
で
あ
る
た
め
、
意
思
自
治
の
原
則
に
従
い
、
重
大
な
公
共
利
益
を
損
害
し
な

い
限
り
、
商
標
権
者
は
自
分
の
意
思
に
よ
り
権
利
を
処
分
で
き
る
。

 

③
同
意
書
は
、
公
共
利
益
を
損
害
し
て
は
い
け
な
い
、
且
つ
公
共
資
源
を
独
占
し
て
は

い
け
な
い
。
係
争
商
標
は
分
子
結
構
の
図
面
な
の
で
、
公
共
資
源
に
属
す
る
。
よ
っ

て
、
同
意
書
が
あ
っ
て
も
、
係
争
商
標
が
登
録
で
き
な
い
。
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【2.韓国】

質問 回答 

A.コンセント制度の有無 存在しない。

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

N/A

C.コンセント制度の対象

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

N/A

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

N/A

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

N/A

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

N/A

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

N/A

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

N/A

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

N/A

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

N/A

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

N/A

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

N/A

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

N/A

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

N/A

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

N/A

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

N/A

A.コンセントによる登録例 N/A

B.コンセントに関する統計 N/A

C.コンセントに関する裁判例 N/A

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

N/A

E.制度概略 N/A

F.関連する法律 N/A

G.関連する審査基準 N/A

H.サンプル N/A

1.制度概要

2.制度詳細

3.登録後

4.付加情報
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【3.米国】

質問 回答 

A.コンセント制度の有無 米国に同意（同意書とも）制度は存在し、混同を生じる虞の判断要素の一つとして考えられ
ている。米国特許庁は、各当事者の権利の列挙、並びに混同を生じる虞は無い旨の証拠不十
分な推論に過ぎない「裸の（naked）」同意書にほとんど重きを置かないが、同意がより詳
細な場合にはかなり重視することがある。一般的に、同時使用契約とは些か異なるものとし
て考えられており、主に商標の地理的使用に関する制限に依拠するものである。（TMEP 
1207.04参照）

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

TMEP 1207.01(d)(viii)及び引用判例参照。 

C.コンセント制度の対象 第1052条（ｄ）に基づく混同を生じる虞の論点の克服（審査、異議申立、取消その他の期間
中にあげられるかどうか）

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

はい。同意書は登録商標に基づく拒絶又は、混同を生じる虞による拒絶を生じ得る出願につ
いて拒絶を克服するために提出することができる。

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

異議申立及び取消において契約の締結も同様の概念が適用されるが、この場合大抵は、異議
申立又は取消の手続きを取り下げる（又はその代替として出願を取り下げるが登録を行わず
使用を認める）ことに合意するのと引き換えに、その使用を制限又は使用の制限を確認する
当事者間の合意のような和解契約となる。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

はい。上記参照。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

考えられる限りでは、利益を有する第三者が同意書に異議を申し立てるためにTMEP 1715に
準じた抗議文を提出する。しかしながら、抗議文（Letter of Protest）は裁量に基づいて
判断され、同意書が欺瞞的又は虚偽的なものであるという証拠を含まない限りほとんど重視
されることはない。そうでなければ、不服を申し立てる当事者が損害を被っていることを主
張するその他の理由がない限り、登録対抗手段を起こすことはできないであろう。

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

同意書は一般的に、審査官による混同を生じる虞に基づく拒絶の応答として提出される。同
意書はオフィスアクションの回答の応答時内に提出しなければならない。同意書は、それが
適用される特定の期間は無い。

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

いいえ。

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

必須記載内容はないが、一般的に「裸の（naked）」同意書（つまり当事者が所有する商標
及び混同を生じる虞が無い旨の推論）のみから成るべきではない。消費者が混同を生じる虞
が無いと考える理由（例：商標が使用される具体的な製品について、取引経路の違い、エン
ドコンシューマーの違い等）又は消費者による混同の回避又は対処のため当事者が講じるこ
とに合意した積極的な措置に関して詳細に提示されればされる程、その契約は重視される。

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

規定は存在しない。しかしながら、消費者による混同を回避しうる使用の側面に関してかな
りの詳細を提示することが当事者に求められるであろう。ここで、同意書は、総合的な混同
を生じる虞の分析における一要素に過ぎないことを念頭に置くことが重要である。同意書が
この分析において与えられる重要性は、当事者によって提示される詳細及び条件による。詳
細が提示された際には、同意条項は重視されることになる。 In re E. I. du Pont de 
Nemours & Co., 476 F.2d 1357, 1362, 177 USPQ 563, 568 (C.C.P.A 1973) 参照。

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

はい。同意書は混同を生じる虞の分析における一要素であるから、混同を生じる虞の有無の
判断において先行商標の名声とのバランスをとることが必要とされる。

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

米国特許庁において拘束力はない、つまり契約の提出によって商標登録が認められたことを
保障するものではない。同意書は混同を生じる虞をもつ関連するその他の状況すべてを考慮
する一要因である。「裸の（naked）」同意書は殆ど重視されないおそれがある（しかし商
標の類否又は当事者の関連性が混同を生じる虞が低いことの証拠となる場合には十分とされ
うる）。同意書が詳細を提示し混同を生じる虞がない理由に関して合理的な評価を反映する
場合、契約は重視されるべきである。連邦巡回裁判所が述べたように、米国特許庁は、正当
な理由無く、利益を有する実際の当事者の判断について混同を生じる虞に関する判断を置き
換えるべきではない。 In re Four Seasons Hotels Ltd., 987 F.2d 1565, 26 USPQ2d 1071 
(Fed. Cir. 1993); In re N.A.D. Inc., 754 F.2d 996, 224 USPQ 969 (Fed. Cir. 1985)参
照。

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

いいえ。引用商標のみ。

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

同意書は、同意契約における譲渡可能性及び条件を特定しなければならない。同意書が譲渡
不可能な場合、関連する登録の移転が先行商標の所有者による異議申立の対象となる可能性
がある。

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

同意書の特定の条件によるものであり、また、契約の解釈についての一般的なルールの対象
となる。同意書の当事者がその同意を無効とする場合、登録が自動的に廃止されることには
ならない。先行商標の所有者は混同を生じる虞による取消又は異議申立を申請し、同意書が
もう適用されない理由を確立する必要が有る。

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

いいえ。登録後、更新のために必要とされるのは継続的使用の証拠のみである。

A.コンセントによる登録例

B.コンセントに関する統計 同意書の使用に関する統計は回答者の知る限り存在し無い

C.コンセントに関する裁判例 In re N.A.D. Inc., 754 F.2d 996, 224 USPQ 969, 971 (Fed. Cir. 1985)
In re Donnay Int’l, S.A., 31 USPQ2d 1953, 1956 (TTAB 1994)
In re Four Seasons Hotels Ltd., 987 F.2d 1565, 26 USPQ2d 1071 (Fed. Cir. 1993)

1.制度概要

2.制度詳細

3.登録後

4.付加情報
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【3.米国】

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

同意書によって認められた登録を特定することができるTESSや公報の検索システムは存在し
ない。このような出願を特定する唯一の方法は出願経過を調べOA回答が同意書を含んでいる
か見ることである。すべての同意書は公的な記録の一部で、十分な時間をかければ登録を特
定することは可能であろう。

E.制度概略 同意書は混同を生じる虞の分析における一要素である。事実の重要性は大部分が各契約の条
件による。契約は特許庁において拘束力を有するものではなく、混同を生じる虞の分析にお
ける他の要素によって覆される可能性もある。

F.関連する法律

G.関連する審査基準 TMEP 1207.01(d)(viii)

H.サンプル

4.付加情報
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【4.EU】

質問 回答 

A.コンセント制度の有無 CTMの出願登録における規定は存在しない。但し、CTMの異議申立の手続において当事者の友
好的解決という手段においては存在しうる。

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

当事者間における合意の可能性の状況に関する規定のみ存在する。例えば、CTM規則４２条
４項では「庁は、状況が適合する場合には、友好的解決を図るよう当事者を誘導することが
できる。」と規定し、同規則８５条５項では、「当事者は・・・費用に関する解決・・・結
論づける場合、関連部署は、契約書について注意を払わなければならない。」と規定する。

C.コンセント制度の対象 異議申立手続における庁の負担の軽減。当事者の合意の優先。

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

CTMでは相対的拒絶理由に基づく拒絶が存在しない。同意書は、当事者間の友好的解決の場
合に、異議手続において用いられる。

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

異議申立手続において当事者間での友好的解決。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

無効・取消手続の当事者間での友好的解決。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

はい、但し、一般的に第三者から。契約当事者による場合は、契約違反の場合。

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

異議申立が許可された後、庁は以後の手続について期限を設定する。当事者間による友好的
解決のための２ヶ月のクーリングオフ期間がまず存在する。この期間は当事者双方からの要
求により最大２４ヶ月まで延長することができる。当事者の一方からオプトアウトを要求す
ることも可能である。

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

いいえ。但し、書面による場合が通常であり、推奨される。

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

いいえ。契約の自由及び当事者の合意の優先性のため。当事者は、混同回避の取り決めに関
する内容を規定することができる。但し、必要性はない。

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

はい。異議申立手続における庁の負担の軽減。当事者の合意の優先。しかし、あまり見られ
ない。

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

はい。異議申立手続における庁の負担の軽減。当事者の合意の優先。しかし、あまり見られ
ない。

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

はい。異議申立手続における庁の負担の軽減。当事者の合意の優先の観点から、当事者間の
友好的解決は実務的に庁を拘束する。

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

必ずしも必要ではないが、推奨されており、通常そうなされている。

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

当事者間で特別な取り決めがなされている場合を除き、移転に関する規制は存在しない。

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

はい、契約違反の場合にある。同意の取り下げが自動的に登録の取消に起因することはな
い。当事者がむしろ何らかの法的措置を講ずる。

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

いいえ。

A.コンセントによる登録例 無し。

B.コンセントに関する統計 ２/３が平和的解決がなされ、その残りが対峙的解決となる。

C.コンセントに関する裁判例 無し。

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

OHIMのデータベース上で明記はされない。しかし、閲覧により当事者が友好的解決を行った
かどうかについて確認することができる。

E.制度概略 CTM出願及び登録手続において同意書は存在しない。しかし、契約の自由と当事者の合意の
優先から、当事者は異議申立手続において友好的解決を導くことが可能である。この合意は
通常OHIMを拘束する。

F.関連する法律 当事者間における合意の可能性の状況に関する規定のみ存在する。例えば、CTM規則４２条
４項では「庁は、状況が適合する場合には、友好的解決を図るよう当事者を誘導することが
できる。」と規定し、同規則８５条５項では、「当事者は・・・費用に関する解決・・・結
論づける場合、関連部署は、契約書について注意を払わなければならない。」と規定する。

1.制度概要

2.制度詳細

3.登録後

4.付加情報
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【4.EU】

G.関連する審査基準 庁審査基準C部、異議申立３０−３２頁参照
https://oami.europa.eu/tunnel-
web/secure/webdav/guest/document_library/contentPdfs/trade_marks/Draft_Guidelines_
WP_1_2015/07_part%20_c_opposition_section_1_procedural_matters_clean_2015_en.pdf

H.サンプル

4.付加情報
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【5.台湾】

質問 回答 

A.コンセント制度の有無 同意書制度は存在する。

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

第30条では、以下に該当する場合は登録を受けることができないと規定されている。
(11) 他人の周知商標若しくは標章と同一又は類似しているために、関連する公衆における
混同の可能性、又は、識別性又は周知商標等の名声の希釈化の可能性が存在する場合。ただ
し、その周知商標等の商標権者の同意を得ている場合を除く。
(12) 他人が先に使用している商標に係る商品若しくは役務又はこれらに類似する商品若し
くは役務についてその商標又はこれに類似する商標であり、出願人にその商標を模倣する意
図があり、契約により、地域により、又は事業の繋がりによりその商標の存在を知りながら
商標登録出願をした場合。ただし、その使用されている商標主の同意を得ている場合を除
く。

C.コンセント制度の対象

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

はい。

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

いいえ。登録異議申立係属中は不可。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

いいえ。無効審判又は取消審判係属中は不可。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

いいえ。

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

通常、同意書は、登録査定若しくは拒絶査定を受領する前に容認される。しかしながら、
2011年6月29日に施行された法改正によると、「指定商品又は指定役務のいかなる制約、本
質的な変更を加えない商標の複製への補正、出願の分割又は放棄は、拒絶の処分が下される
前に要請されるべきである」と詳述されている。
しかし、同意書の提出時期について特定の規則はない。実際の事例によると、同意書は訴訟
中に提出されたこともある。裁判官はその同意書を受け入れ、再審理のため事件を台湾特許
庁に戻す判決を下した。
訴訟中の事例に関しては、行政訴訟法に基づき、特許庁の査定審決時に同意が無い場合に、
裁判所が訴訟係属中に同意を得たことを理由に特許庁に登録を与えることを命ずる判決を下
すことは行政訴訟法に反する。このように、訴訟の後半に同意書が提出されたことを理由
に、裁判所は特許庁がした拒絶の決定を変更すべきではない。

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

はい。

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

同意書に特別な認可は不要である。しかし、明らかに不適切な事項が存在する場合は職権に
よりその同意書を拒絶することができる。また、職権で宣誓又は不適切な事項を訂正するた
めの書類を要求することができる。

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

いいえ。台湾特許庁の審査基準によると、二人の商標権者が同一又は類似の商品・役務につ
いて同一の商標を使用した場合、その商標はその商品・役務の出所を識別する機能を喪失す
るとしている。権利と需要者の利益に影響を与えるため、許可されないものとする。

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

はい。

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

台湾特許庁は、明らかな不適切な事項が存在するかを判断する。例えば、二人の商標権者が
同一又は類似の商品・役務について同一の商標を使用した場合、その商標はその商品・役務
の出所を識別する機能を喪失する。権利と需要者の利益に影響を与えるため、許可されない
ものとする。
また、登録された商標についての禁止法令はあるが、商標権者は同一又は類似の商標が登録
を受けることを他人に許可することができる。そのような明らかに不適切な状況では、例え
出願人が先行商標の権利者から同意を得ていても、台湾特許庁は登録を認容しないだろう。
グループ会社である場合は考慮され得る。

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

直接引用されている商標については、通常、全ての商標権者からの同意を得ることが必要と
される。

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

特に制限は無い。

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

同意書は、理由なく取消すことはできない。しかし、商標法上には規則が無いため民法の規
則を適用するものとする。詐欺や脅迫等によりなされた同意書は、法定の期間において無効
にすることができる。

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

いいえ。

A.コンセントによる登録例 添付資料を参照

B.コンセントに関する統計 特許庁が公表していないため、同意書についての統計は得られない。

C.コンセントに関する裁判例

1.制度概要

2.制度詳細

3.登録後

4.付加情報
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【5.台湾】

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

はい、特許庁は、他の商標権者から同意を得て登録を受けたものであることを公報に記載す
るものとする。

E.制度概略

F.関連する法律 商標法第30-10、第30-12

G.関連する審査基準 混同の可能性に関する審査基準

真の先行権利者からの同意

商標法第30条において規定された混同に関する争いが存在する場合、本条では「…..但し、
該登録商標又は先に出願した商標の所有者が出願に同意し、且つ、明らかに不当でないもの
は、この限りでない。」と規定されているが、先に出願した商標の所有者から同意を得るこ
とは争いを解決する一つの手段である。
商標法では、同意書制度に基づく併存登録については明らかに不適切ではないとしている。
しかし、例えば、同一の商品・役務について指定されている異なる所有者に所属する二つの
商標がある場合には、需要者の利益に影響を及ぼすものとして商品・役務の正しい出所を示
す商標の機能は失われると考えられる。
裁判所が登録商標の処分の権利を保留した後、併存登録に係る他人に同意を与え続ける登録
商標の所有者は明らかに不適切である。
同意書が明らかに不適切である場合は、例え商標の所有者からの同意でも出願を容認するこ
とはできない。また、商品に関して、商標に係る指定商品がより広範な商品を含み、他人の
商標が特定の商品を含む場合（例: 化粧品と口紅）、前者の商標に含まれる一般的な広範の
商品は、同意を与える際に、後者の商標が含む特定の商品を除外するものとする。上記の規
定は役務にも適用されるものとする。

H.サンプル

4.付加情報
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經濟部智慧財產局商標資料檢索服務

註冊/審定號 01691519 商標種類 商標

申請案號 103013848 申請日期 103/03/14

註冊日期 104/02/01 專用期限 114/01/31

註冊公告日期 104/02/01 審定公告日期  

註冊公告卷期 42-003 審定公告卷期  

優先權日期  優先權國家(地區)  

展覽會優先權日  展覽會名稱  

國籍 瑞士 正商標種類 商標

圖樣顏色 墨色 正註冊/審定號 01691519

申請人/商標/標章權人

中文名稱 斯威士吉爾沙勒公司

中文地址 瑞士

英文名稱 SWISSGEAR SARL

日文名稱  

外文地址  

代理人
中文名稱 李怡德

中文地址 新北市蘆洲區中央路32巷18號3樓

圖樣中文
 

圖樣英文
BY SWISSGEAR SARL

圖樣日文

 

圖樣記號

 

聲明不專用
本件商標不就「BY SWISSGEAR SARL（法文：由SWISSGEAR股份有限公司出品）」
文字主張商標權。

商標圖樣描述 　

說明文字內容
依商標法第３０條第１項第１０款但書規定，經註冊商標第０１６００７８２號商標權
人同意申請註冊。

003
類似組群

0301 、 030101 、 030102 、 030104 、
0303 、 0307 、 0315 、 050101 、 0514 、
2118 、 351918 、 4402

商品名稱

髮乳、髮水、面霜、潤膚霜、香水、香
油、防曬油、美白霜、沐浴用浴油、嬰
兒油、嬰兒乳液、身體乳、護膚保養
品、浴鹽、香精油、精油、薄荷精油、
牙膏、非醫療用漱口水、空氣芳香劑。

007
類似組群

0702 、 0703 、 0705 、 0713 、 0716 、
0722 、 0727 、 0730 、 0738 、 0741 、
1105

商品名稱

絞肉機、榨油機、肉品加工機、水果打
碎機、播種機、收割機、鋸木機、吸塵
器、道路清潔機、除雪機、噴漆槍、砂
輪機、磨鋸機、抽水機、電焊機、電動
打蛋機、家庭用果汁機、家庭用電動食
品攪拌器、電鑽、氣動打釘槍。

009

類似組群

0208 、 0719 、 0729 、 0904 、 0906 、
0917 、 091701 、 091702 、 091703 、
0918 、 0919 、 091902 、 0920 、 092002
、 0922 、 0923 、 0931 、 0932 、 093201
、 0933 、 0935 、 0938 、 0939 、 0940 、
0943 、 0949 、 0952 、 160702 、 1802 、
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商品類別 
組群代碼

351910 、 351915 、 351935 、 4101 、
4210

商品名稱

筆記型電腦專用袋、手提電腦專用袋、
行動電話護套、計算機、照相器材專用
箱、太陽眼鏡、電池充電器、插頭、插
座、電接觸器、運動用護頭盔、滅火設
備、錄音機、網際網路設備、電源線材
（電纜、電線）、電子防盜設備、電測
量儀器、太陽能電池、個人用防事故裝
置、雙筒望遠鏡、紙幣鑑定機、ＵＳＢ
快閃驅動器、電腦、電腦顯示器、電腦
鍵盤、電腦印表機、滑鼠、資料儲存
機、電腦軟體、電子出版品、電腦硬
體、電腦用介面卡、平板電腦、智慧型
手機、從網際網路下載之書籍。

018
類似組群

0612 、 091703 、 1802 、 1803 、 180301
、 1804 、 1805 、 2033 、 2401 、 351930

商品名稱

旅行箱、背包、皮夾、手提包、運動
包、公事包、書包、皮革製帶、傘、寵
物衣服、旅行用衣物袋、露營袋、盥洗
包（空）、便當袋、化� 箱、嬰兒用品
置放袋、信用卡皮夾、皮工具袋、馬鞍
套、馬具。

021
類似組群

030101 、 0510 、 0734 、 0803 、 0810 、
1130 、 2101 、 2103 、 2111 、 2118 、
2123 、 2125 、 2126 、 2130 、 2408

商品名稱

杯、非電動開瓶器、咖啡調製器、奶嘴
刷、炒鍋、煎匙、平底鍋、不沾鍋、榨
汁器、咖啡具（餐具）、旅行用水壺、
餐具（餐刀、餐叉、餐匙除外）、電殺
蟲器、電蚊拍、睫毛刷、眉毛夾、澆花
用灑水器、隔熱手套、園藝用手套、室
內水族箱。

025
類似組群

2501 、 250101 、 250102 、 250105 、
2503 、 2504 、 250401 、 2506 、 2510 、
2511 、 2512 、 351903 、 351929

商品名稱

衣服、鞋、帽子、襪子、服飾用手套、
圍巾、運動用靴、運動鞋、雨衣、夾
克、吸汗內衣、外套、外衣、運動服、
制服、皮鞋、滑雪靴、禦寒用手套、滑
雪用手套、腰帶。

目前在案狀況

評定 在案狀況 無 舉發 在案狀況 無 報撤 在案狀況 無

提評 在案狀況 無 撤銷廢止 在案狀況 無 再授權 在案狀況 無

授權 在案狀況 無 延展 在案狀況 無 移轉 在案狀況 無

禁止處分 在案狀況 無 設定質權 在案狀況 無 變更 在案狀況 無

異議 在案狀況 審理中

 
說明： 一 本電腦查詢報表所示資料，為目前辦理狀態，僅供參考，不得作為申請案准駁、權利異

動及侵害他人權益與否之依據，各項權利異動狀能，仍請洽本局相關單位確認。
二 資料僅供參考，不作為准駁依據。
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經濟部智慧財產局商標資料檢索服務

註冊/審定號 01349130 商標種類 商標

申請案號 096008161 申請日期 096/02/16

註冊日期 098/02/16 專用期限 108/02/15

註冊公告日期 098/02/16 審定公告日期  

註冊公告卷期 36-004 審定公告卷期  

優先權日期  優先權國家(地區)  

展覽會優先權日  展覽會名稱  

國籍 南韓 正商標種類 商標

圖樣顏色 墨色 正註冊/審定號 01349130

申請人/商標/標章權人

中文名稱 愛茉莉太平洋股份有限公司

中文地址 南韓

英文名稱 AMOREPACIFIC CORPORATION

日文名稱  

外文地址  

代理人
中文名稱 邱長彥

中文地址 臺北市中山區長安東路1段23號10樓之1

圖樣中文
蘭芝

圖樣英文
LANEIGE

圖樣日文

 

圖樣記號

 

聲明不專用  

商標圖樣描述  

說明文字內容
依商標法第２３條第１項第１３款但書規定，經註冊商標第６７５４４９、６７５５３
５、６７５５４２號商標權人同意核准註冊。

商品類別 
組群代碼

003
類似組群

0301 、 030101 、 030102 、 030104 、
0303 、 0307 、 050101 、 2118 、 351918
、 4402

商品名稱

人體用肥皂、洗髮精、浸漬化妝水的紙
巾、非藥用護膚霜、護膚乳（化粧
品）、化粧水（化粧品）、粉餅（化粧
品）、香水、粉底霜、口紅、噴髮膠
水、非藥用滋養保濕精華液（化妝
品）、染眉油、睫毛膏、指甲油、染髮
劑、毛髮脫色劑、眼影、眼影膏、眼影
霜、眼影餅、假睫毛、薰衣草精油、熏
香製劑、牙膏、非醫療用漱口水、噴霧
式口腔清香劑。

目前在案狀況

評定 在案狀況 無 舉發 在案狀況 無 報撤 在案狀況 無

提評 在案狀況 無 撤銷廢止 在案狀況 無 再授權 在案狀況 無

授權 在案狀況 無 延展 在案狀況 無 移轉 在案狀況 無

禁止處分 在案狀況 無 設定質權 在案狀況 無 變更 在案狀況 無

異議 在案狀況 無
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說明： 一 本電腦查詢報表所示資料，為目前辦理狀態，僅供參考，不得作為申請案准駁、權利異
動及侵害他人權益與否之依據，各項權利異動狀能，仍請洽本局相關單位確認。

二 資料僅供參考，不作為准駁依據。
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【6.香港】

質問 回答 

A.コンセント制度の有無 香港では商標登録に関し同意書制度がある。

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

１）香港商標法
２）香港商標規則
３）香港商標登録マニュアル「同意書、善意な並存使用及びその他の特別な事情」及び
４）判例法が同意書制度を規制

C.コンセント制度の対象

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

先行商標の権利者によって与えられた同意書は、商標法１２条により商標登録の相対的理由
に基づく拒絶を克服することができる。相対的拒絶理由は、以下の通りである。
１）先行商標と同一の商品役務について先行商標と同一の商標（商標法１２条（１））、
２）先行商標と同一又は類似の商品役務について先行商標と同一の商標であって、需要者を
して混同が生じる可能性がある場合（商標法１２条（２））、
３）先行商標と同一又は類似の商品役務について先行商標と類似の商標であって、需要者を
して混同が生じる可能性がある場合（商標法１２条（３））、
４）周知商標と同一又は類似する商標（商標法１２条（４））、
５）未登録商標、その他の商業・事業において使用される標章の保護に関するいかなる法
規、又は著作権或いは登録意匠に関する法律のような先行権利において使用が禁止される商
標（商標法１２条（５））
但し、商標局は商標法１２条（４）及び（５）の規定に基づいて拒絶を提起することはでき
ない。（商標法１２条（６））

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

何人も公告日から３ヶ月以内に商標登録に対して異議申立を提起することができる。しか
し、異議申立人は商標法１１条に基づく絶対的拒絶理由及び/又は１２条に基づく相対的拒
絶理由に基づく理由を述べた異議申立書を提出しなければならない。
商標法においては、商標出願の出願人に同意書を与えた先行商標の商標主は異議申立をする
ことができないという規定は存在しない。すなわち、同意書を与えた異議申立人は絶対的・
相対的理由に基づく異議申立を提起しても良い。異議申立人によって出願人に同意書が与え
られた場合、相対的拒絶に基づく異議申立は、商標法１２条（８）によって拒絶されるだろ
う。しかし、商標局は、異議申立人によって絶対的拒絶理由に根拠があると判断した場合に
は、その理由によって出願を拒絶することができるだろう。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

はい、先行商標に基づく無効又は取消の請求は、同意書の存在を示すことで排除できる。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

登録局の決定及び命令に対しては、裁判所への不服を申し立てることができる。

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

先行商標権者から同意書を取得するのは相対的拒絶理由を克服するためである。出願人が同
意書/共存協定書を提出する状況として以下がある。
１）出願人が引例として先行商標が引かれると考えた場合、出願をした状況で先行商標権者
から取得した同意書/共存協定を提出する
２）出願に対して相対的拒絶理由で拒絶を受ける場合、出願をした状況で先行商標権者から
取得した同意書/共存協定を提出する。先行商標権者から同意書取得を含め、拒絶の応答期
間として６ヶ月認められ、登録局は同意書取得にさらなる時間が必要と考える場合にはさら
に３ヶ月の期間延長をすることはできる。

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

決められた形式は存在しないが、香港商標登録マニュアル「同意書、善意な並存使用及びそ
の他の特別な事情」内に同意書のサンプルは存在する。

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

同意書/共存協定の内容について必須なものはない。しかし、登録局は同意書/共存協定のに
基づき登録を許可するにあたり、以下の事実を考慮する。
１）全商品役務について商標の使用及び登録に同意を与えているか、
２）商標の使用及び登録の同意が香港を含んでいるか、
３）先行商標の権利者によって署名されているか、及び同意について記述されているか、
４）同意書が原本か証明された写しか、
５）同意書に出願人の商標を十分に特定しているか、
６）同意に条件が加えられていないか

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

同一の範囲についても先行商標の権利者による同意を与えることができる。

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

登録著名/周知商標と同一又は類似する商標に対して、著名/周知商標主による同意を与える
ことができる。

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

裁量。考慮される事項は以下である。
１）全商品役務について商標の使用及び登録に同意を与えているか、
２）商標の使用及び登録の同意が香港を含んでいるか、
３）先行商標の権利者によって署名されているか、及び同意について記述されているか、
４）同意書が原本か証明された写しか、
５）同意書に出願人の商標を十分に特定しているか、
６）同意に条件が加えられていないか

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

いいえ。引用商標のみ。

1.制度概要

2.制度詳細
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【6.香港】

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

同意書によって登録された商標の移転に関する制限は存在しない。

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

欧州司法裁判所において商標の使用に同意書を与えた者によって同意を取り消すことを可能
とする判断が存在するが、香港では、商標が登録された後に登録の同意について取り消すこ
とを可能とする判断は存在しない。使用の同意を取り下げられた場合には、同意を与えられ
た者は市場において商標の使用をする権限はなくなる。しかし、これは使用の同意に関する
もので、登録の同意に関するものではない。商標法５２条（２）（c）は、商標登録が、不
登録自由に該当する場合に、取り消されることについて規定する。確かではないが、登録の
同意を取り消すことが可能であるとして、先行商標権利者は、後願の商標登録の同意を取り
消した上で、商標法５２条（２）（c）の規定に基づいて、登録された後願商標が先行商標
からの同意書によって登録されたとする条件を満たしていない旨主張する取消審判を請求し
てもよい。当該取消がなされた場合には、取消は取消申請の日から効力が発生する。
しかしながら、当該事項について香港商標登録局に問い合わせたところ、登録の同意を取り
消すことが可能かどうかは明らかではないが、関連事案が発生した場合には、登録局にそれ
を示すことは可能であると示した。

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

同意書によって登録された商標登録の更新において同意書を示す必要はない。

A.コンセントによる登録例 CHILLAX vs Chillax COFFEE COMPANY
(登録302842399　302447091)

Dear Laura vs LAURA
(登録302367766  199607832)

DR. WELLNESS vs Dr Wellness
(登録302333484  301846837)

B.コンセントに関する統計 同意書で登録された商標の統計は存在しない。

C.コンセントに関する裁判例 Invicta (1992) RPC 541

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

同意書又は共存協定で登録された出願は、登録簿に「登録XXは同意書によって登録」という
旨示される。また、かかる表示は登録証、登録簿の関連商標の記録、香港IPジャーナルの公
告にも示される。

E.制度概略

F.関連する法律 商標法、商標規則

G.関連する審査基準 香港商標登録マニュアル「同意書、善意な並存使用及びその他の特別な事情」

H.サンプル サンプルは香港商標登録マニュアル「同意書、善意な並存使用及びその他の特別な事情」に
示されている。

3.登録後

4.付加情報
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【7.シンガポール】

質問 回答 

A.コンセント制度の有無 はい。

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

第8条(9)「登録官は,先の登録商標又は他の先の権利の所有者が同意を与えれば,自己の裁量
で商標を登録することができる。」に基づき商標登録を受理する裁量権を持つ。引用商標の
所有者は市場における取引の実情並びに両者の商標の使用による欺瞞又は混同を生じる虞を
判断するのに有利な立場であるから、登録を行う者は同意書を出願人の登録する権利を裏付
けるものと考えることができる。しかしながら、それぞれの事案はその利点を考慮しなけれ
ばならない。商標が実質的に同一で、指定商品も同一であり、かつ両者の商標が同じ市場で
使用される場合、同意書のみでは引用の取り下げを判断することはできない。

C.コンセント制度の対象

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

はい。

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

はい。商標権者は、引用商標の所有者から同意書を得ていることを根拠として、異議申立に
対抗することができる。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

はい。先行商標の権利を理由に商標の無効又は商標出願の取り下げをすることができる。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

同意した先行商標の権利者がこの同意の無効を希望する場合、登録商標に対し無効審判請求
をすることが必要となる。しかしながら、経験上これは稀である。

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

同意書は審査官が設定する回答期間内に提出されなければならない。通常、オフィスアク
ションの発行日から４ヶ月である。しかしながら、必要に応じて同意書提出の期限を延長す
ることができる。。

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

所定のフォーマットは存在しない。しかしながら、同意書は以下の情報を含まなければなら
ない：
(a)出願の詳細
1. 出願番号
2. 商標の見本
3. 引用商標の所有者が同意する商品・役務
(b)引用商標の詳細
1. 出願又は登録番号
2. 商標見本

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

同意書は上記の情報を含まなければならない。

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

はい。しかし同意書の受理は登録を行う者の自由裁量である。

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

はい。上記参照。

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

自由裁量。登録官は公衆が混同を生じるか判断する。
両所有者が同グループ会社に属する場合、登録官は概ね同意書を受理する。

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

登録官は概ね、直接引用されている商標については、通常、全ての商標権者からの同意を得
ることを求める。

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

いいえ。

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

同意した先行商標権者が、商標登録後に当該同意の無効を望む場合、無効審判請求を行わな
ければならない。

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

更新時に登録官に対し同意書を提出する必要はない。

A.コンセントによる登録例 同意を経て登録された商標の調査は不可能である。最近の例は、商標第40201502006V号であ
る。

B.コンセントに関する統計 不可能

C.コンセントに関する裁判例

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

先行商標権者の同意を伴った登録商標は登録名義人によって記録され、この記録は商標に関
する公の調査による商標の情報に反映されるだろう。商標の公開時に、引用商標権者の同意
により受理された旨も表示される。

1.制度概要

2.制度詳細

3.登録後

4.付加情報
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【7.シンガポール】

E.制度概略 商標法第8条(9)参照

F.関連する法律

G.関連する審査基準

H.サンプル 添付資料参照 

4.付加情報
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SINGAPORE Letter of Consent.DOC 

(LETTER OF CONSENT TO BE ENGROSSED ON THE LETTERHEAD OF__________) 
 
 
 
 

Registry’s Ref :   
 
Date : 
 
Intellectual Property Office of Singapore 
51 Bras Basah Road #04-01 
Plaza By The Park 
Singapore 189554 
 
Attention : ___________ 
 
 
Dear Sir 
 
 
SINGAPORE TRADE MARK NO.  ____________ 
(INTERNATIONAL REGISTRATION NO. __________, IF APPLIABLE) 
TRADE MARK : ______________________________ 
IN CLASS _______ IN THE NAME OF  
APPLICANT : __________________________________ 

 
We, ______________________of  ______________________(address)___________  
do hereby declare as follows :- 
 
We are the owner of the following trade mark in Singapore :- 
 
Trade Mark No. Trade Mark   Goods/Services 
 

 
 
We hereby confirm that we have no objection to the use and/or registration of Singapore 

trade mark No.  ___________ for “________________” by the Applicant 
_____________________  for the following goods/services in Class _______ :- 
 

(State goods/services here) 
 
 
 
 
Yours faithfully 
 
 
 
 
 
 
 
_________________________________________________ 
Name of owner : 
Authorised Signatory’s name 
Authorised Signatory’s title:  
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【8.ベトナム】

質問 回答 

A.コンセント制度の有無 ベトナムの現行法にはコンセント制度はない。しかしながら、実際には国家工業所有権庁
（以下NOIP)は同意書（LOC）を受け付けている。

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

無し

C.コンセント制度の対象

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

はい。事案によっては先行商標の所有者からの同意書が拒絶を覆す役割を果たす。

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

同意がある場合、異議申立は成立しない。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

同意がある場合、無効又は取消は成立しない。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

できない。

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

現行法において明確な規定はない。一般的に同意書は暫定拒絶の後、当該拒絶に関する意見
を出願人が提出するために設定された期間内、すなわち当該拒絶の通知が発行された日から
２ヶ月以内に提出される。この期間はさらに２ヶ月延長することができる。しかしながら、
NOIPは、商標出願の審査中又は拒絶査定後にも同意書を受理している。後者の場合、拒絶査
定の発行日から３ヶ月以内をその期間とする。

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

いいえ。

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

明確な規定は無いが、実務上、NOIPに受理されるために以下の内容から構成されなければな
らない。

1. 先行商標名義人の氏名並びに住所、及び引用商標の詳細
2. 同意書によって許諾される出願人の氏名並びに住所
3. 引用商標の名義人は、ベトナム国内での出願人による指定商品・役務（商標と指定商
品・役務の記述は要件である）についての当該商標登録及び使用を認め、異議を申し立てな
い旨の明確な記載
4. 署名及び署名者の役職（また、あれば社印）。国外の組織に関しては公証が必要。

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

NOIPは同一商標及び同一商品・役務についての同意書は受理しない。

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

可能

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

裁量。

実務上、上記特定の内容（及び国外の組織に関しては公証）を伴った同意書は受理すること
ができる。受理することができない場合、NOIPは拒絶理由を特定した拒絶査定を発行する。

グループ会社かどうかを考慮することは無いが、同意書が必要であることに変わりはない。

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

はい。

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

いいえ。

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

不可能

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

いいえ。

A.コンセントによる登録例 (i)「殺虫剤;獣医科用剤」（第5類）について商標「To-Yo FS」 (商標登録第223632号)は、
To Ba Tradding Manufacturing Limited (ベトナム)の名義で登録された。「水生生物用獣
医科用剤」（第5類）について先行商標 「TO-YO（図形）」 (商標登録第71611号)の名義人
B.E.C.K.A Biological Technology Limited (ベトナム）が許諾するという同意書が提出さ
れた。

(ii)第35類並びに第39類の役務について商標「Santa Fe & Device」 (商標登録第139886号)
は、To Ba Santa Fe JSC (ベトナム)の名義で登録された。先行商標である 第39類について
「Santa Fe & Device」 (商標登録第 4750号)、第35類について「Santa Fe」 (商標登録第 
93342号)、及び第35類について「device」(商標登録第 493343号)の名義人Santa Fe 
Transport International Limited (香港）が許諾するという同意書が提出された。

B.コンセントに関する統計 無し。

C.コンセントに関する裁判例 無し。

1.制度概要

2.制度詳細

3.登録後

4.付加情報
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【8.ベトナム】

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

同意書の提出によって登録となった商標についての情報は、ベトナム国内の刊行物、登録・
商標検索ツールに表示されない。

E.制度概略

F.関連する法律 1. Intellectual Property Law No. 50/2005/QH11 dated 29 November 2005, as amended 
by Law No. 36/2009/QH12 dated 19 June 2009 ;
2. Decree No. 103/2006/ND-CP dated 22 September 2006 detailing and  guiding some 
articles of Intellectual Property Law, as amended by Decree No.122/2010/ND-CP 
dated 31 December 2010
3. Circular No. 01/2007/TT-BKHCN dated 14 December 2007 detailing and guiding 
Decree No. 103/2006/ND-CP as amended by Circular No. 13/2010/TT-BKHCN dated 30 
July 2010 and Circular No. 18/2011/TT-BKHCN dated 22 July 2011 and Circular No. 
05/2013/TT-BKHCN dated 20 February 2013

G.関連する審査基準 ”Rules of Trademark Application Examination”(官庁内部の文書)

H.サンプル

4.付加情報
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【9.マレーシア】

質問 回答 

A.コンセント制度の有無 はい。

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

Malaysia TMA 1976 Regulation 1997, TM Manual MyIPO 

C.コンセント制度の対象 法の柔軟性を目的

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

はい、同意書によって。しかし、同意書は審査官を拘束しない。

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

はい。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

はい。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

はい、通常の商標登録と同様に可能です。

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

庁において特別な審査方針はない。審査官は出願審査の段階で追加或いは補助資料について
審査しない。しかし、出願人は出願時に資料を添付しても良い。出願が拒絶を受けた場合に
は、同意書を提出することで問題を解決するよう努めることができる。

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

いいえ。同意書の写しを添付した文書を提出することで足りる。

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

必須内容はない。しかし、出所混同の虞がないことや混同回避の手法については記述されて
いたほうがよい。審査官が同意書にも拘らず公衆における混同があると判断した場合には、
登録は拒絶されることとなる。従って、同意書は説得力のある内容が記述されている必要が
ある。
通常、先行商標権者は、同意を与える前に後願の出願人に従うべき条件を提起するものであ
る。審査官は、登録を許可する前に後願出願人がこれに関し必要な対応をとるであろうこと
の保証をとる。

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

はい。ただし同意を与える当事者による。実務上、当該当事者は並存登録を望まないことが
多く、同意書が発行されることは稀である。

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

はい、その周知著名商標から同意を取得できる限り可能である。審査官は、裁量権に基づい
てそれを処理する。

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

裁量。審査官がその同意書をどのように処理するかは不明である。完全なる同意である必要
がある。もし、同一グループに関する場合には、そのグループ会社から同意を取得する必要
がある。

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

引用された先行商標のみから同意が必要である。

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

制限はない。商標が登録された後は、登録はそれぞれ独立となる。

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

可能であるが、商標庁を通じてではなく、裁判所にてそれを行う必要がある。

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

いいえ。

A.コンセントによる登録例 添付資料参照

B.コンセントに関する統計 不明

C.コンセントに関する裁判例

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

はい、IPONLINE上で見ることができる。

E.制度概略 同意書は先行登録商標と同一又は類似することを根拠とする拒絶を受けた場合の解決策の一
つとして利用される。出願が同意書によって登録された場合には、独立した商標登録とな
る。従って、通常の登録と同じく異議申立、更新、無効の対象となる。強いて言う違いは、
公告の内容と登録証であろう。

F.関連する法律

G.関連する審査基準

H.サンプル

1.制度概要

2.制度詳細

3.登録後

4.付加情報
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Trademark Details
     
Application Number : 2013060536
Mark : EVOLUTION
   

Type of Mark : Stylish Verbal
Translation :
Transliteration :
Disclaimer / Condition : BY CONSENT OF THE REGISTERED PROPRIETOR OF THE TRADE MARK NO:

95008638
Vienna Coding : 270501 ­ Letters presenting a special form of writing

270530 ­ Miscellaneous letters and or numerals mark.
Filing/Application Date : 04/10/2013
Legal Status : Registered
Legal Status Date : 14/09/2015
Advertise Date : 11/06/2015
Grant/Registered Date : 04/10/2013
Certificate Issuance Date : 14/09/2015
Expiry Date : 04/10/2023
Class : 3
Specification of Goods/Services : Hair care and hair treatment compositions, namely shampoos, preparations for

the bleaching, dyeing and tinting of hair, permanent wave preparations and
neutralizers therefore, setting lotions, hair conditioning and rinsing
preparations, hair sprays, hair styling preparations, hair foams, hair lotions, hair
waxes, hair lacquers; all included in Class 3.

Applicant Name : KAO KABUSHIKI KAISHA (also trading as Kao Corporation);
Applicant Address : [1]KAO KABUSHIKI KAISHA (also trading as Kao Corporation)

14­10, Nihonbashi Kayabacho 1­chome, Chuo­ku, Tokyo 103­8210, JAPAN
Correspondence Name &
Address

: Chew Kherk Ying
  Wong & Partners Level 21, Suite 21.01, The Gardens South Tower Mid Valley
City, Lingkaran Syed Putra 59200 Kuala Lumpur MALAYSIA

Priority Claim : ­NIL­
   
 

   

 

      Print             Close     

 

 
* Note: Date is displayed in (dd/mm/yyyy) format.

Date Printed : 21/11/2015-98-
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【10.インド】

質問 回答 

A.コンセント制度の有無 同意書制度は存在する。

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

商標法１１条（４）及び１２条

C.コンセント制度の対象

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

はい、拒絶を克服するのが主な目的である。

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

いいえ、先行商標に基づく異議申立は先行使用者からの同意書によっても克服することはな
い。権利は異議申立人によって相対的に決定される。異議申立人と出願人が同意書の当事者
ではない場合があるためである。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

いいえ、先行商標に基づく無効又は取消は先行使用者からの同意書によっても克服すること
はない。権利は請求人によって相対的に決定される。請求人と出願人が同意書の当事者では
ない場合があるためである。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

はい、異議又は無効審判は、同意を与えた者以外の第三者によって提起される。

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

審査後登録前であれば同意書はいつでも提出できる。

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

同意書に関する定められた書式はない。しかし、以下の項目に示された点を含む必要があ
る。

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

同意書は以下の事項を含んでおく必要がある。
１．先行使用、出願又は登録に関する先行権利に基づく同一又は類似の商標の権利者である
ことの主張
２．引用商標の権利者が同意を与えている商品役務
３．同意書に示された指定商品役務が登録を求めた範囲と同一ではない場合、或は、出願よ
りも狭い範囲の場合、出願人は同意が与えられた商品役務の範囲に補正しなければならな
い。
４．同意書は、引例に表示された名前と同一人物から求めなければならない。同意書の真正
さは、引用商標の記録を見ることによって審査官が判断する。
５．同意書は英語又はヒンディ語で記述されていなければならない。同意書が地域或は外国
語で記述されている場合には、認証された英語の翻訳を添付しなければならない。
６．同一グループ企業・関連会社・ファミリービジネスの場合には、グループ企業・関連企
業・ファミリービジネスからの同意書は採用される。

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

はい、同一範囲の同意書は認められる。

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

はい、先行登録商標が著名・周知の場合でも同意は可能である。

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

同意書の内容は登録官の裁量による。通常、登録官は拒絶しない。

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

引用商標の所有者からの同意書のみでよい。

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

いいえ、同意書に特別な規定が存在している場合を除き、コンセントで登録された商標の移
転に制限はない。

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

当事者間で合意によって同意書を取り消すことができる。その場合には同意書は取消理由の
根拠となる。

はい、同意書の取消によって、登録も消滅する。

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

いいえ、更新手続において同意書の写しを提示することは求められない。

A.コンセントによる登録例 HERO HONDA, SHRIRAM HONDA, BHARTI WALMART, FABIANI and GIORGIO FABIANI, 

B.コンセントに関する統計 公に利用可能なデータは存在しない。商標局は、同意書によって登録された商標に関する
データを公表していない。しかし、同意書制度は引例を克服する手段として一般的であり、
長い間商標のシステムとして普及されている。

C.コンセントに関する裁判例 知るところでは、同意書制度に関する公に示された判断は存在しない。同意書制度は、２０
０３年に最初に明文化される前から商標実務として存在していた。そしてそれに関して争い
もない。
従って、同意書制度に関する公に示された判断は無い。

1.制度概要

2.制度詳細

3.登録後

4.付加情報
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【10.インド】

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

商標規則５９条に基づき、同意書によって登録許可された商標は、登録は先行商標又は先行
権利者の同意書によって取得された旨を特定しなければならないが、実務上、登録の検索
データベース上にはその旨の情報は示されていない。

E.制度概略 同意書は商標登録において認められた制度である。新商標法1999を通じて同意書制度は明文
化された。同時に、登録局は、同意書制度を明文化する以前から同意書制度を認識してい
た。

F.関連する法律 商標法1999、商標規則2002

G.関連する審査基準 商標審査基準案

H.サンプル 添付資料参照

4.付加情報
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The Registrar of Trademarks  

Trade Marks Registry  

New Delhi/Mumbai/ Kolkata/ Ahemdabad  

 

 

 

Subject: Letter of Consent in relation to Trade Mark Application No. _____ 

 

 

Dear Sirs  

 

We ________ (name of the Applicant/ proprietor) are the Applicant / Proprietor of trademark 

No. ____ (insert trademark number) for the mark ____(insert number) in class ____ (insert 

class number).  

 

We hereby confirm that we have no objection to the registration of trademark application No. 

____ (insert trademark number) in the name of _____(insert name of the proprietor/ 

Applicant) for the mark ____ (insert mark) in class / classes ___ (insert class) in relation to 

following goods/ services ______(insert the goods/services). 

 

 

Yours sincerely  

 

 

 

For _____ 
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【11.オーストラリア】

質問 回答 

A.コンセント制度の有無

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

商標法４４条（３）（b）は、特別な事情が存在する場合、先行する類似商標と直面した商
標の登録について規定する。
特別な事情とは、第三者が商標の使用及び登録について同意を与えた場合を含むものとす
る。

C.コンセント制度の対象

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

はい。

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

いいえ。しかし、同意は、異議申立手続の解決の役割を果たす。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

いいえ。しかし、同意は、無効・取消手続の解決の役割を果たす。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

はい。しかし、多くの場合には同意を与えた者以外の者から提起される。同意書の取消に関
する以下のコメント参照

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

拒絶等が提起された後。

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

はい。商標庁によって推奨された標準的同意書フォームがあります。しかし、厳密に言う
と、庁推奨の特定フォームに従う必要はないが、庁は商標の登録及び使用について条件又は
制限を加えていない同意書を必要とする。

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

はい。同意書は、商標の使用及び登録に関するものであり、商標の使用及び登録について内
容に関し無制限でなければならない。

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

現時点において、商標庁は同一商標の同一商品の同一市場で使用されることについて、商標
登録の根拠として同意書を認めている。伝統的にオーストラリア庁は、３つの同一性（商
標、商品、市場）の状況において、同意書が拒絶を克服する根拠として認めるべきではない
と考えていた。しかし、約１５年前にかかる立場は緩和された。現在では、登録官庁は、当
事者によって合意された同意合意に関し判断するべきではないと示された決定がある。

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

はい。

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

厳密にいうと、同意によって商標登録をすることは、登録官庁の裁量権限となっている。し
かし、登録官庁は混同が実務上併存によって生じるかについて疑問を呈することはなく、額
面通り同意を受け入れる。

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

いいえ。

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

当事者が別途合意した場合を除き、制限はない。

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

論理的に、同意を取り消すことは可能であるが、取消がそれ自体として登録無効になること
はないであろう。以前に商標の使用及び登録について同意した当事者が、同意を取り消し、
商標登録について対抗することを望む場合には、商標庁又は連邦裁判所に対して、不使用を
理由として登録を排除する措置を取る必要があるでしょう。商標は、他の問題が生じた場合
に取り消されることになる。例えば、商標の継続使用又は登録が公衆を誤認・詐称するよう
な場合には取り消される。また、状況によっては、禁反言という複雑な問題が生じる可能性
もある。

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

いいえ。

A.コンセントによる登録例

B.コンセントに関する統計

C.コンセントに関する裁判例

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

同意によって登録許可された場合、その登録は関連規定によって承認される。同意書の写し
は、請求によって、公的ファイルから入手することができる。

E.制度概略

F.関連する法律 http://www.austlii.edu.au/au/legis/cth/consol_act/tma1995121/s44.html

1.制度概要

2.制度詳細

3.登録後

4.付加情報
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【11.オーストラリア】

G.関連する審査基準 http://www.ipaustralia.gov.au/pdfs/trademarkmanual/trade_marks_examiners_manual.ht
m

H.サンプル

4.付加情報
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【12.ニュージーランド】

質問 回答 

A.コンセント制度の有無 ニュージーランドにおいて同意書制度は存在する。混同する先行商標の権利者から同意書を
得ることで登録が確保される。

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

商標法２６条（a）の規定
商標法２５条は同一又は類似の商標の登録可能性について規定する。規定は以下のとおり。
（１）長官は、以下の場合にはいかなる商品役務について商標を登録してはならない。
(a) 他人に帰属する既登録又は３４条或いは３６条で優先権を有する商標と同一の場合で
(i) 同一の商品役務に関する場合
(ii)類似の商品役務で、それらの使用が誤認又は混同を生じさせる場合
(b) 他人に帰属する既登録又は３４条或いは３６条で優先権を有する商標と類似の場合であ
り、商品役務が同一又は類似で、それらの使用が誤認又は混同を生じさせる場合
(c) 商標の全体又は本質的部分が、ニュージーランドで周知となっている商標と同一、類
似、或いは翻訳であり、周知商標主の利益を損なう虞がある場合。周知は、広告を通じ又は
周知商標の使用が周知商標主と商品役務の所有者との間で取引に関して関連性を示す虞があ
る場合をいう。
（２）２６条は２５条（１）を優越する。
２６条(a)は以下のとおり規定する。
長官は出願にかかる商標について、以下の場合には登録しなければならない。
(a) ２５条(1)(a)(b)(c)に規定される先行商標主から登録の同意がなされている場合

C.コンセント制度の対象

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

はい、混同する先行商標の権利者からの同意は、同意書を与えた当事者の先行商標と混同が
生じるとの理由で拒絶された場合に関する拒絶理由は克服される。

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

庁によって出願広告された商標に対して異議申立を行うことができる。異議申立人から得た
同意書は、その商標の登録手続が認められることになる。実務上、異議申立人は異議申立を
取り下げることになる。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

先行する商標権者の権利者が後願に係る商標登録に対し、無効、取消等を請求する場合、か
かる手続を要求するものからの同意は後願の商標登録の維持を許すものとなる。実務上、手
続を要求した当事者はその手続を取り下げることとなる。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

出願又は登録を取り消すことを試みる者が同意書を与えた当事者と無関係な場合には可能で
ある。同意書が与えられた後は、同意を取り下げることは何ら意味を有さない。しかし、同
意が誤った行為で得られた場合には出願又は登録に対して対抗することができるだろう。そ
の場合には、悪意に基づいた対抗となるだろう。

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

出願中の場合には同意書はIPONZに出願の期限までに提出する必要がある。出願の期限と
は、出願日から１２ヶ月であり、この期間は延長することができる。出願が最終拒絶通知を
受領した場合には、同意書で復活させることはできない。

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

いいえ。しかし、IPONZの実務基準ではテンプレートレターを紹介している。

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

法規上必須内容はないが、IPONZの実務基準では同意書の重要な事項として以下を示してい
る。
a. 出願人の商標は明確に記述されていること、
b. 同意書は同意を与える人が明確に特定されており、かつ、その者によって署名されてい
なければならない。同意を与える者が引用された同一又は類似の商標の登録者ではない場
合、同意書は登録者に変わって同意を与える権限を示さなければならない（例えば、法人の
場合、署名者の役職を示す必要があり、かつ、その会社のレターヘッドで作成しなければな
らない。）、
c. 同意が商品役務の狭い範囲に与える場合、出願人は指定商品役務をその範囲に減縮しな
ければならない。IPONZは原本を要求することはなく、写しで足りる。

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

混同する商標の所有者が同意を与える対象について制限はない。従って、同一の範囲であっ
ても登録が認められるであろう。

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

はい。混同が生じる周知商標の所有者からの同意は、それが登録されているか否かに拘ら
ず、拒絶を克服することができる。

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

審査官を拘束する。IPONZは、たとえ混同する商標の所有者がグループ企業の一つであって
も同意書を求める。

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

いいえ。引用商標のみ。

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

いいえ。

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

いいえ。登録に対する同意を取り下げることはできない。

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

いいえ。同意書は、同意書によって登録された商標の更新において必要とはならない。

A.コンセントによる登録例 添付資料参照

1.制度概要

2.制度詳細

3.登録後

4.付加情報

-104-

資料Ⅰ-1



【12.ニュージーランド】

B.コンセントに関する統計 同意書によって登録された件数 
Year:                         Total 
2015 (to 15 November 2015):    155 
2014:                          520
2013:                          587
2012:                          568

C.コンセントに関する裁判例 同意書にまつわる問題は裁判所で検討されたことはない。

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

はい。データベースに掲載される。

E.制度概略

F.関連する法律

G.関連する審査基準

H.サンプル

4.付加情報
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Intellectual Property Office of New Zealand - Case Details Report
Date and Time: 22 Nov 2015 09:21:51 p.m.

Number: 989399 Page 1 of 3

IP Number:  989399
Client Reference:  684707 JZA/pmd Filing Date:  10 Dec 2013
Status:  Accepted
Mark Nature:  Trade Mark
Mark Type:  Word Under Proceeding:  No
Series:  No
Mark Name:  SPARK
Conditions, Explanations, Memoranda, Transliteration, English Translation:

- Consent has been given by the owner of 746352.

Intended use:  The mark is being used or proposed to be used, by the applicant or with his/her consent, in
relation to the goods/services

Nice Classification Schedule:  10

Pre-approved:  No
Classes and Specifications:
Class Goods and Services Descriptions

16 Printed matter in the field of information and communication technologies or relating to
telecommunications goods or services; telecommunications databases and directories in
printed form; telephone cards in this class; none of the foregoing goods relating to or used for
or in connection with security consultancy services related to security features used for the
authentication and identification of bank notes, passports or currencies

Priority :  None

Agent :
AJ PARK Postal : DX SX10007, Wellington, NZ

Postal : PO Box 949, Wellington 6140, NZ
Physical : State Insurance Tower, Level 22, 1 Willis Street, Wellington
6011, NZ
Service : State Insurance Tower, Level 22, 1 Willis Street, Wellington
6011, NZ
Email Address: casedataupdates@ajpark.com

Applicant(s) :
SPARK NEW ZEALAND
TRADING LIMITED

Postal : Level 2, Spark City, 167 Victoria Street West, Auckland, NZ
Entitlement / Physical : Level 2, Spark City, 167 Victoria Street West,
Auckland, NZ

Contact Details :  AJ PARK, State Insurance Tower, Level 22, 1 Willis Street, Wellington 6011, NZ

Linked Cases:
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Intellectual Property Office of New Zealand - Case Details Report
Date and Time: 22 Nov 2015 09:21:51 p.m.

Number: 989399 Page 2 of 3

Case
Number

Case Type Case Title Submission
Date

Case Status Under
Proceeding

Linked Label

51114 GR - TM
Abeyance

Request on Tra
de Mark 989399

10 Mar 2015 Validated N/A Case
Maintenance

41530 GR - IP Change
of Ownership

Request on Tra
de Mark 113081
, 172816, 17281
7, 172818, 1728
19, 172820, 172
821, 172822, 17
2823, 169626, 1
93835, 199318,
199319, 199320
, 199321, 19932
2, 199323, 1950
30, 195031, 195
032, 195033, 19
5034, 195035, 1
96282, 201925,
203672, 203673
, 201779, 21871
0, 218715, 2131
49, 213343, 213
344, 222175, 22
2176, 222177, 2
22178, 222179,
222180, 222183
, 222184, 22382
4, 221397, 2216
36, 221637, 221
639, 221640, 21
9375, 220133, 2
20134, 227417,
227418, 227419
, 235406, 23540
7, 236205, 2362
06, 231434, 231
435, 231436, 23
1437,...

15 Aug 2014 Validated N/A Case
Maintenance

47195 GR - IP
Extension of
Time

Request on Tra
de Mark 989399

08 Dec 2014 Validated N/A Extension of
Time Request
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Intellectual Property Office of New Zealand - Case Details Report
Date and Time: 22 Nov 2015 09:21:51 p.m.

Number: 989399 Page 3 of 3

Case
Number

Case Type Case Title Submission
Date

Case Status Under
Proceeding

Linked Label

61570 GR - TM
Change
Classes

Request on Tra
de Mark 989399

01 Oct 2015 Validated N/A Case
Maintenance

History:
Type Description Journal Published

TM Accepted Trade Mark Accepted 1636 30 Oct 2015

TM Classes Changed Trade Mark Classes Changed 03 Oct 2015

TM assigned to New Owner Trade Mark 989399 assigned to SPARK NEW
ZEALAND TRADING LIMITED

1623 26 Sep 2014

TM App submitted IP Application submitted 11 Dec 2013

This search facility provides information from the intellectual property registers administered and
maintained by IPONZ. Whilst IPONZ takes all reasonable care in the provision of its services, IPONZ and
the Ministry of Business, Innovation & Employment do not accept any responsibility or liability for any action
taken in reliance on this information or for any error, inadequacy, deficiency or flaw in or omission from the
information provided. This site is not intended to be a comprehensive or complete source of intellectual
property information. To obtain further assistance on the use of this Internet site please contact us.

-108-

資料Ⅰ-1



Intellectual Property Office of New Zealand - Case Details Report
Date and Time: 22 Nov 2015 09:22:37 p.m.

Number: 964190 Page 1 of 2

IP Number:  964190
Client Reference:  LUM317/004 Filing Date:  23 Aug 2012
Status:  Registered Registration Date:  02 Jul 2013
Mark Nature:  Trade Mark Renewal Due Date:  23 Aug 2022
Mark Type:  Word Under Proceeding:  No
Series:  No
Mark Name:  SAFE ANCHOR
Conditions, Explanations, Memoranda, Transliteration, English Translation:

- Consent has been given by the owner of 806750.

Intended use:  The mark is being used or proposed to be used, by the applicant or with his/her consent, in
relation to the goods/services

Nice Classification Schedule:  10

Pre-approved:  No
Classes and Specifications:
Class Goods and Services Descriptions

36 Marine insurance services.

Priority :  None

Agent :
Hudson Gavin Martin Physical : Level 8, 2 Commerce Street, Auckland, NZ

Service : Level 8, 2 Commerce Street, Auckland, NZ
Postal : PO Box 105900, Auckland City, Auckland 1143, NZ
Email Address: info@hgmlegal.com

Applicant(s) :
LUMLEY GENERAL
INSURANCE (N.Z.)
LIMITED

Entitlement / Physical : Level 21, Lumley Centre, 88 Shortland Street,
Auckland 1010, NZ

Contact Details :  Hudson Gavin Martin, Level 8, 2 Commerce Street, Auckland, NZ

Linked Cases:
Case
Number

Case Type Case Title Submission
Date

Case Status Under
Proceeding

Linked Label

55311 GR - IP Add /
Change Agent

Request on Tra
de Mark 181141
, 220267, 24806
8, 256579, 3045
89, 738951, 744

28 May 2015 Validated N/A Case
Maintenance

-109-

資料Ⅰ-1



Intellectual Property Office of New Zealand - Case Details Report
Date and Time: 22 Nov 2015 09:22:37 p.m.

Number: 964190 Page 2 of 2

Case
Number

Case Type Case Title Submission
Date

Case Status Under
Proceeding

Linked Label

286, 796275, 79
6276, 795423, 7
71420, 763868,
808959, 808960
, 803635, 96419
0, 969860, 9707
49, 970750, 975
693, 975692

15622 GR - TM
Change
Classes

Request on Tra
de Mark 964190

05 Mar 2013 Validated N/A Case
Maintenance

History:
Type Description Journal Published

Agent changed Agent changed from Duncan Cotterill Lawyers
to Hudson Gavin Martin

29 May 2015

Owner Name Changed Owner name changed from Lumley General
Insurance (N.Z.) Limited to LUMLEY GENERAL
INSURANCE (N.Z.) LIMITED.

14 Aug 2013

TM Registered Trade Mark Registered 1609 26 Jul 2013

TM Accepted QC Trade Mark Accepted 1605 28 Mar 2013

TM Classes Changed Trade Mark Classes Changed 21 Mar 2013

TM App submitted IP Application submitted 24 Aug 2012

This search facility provides information from the intellectual property registers administered and
maintained by IPONZ. Whilst IPONZ takes all reasonable care in the provision of its services, IPONZ and
the Ministry of Business, Innovation & Employment do not accept any responsibility or liability for any action
taken in reliance on this information or for any error, inadequacy, deficiency or flaw in or omission from the
information provided. This site is not intended to be a comprehensive or complete source of intellectual
property information. To obtain further assistance on the use of this Internet site please contact us.
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【13.カナダ】

質問 回答 

A.コンセント制度の有無 カナダには公式の同意書システムは存在しない。しかし、審査官は審査において混同による
拒絶を取り下げる根拠として同意書を承諾する裁量を有する。

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

商標法又は規則に規定は存在しない。しかし、必要事項及び同意書に関する項目は、カナダ
知的財産庁が発行する商標審査基準に見られる。当該基準は商標の審査手続及び実体が示さ
れている。

C.コンセント制度の対象 当事者間における混同の可能性がない旨の主張に拘らず、一般需要者の保護を目的としてい
る。審査官は、商標が同一であり、商品・役務が重複している場合には出願人に有利な結論
を与えることは通常行わない。

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

審査官が、同意契約書の内容に基づいて、商標の同時使用に拘らず混同の可能性が無いと考
える場合には、同意書は承認されるだろう。

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

同意書システムは、異議申立においては一般的に役割を果たさない。異議申立を受けた当事
者、すなわち、出願人は、出願を維持すべき共存協定によって認められる場合には、混同す
る商標に関する引例を克服するために、審査において同意書を提出するだろう。そして、そ
の結果、C1の対応が適用される。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

同意書システムは、無効・取消手続においては一般的に役割を果たさない。出願の維持を和
解によって認められた場合、無効・取消手続を開始する当事者（権利者側）は、審査におい
て同意書を提出することにより引例を克服すること選択していたであろう。その場合にはC1
の対応が適用される。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

カナダには規定された同意書システムが存在しないため、同意書によって登録された商標に
対して不服又は無効を提起することができる。同意書提供者が懸念を示す限り、同意書又は
他の契約書において、当事者は同意書提供者による対抗手段を阻止する規定を含めることが
できる。

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

出願の許諾前。

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

いいえ。

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

必須条項はない。しかし、カナダ知的財産庁は、引例の商標主が出願人の商標の登録を承諾
する旨の宣言に加えて、同意書について以下を含むべき旨を示している。
（１）商品・役務が十分に非類似であることによって、市場にて同一の流通経路にて流通す
る可能性が低いこと、
（２）市場において商標が同時に使用された結果、需要者の意識に混同の可能性がないこ
と、
（３）市場において両当事者が混同の可能性を回避するためのあらゆる策を自力で行う用意
があること、
（４）２つの商標が、市場において、長年並存しており、混同の事実が知られていないこと

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

かかる状況では、同意書は承諾される可能性は低い。

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

はい。但し、必要な基準を満たす必要がある。

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

市場における同時使用に拘らず、混同の可能性がないという混同問題を取り下げることが審
査官に十分に説得できるか否かという裁量。
同一グループに属する企業という事実は通常考慮される（但し、規定がなく代理人意見ま
で）。

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

先行商標が引例とならない限り不要。つまり、引例として挙げられた商標からのみ同意書は
必要。

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

カナダ知的財産庁による規制はない。
但し、当事者の同意書又は他の契約書によって規制を受ける場合はある。

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

取消の規定はない。同意取消は商標登録の消滅には起因しない。契約書に明記がある場合に
は、同意者は同意によって登録された商標を消滅させる手続を取ることができる。

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

いいえ。

A.コンセントによる登録例 以下参照

B.コンセントに関する統計 カナダ知的財産庁において同意書による登録の統計は存在しない。

C.コンセントに関する裁判例 存在しない。

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

オンラインデータベース又は公告において情報は公開されていない。情報入手方法として
は、個々のファイルを調査する方法のみとなる。

1.制度概要

2.制度詳細

3.登録後

4.付加情報
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【13.カナダ】

E.制度概略 商標が同一であり、かつ・又は、商品役務が重複する場合、同意契約は異なる商標主におけ
る混同に関する拒絶理由を取り下げることを正当化するものとはならないでしょう。当事者
の商標が混同しないとの宣誓についても同様である。カナダ知的財産庁は公衆保護の立場に
あり、登録が条件に見合うことを確実にする責務がある。しかし、商標の同時使用に関し当
事者が混同の可能性がない理由を同意書によって疎明した場合には、当該同意書は混同に関
する拒絶を克服することに寄与するであろう。

F.関連する法律 無し。

G.関連する審査基準 商標審査基準

H.サンプル

4.付加情報
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【14.メキシコ】

質問 回答 

A.コンセント制度の有無 メキシコ商標手続において同意書制度は存在する。しかし、法規によって規定されているわ
けではなく、同意書の採用の可否は審査官の判断によることとなる。

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

同意書制度はメキシコ法規によって規制されていない。採用は審査官の判断による。同意書
は採用されるよりも拒否される場合が多い。それは庁の最近の判断実務によると、商標が混
同の範囲に属し、商品役務が同一又は類似する場合には同意書が提出されていたとしても登
録を拒否する傾向にあるためである。また、この庁の基準は高等裁判所においても採用され
ている。それは、メキシコ知的財産法及びパブリックオーダー法によって同意書は支持され
ておらず、当事者の主張はこれらを超えることができないためである。

C.コンセント制度の対象

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

可能

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

いいえ。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

いいえ。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

いいえ。

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

同意書制度は規定にないが、提出時期は出願の審査手続係属中である。

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

いいえ。

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

同意書は法定事項ではないので、同意書に関する必須事項はない。

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

先行登録商標と混同が生じる類似範囲にあり、指定商品役務が同一又は類似する場合には、
出願は拒絶される傾向にあるため、同一の範囲は難しい。

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

いいえ。

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

裁量。

判断基準は、商標が称呼において類似するが商品役務が大きく異なっており、需要者が完全
に異なっている状況の場合、同意書は採用される。商品役務が全く異なる場合、同一の流通
経路を共有する必要がなく、混同は排除することができるためである。しかし、採用の可否
は審査官の裁量による。

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

直接引用されている商標については、通常、全ての商標権者からの同意を得ることが必要と
される。

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

いいえ、当事者から特別な取り決めがある場合を除き不要。

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

同意書に関する規定がないため、商標が登録された後に同意書を取り消すことができる手続
はない。従って、通常の無効又は取消審判を通じて取り消すことのみが選択肢である。

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

いいえ。

A.コンセントによる登録例 1555413 UCHA; 1462478 (DEVICE); 1462479 (DEVICE); 1512373 BOOSTERELF

B.コンセントに関する統計 同意書に関する公式統計はないが、経験上９０％の同意書が拒絶されている。

C.コンセントに関する裁判例 登録商標USHAに対して取消審判が請求された。これは商標UCHAを第７類で登録するため先行
登録商標であるUSHA（第７類）を排除することを目的としていた。当事者間で合意に達し、
同意書を提出したため案件は最終的に平和的解決を見た。これは、庁の許可を得るために商
標の保護の範囲が限定されたことによる。USHAは個人に使用される機械類であったのに対
し、UCHAは大規模な機械であった。

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

いいえ、庁のデータベースには同意書で登録されたか否かは示されない。

E.制度概略

1.制度概要

2.制度詳細

3.登録後

4.付加情報

-113-

資料Ⅰ-1



【14.メキシコ】

F.関連する法律 工業所有権法第９０条　以下の商標は登録されない。
１６号ー商標が他人の有効な先行商標登録又は出願に係る商標と同一又は混同が生じるほど
の類似であって、同一又は類似の商品役務を指定している場合。ただし、商標の出願人が同
一にかかる場合にはこの限りでない。

加えて、判例法として連邦行政裁判所は同意書について以下の判断を行った。

商標登録権者と混同の範囲にある類似商標の出願人間で署名された相互解放を意図する同意
書/共存協定は、登録を取得するのに十分ではなく、９０条１６号の予定する考えを無視す
ることはできない。なぜならば、メキシコの制度は、商標の先登録の権利者からの同意書に
よって登録を取得できることについて何ら規定していないためである。したがって、当事者
間の意思又は契約は公衆の約束事である法律を超えることはできない。したがって、類似す
る商標の登録を禁止する法規定は優越する。加えて、工業所有権法１４６条の登録商標の移
転する権限は89条の規定に違反して行うことはゆるされない。

G.関連する審査基準 なし

H.サンプル なし

4.付加情報
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【15.ブラジル】

質問 回答 

A.コンセント制度の有無 採用

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

BPTOの意見（INPI/CPAPD No 001/2012）において以下の基準が示された。
1. 特定の状況において、共存協定契約書と題された書類は、審査官の意思形成の十分な関
連要素として斟酌される。

2. 言及した共存協定契約書は、審査の負担を軽減するためにのみ審査されなければなら
ず、署名者間で混同又は関連性の可能性が否定される意見がなされている場合にのみ採用さ
れる。

3. 当該軽減は、LPI １３５条に規定される取消規定を回避するために、商標の移転登録の
申請の審査においても評価される。

4. INPIは、さらに、混同又は組織的関連付けのリスクを軽減することを目的として、各当
事者の商標で包含されている商品又は役務を最適な範囲に縮減するためにオフィスアクショ
ンを発行することがある。

C.コンセント制度の対象 需要者

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

可能である。

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

可能である。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

可能である。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

はい。

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

いつでも。拒絶の前又は後。例えば、異議申立の回答時、或いは拒絶の審判の提出時。

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

いいえ。

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

いいえ。しかしながら、通常、特定の情報を記述する必要がある。それは、当事者が提供す
る事業、それぞれの商品役務、そして市場において混同が生じないことである。商品役務の
リストを縮減する必要も求められる。

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

いいえ。

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

はい。ブラジル特許庁は混同の可能性について常に審査する。

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

裁量。利用できる基準は前記のもののみである。ブラジル特許庁は、商標及びそれぞれの商
品役務の間で混同の可能性が認められるか審査する。出願人が、先行商標権者と同一の経済
グループに属することを証明した場合には、引例は克服されることとなる。かかる場合、両
企業が同一の統制者を有していることを示す明確な証拠が求められ、同意書の提出は必要と
されない（ブラジル特許庁の意見（INPI/proC/DIRAD No. 12/8））。

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

ブラジル特許庁による基準はない。直接引用されている商標については、通常、全ての商標
権者からの同意を得ることが必要とされる。

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

いいえ。しかし、知的財産法１３５条の規定に留意する必要がある。
１３５条：移転は、同一又は類似、同種の商品又は役務に関する同一又は類似の商標の全て
の登録又は出願を含まなければならない。

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

いいえ。

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

いいえ。

A.コンセントによる登録例 第３類の商標「COLOR TOUCH SUNLIGHTS (&Design)」が先行商標「SUNLIGHT」（第３類）に
基づいて拒絶され、審判を同意書と共に請求した結果、登録が許可された。

B.コンセントに関する統計 いいえ。

C.コンセントに関する裁判例 いいえ。

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

同意書によって登録されたかどうかは登録のデータには示されない。

1.制度概要

2.制度詳細

3.登録後

4.付加情報
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【15.ブラジル】

E.制度概略

F.関連する法律 BPTO`s opinion INPI/CPAPD nº. 001/2012 and Brazilian IP law - article 124, XIX.

G.関連する審査基準 Trademark Manual - Resolution INPI/PR nº 142/2014  - Version of December 2014

H.サンプル なし。

4.付加情報
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【16.英国】

質問 回答 

A.コンセント制度の有無 相対的理由による商標審査は行われない。

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

同意書に関する取扱いは商標法に定めがある。しかし、同意書における合意内容は契約法の
一般的な法理に基づく。

C.コンセント制度の対象 ある商標の使用及び登録に関し過去に同意した者が、後になってそれと同一商標の使用及び
登録に異議を申し立て、又は取消を求める事態を防ぐため。

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

相対的理由による商標審査は行われない。

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

異議申立手続中に当事者間で合意に達した場合、当該異議申し立ては相手方によって単に取
り下げられる。同意書のコピーを提出する必要はない。

反対に、有効な同意書（事前に相手方によって提示された場合）は異議申立の抗弁として取
り上げることができる。

1994年商標法第5条(5)参照
(5) 先行商標又はその他先行する権利の所有者が商標の登録に同意を与えた場合は,本条の
如何なる規定もその登録を妨げるものではない。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

当事者間で合意に達した場合、その取消又は無効の請求は取消を求める当事者によって単に
取り下げられる。同意書のコピーを提出する必要はない。

反対に、有効な同意書（事前に相手方によって提示された場合）は取消請求の抗弁として取
り上げることができる。

法第47条(2)参照：
(2) 商標の登録については,次の何れかの理由により,無効の宣言をすることができる。 
(a) 第 5 条(1),(2)又は(3)に定める条件に該当する先の商標が存在すること,又は
(b) 第 5 条(4)に定める条件を満たす先の権利が存在すること 

ただし,当該先の商標又はその他の先の権利の所有者が登録に対し同意を与えている場合は, 
この限りでない。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

相対的理由による商標審査は行われないため、同意を経て登録される商標の類について定め
られた条件は無い。

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

無し。

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

所定の形式は無いが、同意書に関するガイダンスは特許庁の商標便覧の以下に示されてい
る：
通知（第５条：相対的事由）
20.2.1 同意書（p.267)

内容は下記の要約を参照。

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

以下の情報は示されなければならない：

(i)　同意書には常に同意する者の詳細、すなわち氏名、役職、企業名（必要であれば）及
びその者に署名された文書が含まれなければならない。

(ii)  同意がなされている出願が特定されなければならない。出願番号で足る。商標を含む
ことは必須ではなく、同意する者が所有する先行商標を特定する必要もない。

(iii)  その指定範囲について言及されていない場合、適用される指定範囲は同意する当事
者にとって受け入れ可能であると見なされる。しかしながら指定範囲に関して言及され、出
願されたものに比べてその範囲が狭い場合、同意が適用されるものと矛盾する商品・役務に
ついては先行権利の権利者への通知の要求無く、出願が受け入れられる。

(iv)  同意書は英語で作成されるべきである。外国語の同意書は認証付きの翻訳文を添えな
ければならない。

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

当事者間の問題であり、特許庁は関与又は監督しない。

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

当事者間の問題であり、特許庁は関与又は監督しない。

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

相対的理由による商標審査は行われない。

1.制度概要

2.制度詳細
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【16.英国】

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

相対的理由による商標審査は行われない。よって同意書のコピーを提出する必要はない。

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

先行商標の所有者によって申し入れられた同意は、移転可能性に関する条件となりうる。し
かしながら、登録簿からこれを調べる方法は無いと思われる。

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

B. 相対的理由による商標審査は行われないため、商標は第三者によって異議を申し立てら
れない限り登録手続を行われる。第三者が後に商標登録に異議を申し立てた場合には、取消
が求められる可能性がある。

B.1. 上記理由により無し。

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

相対的理由による商標審査は行われないため(結果混同を生じるような類似先行商標を憚ら
ず登録するために同意書は必要とされない。)更新について所有者が同意書のコピーを提供
するという要件は無い。

A.コンセントによる登録例 以前の実務においては、特許庁がその職権によって取り上げた先行商標との問題を克服する
ために出願人が同意を得、又は提示した場合には、「…の所有者の同意によって」という文
言で公表され特別な通知がなされた。この情報は検索することができない。また現在の実務
においては問題となる商標の登録及び商標について当事者間で合意に達することができる一
方で、はっきりと特許庁に情報又は契約や同意書のコピーを提供するという要件は存在しな
い。

B.コンセントに関する統計 統計は存在しない。

C.コンセントに関する裁判例 J Power Limited v Lister-Petter Limited, UKIPO (Opposition Division) O-033-05

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

特許庁のオンライン記録における表示はない。

E.制度概略

F.関連する法律 無し。

G.関連する審査基準 同意書に関する原則及びガイダンスは特許庁の商標便覧の以下に示されている：
通知（第５条：相対的事由）
20.2.1 同意書（p.267)

同意書において最低限必要とされる事項は以下の通りである：

(i)　同意書には常に同意する者の詳細、すなわち氏名、役職、企業名（必要であれば）及
びその者に署名された文書が含まれなければならない。

(ii)  同意がなされている出願が特定されなければならない。出願番号で足る。商標を含む
ことは必須ではなく、同意する者が所有する先行商標を特定する必要もない。

(iii)  その指定範囲について言及されていない場合、適用される指定範囲は同意する当事
者にとって受け入れ可能であると見なされる。しかしながら指定範囲に関して言及され、出
願されたものに比べてその範囲が狭い場合、同意が適用されるものと矛盾する商品・役務に
ついては先行権利の権利者への通知の要求無く、出願が受け入れられる。

(iv)  同意書は英語で作成されるべきである。外国語の同意書は保証付きの翻訳文を添えな
ければならない。

H.サンプル 我々 [X社]は, 以下の商品・役務につき英国商標法に基づく商標出願第XXXXXX[出願番号を
記入]号 商標 [商標を記入]登録に取消不能の形で同意する：

[商品・役務の詳細を記載]

氏名: ....................... [印刷名]

役職: ..................... [企業における役職を記載する]

署名: .......................

日付: .............................

2.制度詳細

3.登録後

4.付加情報
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【17.スペイン】

質問 回答 

A.コンセント制度の有無 無し（※スペインではコンセント制度は既に廃止されているので、以下は昔の法制度につい
て記載する）

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

1998年商標法の第12条第2項（現在は効力が無い）商標が同一ではなく（類似であるのみ）
必要であれば当事者が混同を防ぐために必要な手段を全て講じた場合、同意書は受理され
た。

C.コンセント制度の対象

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

はい。

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

いいえ。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

いいえ。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

同意に欠陥が無い限り、同意した当事者によってすることはできなかった。

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

拒絶理由通知にに対する回答の期間内、及び拒絶後訴えと同時に。特定の期間内にのみ受け
入れ可能というわけではない。

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

いいえ。

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

当事者（出願人並びに先行権利の所有者）の全情報、商標出願の特定、またその登録につい
て明確な同意。その他の情報は必要ではなかった。

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

いいえ、許されていなかった。

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

判例は無いが、前法によれば混同を生じる虞を理由とし不可能だった。

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

公式のフォーマットは提供されていなかったが、必須記載事項はあった。内容に照らしその
必須記載事項は上記の事項であり、標章が同一の場合は公共の利益を鑑みて受理されなかっ
た。
グループ会社かどうかは考慮されなかった。

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

いいえ。

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

いいえ。

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

B.同意者が、同意の欠陥を証明できた場合のみ
B.1. いいえ

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

いいえ

A.コンセントによる登録例 国際登録第773979号「QUICKSTER」（第14類）
（先行商標は国際登録第616356号「QUICKSTEP」（第14類）

B.コンセントに関する統計

C.コンセントに関する裁判例 スペイン最高裁は2009年2月18日の判決において、裁判所に上訴された時点で初めて同意書
が提出されたという事実に関し、同意書を認め、商標登録を行った。

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

いいえ。

E.制度概略

F.関連する法律

G.関連する審査基準 1998年11月10日商標法第32条（現在は失効している）

H.サンプル

1.制度概要

2.制度詳細

3.登録後

4.付加情報
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【18.スウェーデン】

質問 回答 

A.コンセント制度の有無 存在する

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

商標法第2章11条

C.コンセント制度の対象 相対的拒絶理由の排除と考えられる

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

はい。

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

はい。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

はい。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

はい。

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

通常、特許庁からの拒絶理由通知より2ヶ月以内。

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

はい。文書で、原本又は保証されたコピーが提出される。

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

義務とされている内容は無いが、それが同意書であると理解されるための事項（すなわち問
題となる商標についての情報及び同意する当事者の氏名等）は必要とされる。

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

原則可能。しかし、後願は商標法第２条７項（２）に基づく「公衆の欺瞞」と考えられるた
め、出願が拒絶されるリスクはより高まる。

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

原則可能。しかし、後願は商標法第２条７項（２）に基づく「公衆の欺瞞」と考えられるた
め、出願が拒絶されるリスクはより高まる。

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

相対的拒絶理由に関して登録のために強制力のある同意。しかしながら、絶対的拒絶理由は
取り消されず登録の妨げになる。（cf. 商標法第2条7項）

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

引用商標（混同を生じる虞のある類似商標）の所有者からのみ同意が必要。

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

いいえ。

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

この件に関しスウェーデンの判例法は存在しない。従って、同意が取り下げられるかどうか
は明らかではない。スウェーデンの法理では、同意は正当な理由なく取り下げることができ
ないと議論されている。この議論は、明確な文言を欠く場合、その和解契約は最終的に近い
将来紛争を調整するものとして解されるべきであると裁判所が判断した和解契約に関する最
高裁判決(NJA 1992 s. 439)に主に基づくものである。一方で欧州裁判所は(Case C-661/11)
商標権者は商標使用の同意を取り下げる権利を有するとした(Case C-661/11)。しかし後者
の判例がスウェーデン商標法の手続制度にどの程度影響するかは完全に明らかにはなってい
ない。どのような事案においても、同意の無効によって自動的に登録が廃止されることはな
い。

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

いいえ。

A.コンセントによる登録例 同意を経て登録された商標の例は多数存在する。以下は最近の例である。スウェーデンの
スーパーマーケットICAは、商標「BUFFÈ」につき、先行商標「BUFFÈ」の所有者からICAの出
願が登録される権利を与えられた。同様に、コンピューター会社Videcom Limitedは商標
「APOLLO」につき、同商標の所有者の同意を得て登録の権利が与えられた。

B.コンセントに関する統計 残念ながら、同意に関するそのような統計は利用できる状態ではない。しかし同意は一般的
だと我々は認識している。

C.コンセントに関する裁判例 いいえ。

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

いいえ、出願ファイルを閲覧すれば確認することはできる。

E.制度概略

F.関連する法律 商標法第2章第11条

1.制度概要

2.制度詳細

3.登録後

4.付加情報
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【18.スウェーデン】

G.関連する審査基準 無し

H.サンプル 署名者[企業名]はスウェーデン商標法による出願[番号]商標[商標]の登録出願に異議を申し
立てないことを宣言する。

4.付加情報
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【19.ハンガリー】

質問 回答 

A.コンセント制度の有無 はい。同意書制度はハンガリー商標法に存在します。

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

ハンガリー商標法では以下の通り規定しています。
７条
（１）先行商標の権利者から後願の商標の登録に同意を与えた場合には、商標法４、５条に
従った商標の保護は拒絶されない。
（２）完全な証拠力が示されている私文書又は公文書に示されている場合には、同意の宣誓
書は有効となる。
（３）７条による同意の宣誓書は、誤認、詐欺又は恐喝に基づいた契約に対抗する手段に関
連する民法の規定に基づいて反論される場合がある。しかしながら、宣誓書は取り下げるこ
とができず、裁判所の決定によって代替されることはない。

C.コンセント制度の対象 ハンガリーでは相対的拒絶理由に関する審査は無い。従って、同意書が提出又は使用される
ことは滅多にない。ハンガリーでの同意書制度の目的は、契約書の構成等において、先行商
標権者に同意に関する積極的な宣誓書を与える機会を付与することにある。

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

相対的拒絶理由に関する審査が行われないため、その拒絶を行うこと自体不可能である。異
議申立に基づく拒絶は事項参照。

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

はい、先行商標権者によって署名された同意書の提出によって異議申立は解決する。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

はい、先行商標権者によって署名された同意書の提出によって取消審判は解決する。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

同意書が先行商標権者から示された場合、その先行商標に基づく審判は成功する可能性はな
い。

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

係属中。

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

いいえ。書式については、例えば公証を受けた公文書、或は２人の証人による宣誓が備わっ
た完全な証拠力を提供する私文書である必要がある。

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

必須内容は法規に規定されていない。しかし、以下の項目を含むことが通常要求される。
－先行商標の権利者情報
－登録同意の明言
－後願商標の詳細と特定の商品役務の表示
－署名日と場所
同意は条件付けされてはならない。

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

はい。　

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

はい。　

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

同意書は拘束する。同一グループ会社に関する考慮はされない。

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

同意書は先行商標の実際の権利者によって与えられ、後の法的承継人を拘束する。先行商標
の全ての前権利者から同意を取得する必要はない。

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

いいえ。

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

いいえ。

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

いいえ。

A.コンセントによる登録例 相対的拒絶理由に関する審査が行われないため、同意書は滅多に利用されない。ハンガリー
商標出願M1001567「CADILLAC　ATS」の件がある。これは異議申立が提起されたが、出願人
は同意書を提示したため、商標は最終的に登録された。

B.コンセントに関する統計 ない。

C.コンセントに関する裁判例 相対的拒絶理由に関する審査が行われないため、同意書は滅多に利用されない。ハンガリー
商標出願M1001567「CADILLAC　ATS」の件がある。これは異議申立が提起されたが、出願人
は同意書を提示したため、商標は最終的に登録された。

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

データベース上にかかる表示は行われない。

1.制度概要

2.制度詳細

3.登録後

4.付加情報
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【19.ハンガリー】

E.制度概略 ハンガリーでは相対的拒絶理由に関する審査は無い。従って、同意書が提出又は使用される
ことは滅多にない。ハンガリーでの同意書制度の目的は、契約書の構成等において、先行商
標権者に同意に関する積極的な宣誓書を与える機会を付与することにある。

F.関連する法律 ハンガリー商標法では以下の通り規定しています。
７条
（１）先行商標の権利者から後願の商標の登録に同意を与えた場合には、商標法４、５条に
従った商標の保護は拒絶されない。
（２）完全な証拠力が示されている私文書又は公文書に示されている場合には、同意の宣誓
書は有効となる。
（３）７条による同意の宣誓書は、誤認、詐欺又は恐喝に基づいた契約に対抗する手段に関
連する民法の規定に基づいて反論される場合がある。しかしながら、宣誓書は取り下げるこ
とができず、裁判所の決定によって代替されることはない。

G.関連する審査基準 http://www.sztnh.gov.hu/hu/vedjegy/vedj_modszertan/vedjegy_modszertan.pdf

H.サンプル ハンガリー商標出願M1001567「CADILLAC　ATS」の件がある。これは異議申立が提起された
が、出願人は同意書を提示したため、商標は最終的に登録された。

4.付加情報
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【20.ロシア】

1.制度概要 質問 回答 

A.コンセント制度の有無 存在する

B.コンセント制度は何で規定されるか
（法令か運用か）

ロシア 連邦民法第4法典第7編、及び類似商標の登録について商標権者に同意に関し、2009
年12月30日 № 190 (有効)ロシア特許庁承認済みロシア連邦民法利用勧告

C.コンセント制度の対象 第1483条：
標章は、次の各号に掲げるものと同一又は混同を生ずるほど類似する場合、商標として登録
されないものとする。
1) 類似商品につき、先の優先権に基づき登録出願がなされた第三者の商標(第 1492 条)。
但し、正式登録を求める出願が取り下げられたか又は取り下げられたとみなされなる場合を
除く。
2) ロシア連邦領域内で保護される他人の商標(類似商品に関し連邦が締結した国際条約等に 
基づくものを含む。)
3) 類似商品につき、先の優先権に基づき、本法に従いロシア連邦内で周知の標章として認
識された他人の商標 
本項中に明記された商標に混同を生ずるほど類似した標示は、権利者の同意がある場合に限
り、当該類似商品に係る商標として登録されるものとする。

先行商標と混同を生じるほど類似であると知っていた場合、出願時または異議申立時に同意
書を提出することができる。

C.1.先登録商標に基づく職権による拒
絶理由通知への対応が可能か

登録拒絶を克服するために、同意書のほか、商標の識別力の証明を特許庁に提出し、両者の
商標が色彩、その他識別要素により視覚的に識別可能であることを証明することも重要であ
る。また、インターネット、広告、その他使用証拠を提出することが重要である。

C.2.先登録商標に基づく商標登録に対
する異議申立への対応が可能か

はい。一般的に、先行商標の所有者による同意は異議申立の克服に十分である。

C.3.先登録商標に基づく商標登録に対
する無効審判・取消審判への対応が可
能か

はい。

C.4.コンセントによる登録商標に対し
て異議申立・無効審判請求等が可能か

いいえ。

A.同意書提出のタイミングは限られる
か（出願時や拒絶理由の対応時に限ら
れるか）

その他証拠又は文書が提出が可能な時にはいつでも、手続きによって同意書を提出すること
ができる。（同意証拠及びその他証拠との間に提出可能な時期の違いはない）

B.同意書の所定のフォーマットがある
か

特にない。

C.同意書の記載内容は決まっているか
契約内容（出所混同が生ずるおそれが
存在しない理由や混同の回避のための
取り決め）を記載するか

以下の情報を含むべきである：
・同意者の詳細（氏名、住所）
・同意を得た者の詳細（同上）
・同意をする旨と当該商標の詳細（出願番号、優先日、また商標に関する情報）
・同意者が認める商品・役務の一覧
・文書の日付及び署名

契約形式で文書が作成された場合、出願人、権利者又は名義人の署名を含まなければならな
い。

これは、同意に関する民法の解釈についての公式の「勧告」によって規定されている。

D.同一商標・同一商品に関するコンセ
ントは可能か

認められない。

E.周知・著名商標に関するコンセント
は可能か

不可能。

F.コンセントは審査官の判断を拘束す
るか（完全型か）、それとも審査官の
類否判断に当たって参酌されるか（留
保型か）
・留保型の場合、提出された同意書は
どのように審査されるのか（コンセン
トを認めない場合等の判断基準、手法
等）
・グループ会社であることの考慮の有
無

自由裁量。
判断基準：外観、称呼、観念、類否判断。
同意は、相手の商標が（混同を生じるほど）類似であり：
・指定商品・役務の需要者にとって周知であり、特定の製造元に関連する（例　ロシア連邦
において周知商標として認識される表示の場合）
・CPG及びFMCGの指定に該当する予定のもの（例　化粧及び衛生商品、食品、ワイン、飲
料、タバコ等）
・（類似商品に関連して）団体商標として登録又は出願されているもの
・薬物指定される予定のもの

グループ企業又は関連企業の場合、上記の一覧の例外として考慮される。

G.先願商標がコンセントを得た登録の
場合の対応
（先願商標の同意者すべてからコンセ
ントを得る必要があるか）

いいえ。 

A.同意に基づく商標の移転の制限の有
無

無し

B.登録後の同意の取り消しの可否
取り消した場合、自動的に商標が失効
するか？

対抗措置の動機として、特許紛争局に提出された同意書の取消に関する商標権者の主張は、
商標の法的保護に対抗する理由としては考慮されない。

C.更新時の手続（同意書の写しの提出
が必要か）

規定無し

1.制度概要

2.制度詳細

3.登録後
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【20.ロシア】

A.コンセントによる登録例 ロシア特許庁により承認された類似商標の登録に関する商標所有者の同意に関する民法の規
定の使用の勧告によると、実際に以下のような例が挙げられる。
1) X-BOW and OXBOW;
2) OXISTRONG and OXYSTRONG; 
（勧告によると、出願人が"関連する"会社である場合に限り登録され得る）

B.コンセントに関する統計 公開情報は存在しない。

C.コンセントに関する裁判例 TURATTI case  (national trademark registration 556164, application number 
2011733557, filing date 12.10.2011, holder of the mark Zakrytoe akcionernoe 
obshchestvo 'Torgovyi dom 'Perekrestok'). 
Please see the copy of the conclusion of the examination by ROSPATENT on the link 
below.
http://www.fips.ru/ConveraDocs/pps/_new/2014/2014%D0%9201578/2014%D0%9201578-
2015.09.29.pdf

 UNIPIT case  (national application number 2013702124, filing date 25.01.2013, 
applicant Obshchestvo s ogranichennoy otvetstvennoctyu 'Medpit'). 
Please see the copy of the conclusion of the examination by ROSPATENT on the link 
below.
http://www.fips.ru/ConveraDocs/pps/_new/2015/2015%D0%9200184/2015%D0%9200184-
2015.09.29.pdf

PHOTO STORY case  (national trademark registration 557008, application number 
2012744071, filing date, holder of the mark Olympus Imiging Corp.). 
Please see the copy of the conclusion of the examination by ROSPATENT on the link 
below.
http://www.fips.ru/ConveraDocs/pps/_new/2015/2015%D0%9200683/2015%D0%9200683-
2015.08.22.pdf

UNIVAC case  (national application number 2013715763, filing date 13.05.2013, 
applicant Zakrytoe akcionernoe obshchestvo 'А/О Unimed'). 
Please see the copy of the conclusion of the examination by ROSPATENT on the link 
below. 
http://www.fips.ru/ConveraDocs/pps/_new/2014/2014%D0%9202284/2014%D0%9202284-
2015.10.07.pdf

D.公報、登録簿、商標検索サーチツー
ル（例：TESS（アメリカのインター
ネット商標検索システム））等におい
て、コンセントにより登録された商標
であることを明示しているか否か

ロシア連邦にはそのような国家のツールは存在しない。

E.制度概略 上記で述べた情報を全て要約すると、ロシア連邦法が同意書の提供により商標登録の拒絶の
克服に関して規定している。

F.関連する法律 関連する法律は、ロシア連邦の民法及びロシア特許庁により承認された類似商標の登録に関
する商標所有者の同意に関する民法の規定の使用の勧告

G.関連する審査基準 Order of the Ministry for Economic Development  №483 from 20/07/2015
（商標、サービス・マーク、団体商標の登録及びそれらの証明書のためのロシア連邦による
知的財産公共サービスの行政規則の承認）

H.サンプル

4.付加情報
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資料Ⅰ-2 海外公開情報調査 各国・地域のコンセントに関する規定 

 

調査対象国・地域における、コンセント制度に関する規定について以下に掲載

する。下線は、コンセント制度の根拠となる個所を示すものである。 

なお、各規程の翻訳は、特許庁 WEB サイトの「外国産業財産権制度情報 1」に

掲載のあるものは、当該翻訳を利用した。 

 

１．商標法でコンセント制度が規定されている国 

 

①  台湾商標法(新商標法)（2011 年 6 月 29 日改正） 

 

第 30 条 次に掲げる各号のいずれかに該当する商標は、登録することができな

い。 

（略） 

10. 同一又は類似の商品又は役務について、他人が使用している登録商標、又は

他人が先に出願した商標と同一又は類似のもので、関連する消費者に混同誤

認を生じさせるおそれがあるもの。但し、該登録商標又は先に出願した商標

の所有者が出願に同意し、且つ、明らかに不当でないものは、この限りでな

い。 

11. 他人の著名な商標又は標章と同一又は類似のもので、関連する公衆に混同誤

認を生じさせるおそれがあるもの、又は著名な商標又は標章の識別性又は信

用を損なうおそれがあるもの。但し、該商標又は標章の所有者の同意を得て

登録出願した場合は、この限りでない。 

12. 同一又は類似の商品又は役務について、他人が先に使用している商標と同一

又は類似のもので、出願人が該他人との間に契約、地縁、業務上の取引又は

その他の関係を有することにより、他人の商標の存在を知っており、意図し

て模倣し、登録を出願した場合。但し、その同意を得て登録出願した場合は、

この限りでない。 

13. 他人の肖像又は著名な氏名、芸名、ペンネーム、屋号があるもの。但し、そ

の同意を得て登録出願した場合は、その限りでない。 

14. 著名な法人、商号又はその他の団体の名称があり、関連する公衆に混同誤認

を生じさせるおそれのあるもの。但し、その同意を得て登録出願した場合は、

その限りでない。 

15. 商標が他人の著作権、特許権又はその他の権利を侵害し、判決によりそれが

                                                   
1 http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/mokuji.htm〔最終アクセス日：2016 年 2 月

22 日〕 

http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/mokuji.htm


資料Ⅰ-2  
 

- 127 - 

確定したもの。但し、その同意を得て登録出願した場合は、その限りでない。 

 

②  香港商標条例（2009 年 L.N.254 により改正 2010 年 2 月 26 日施行 第 559 章） 

 

第 12 条 登録拒絶の相対的理由 

(1) 商標は，次の場合は登録されない。 

(a) 商標が先の商標と同一であり，かつ 

(b) 登録出願に係る商品又はサービスが，先の商標の保護に係る商品又はサー

ビスと同一である場合 

(2) 商標は，次の場合は登録されない。 

(a) 商標が先の商標と同一であり， 

(b) 登録出願に係る商品又はサービスが，先の商標の保護に係る商品又はサ

ービスと類似であり，かつ 

(c) 当該商品又はサービスに関する商標の使用が，公衆の間に混同を生じさ

せる虞がある場合 

(3) 商標は，次の場合は登録されない。 

(a) 商標が先の商標と類似であり， 

(b) 登録出願に係る商品又はサービスが，先の商標の保護に係る商品又はサ

ービスと同一又は類似であり，かつ 

(c) 当該商品又はサービスに関する商標の使用が，公衆の間に混同を生じさ

せる虞がある場合 

(4) (6)に従うことを条件として，次の商標，すなわち， 

(a) 先の商標と同一又は類似であり，かつ 

(b) 先の商標の保護に係る商品又はサービスと同一又は類似でない商品又は

サービスについて登録される予定である，商標は，先の商標が周知商標

としてパリ条約に基づく保護を受ける権利を有し，かつ，正当な理由な

く後の商標を使用することが先の商標の識別性又は名声を不当に利用し

又はこれに害を及ぼすことになる場合は又はその限り，登録されない。 

(5) (6)に従うことを条件として，商標は，その香港における使用が， 

(a) 業として使用される登録されていない商標又は他の標識を保護する法規

により(特に詐称通用の法律により)，又は 

(b) (a)又は(1)から(4)までにいう以外の先の権利により(特に著作権又は登

録意匠の法律により)， 

禁止される場合は又はその限り，登録されず，また，このように商標の

使用を禁止する権限を有する者は，本条例において商標に関する「先の

権利」の所有者という。 
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(6) 商標は，(4)及び(5)にいう 1 又は 2 以上の理由で先の商標又は他の先の権

利の所有者により，第 44 条(異議申立手続)に基づく登録異議申立手続にお

いて異論が提起された場合にのみ，登録を拒絶することができる。 

(7) 登録拒絶の理由が，登録出願に係る商品又はサービスの一部のみに関して存

在する場合は，拒絶は，当該商品又はサービスのみに適用する。 

(8) 本条の如何なる規定も，先の商標又は他の先の権利の所有者が登録に同意す

る場合は，商標の登録を妨げない。 

 

③  シンガポール商標法（2007 年法律第 3 号改正 2007 年 7 月 2 日施行） 

 

第 8 条 登録拒絶の相対的理由 

(1) 商標が先の商標と同一であり，商標登録が求められる商品又はサービスが，

先の商標の保護の対象である商品又はサービスと同一である場合は，当該商

標は登録されない。 

(2) 次のことを理由に，公衆の側に混同を生じる虞がある場合は，商標は登録さ

れない。 

(a) 商標が先の商標と同一であり，先の商標の保護の対象である商品又はサ

ービスと類似する商品又はサービスについて登録しようとすること，又

は 

(b) 商標が先の商標と類似しており，先の商標の保護の対象である商品又は

サービスと同一又は類似の商品又はサービスについて登録しようとする

こと 

(3) 商標登録出願が 2004 年 7 月 1 日より前になされ，当該商標が， 

(a) 先の商標と同一又は類似のもの，及び 

(b) 先の商標の保護の対象である商品又はサービスとは類似しない商品又は

サービスについて登録しようとする後の商標は， 

次の場合は登録されない。すなわち， 

(i) 先の商標がシンガポールで周知である場合 

(ii) 後の商標の登録を求める商品又はサービスに関する後の商標の使用

が，その商品又はサービスと先の商標の所有者との関係を示すと思わ

れる場合 

(iii) 当該使用を理由に，公衆の側に混同を生じる虞がある場合，及び 

(iv) 先の商標の所有者の利益が当該使用により損なわれる虞がある場合 

(4) (5)に従うことを条件として，2004 年 7 月 1 日又はその以降に提出された登

録出願において，商標の全体又はその重要な部分が先の商標と同一又は類似

する場合は，後の商標は，次の場合において登録されない。 
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(a) 先の商標がシンガポールにおいて周知であり，かつ 

(b) 後の商標が使用する商品若しくはサービスは， 

(i) 先の商標の所有者とこれらの商品，サービス間の関係を示すことがで

き，且つ先の商標の所有者の利益を損害する虞がある場合，又は 

(ii) 先の商標がシンガポールで公衆にとって周知である場合は， 

(A) 不正な方法で先の商標の識別的な特徴を希釈させる，又は， 

(B) 不正に先の商標の識別的な特徴を利用する。 

(5) 商標登録出願が先の商標がシンガポールで周知になる前に提出された場合は，

当該商標の出願は，(4)によりその登録を拒絶されないが，当該出願が悪意で

あることを示す場合はその限りではない。 

(6) 商標の出願が悪意によるものか否かについて判断する場合は，当該出願人が

出願時に先の商標の存在を知っている又はそう信じる理由があるか否かを考

慮する。 

(7) 次の理由によりシンガポールにおいて禁止された場合又はその限りにおいて

は，当該商標は登録されない。 

(a) 未登録商標又はその他の標章を業として使用することを保護する法律

(特に詐称通用の法律)における規則による場合 

(b) (1)，(2)，(3)及び(a)にいうもの以外の先の権利による場合，特に著作

権法及びその他の意匠の保護に係る法律による場合 

(8) (7)に基づく商標の使用を妨げる権利を有する者が，本法においては当該商標

に関する先の商標の所有者とされる。 

(9) 登録官は，先の登録商標又は他の先の権利の所有者が同意を与えれば，自己

の裁量で商標を登録することができる。 

 

④  インド商標法（2010 年商標(改正)法により改正 (2010 年法律 No.40) 2013

年 7 月 8 日施行） 

 

第 11 条 登録拒絶の相対的理由 

(1) 第 12 条を除き，商標は，次のときは登録されない。 

(a) 先の商標とのその同一性及び当該商標が適用された商品又はサービスの

類似性により，又は 

(b) 先の商標とのその類似性及び当該商標が適用された商品又はサービスの

同一性若しくは類似性により， 

公衆に混同を生じさせる虞が存在し，それが先の商標と関連する虞を含

むとき。 

(2) 商標であって， 
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(a) 先の商標と同一又は類似するもの，及び 

(b) 異なる所有者の名義で先の商標が登録されている商品又はサービスと類

似しない商品又はサービスに対して登録されるべきものについては， 

当該先の商標がインドにおける周知商標であり，かつ，後の標章の使用

が正当な理由なく当該先の商標の識別性若しくは評判を不当に利用する

か若しくはそれを損なう虞があるときは又はその範囲まで，登録されな

い。 

(3) 商標は，次の法律により，インドにおけるその使用を防止すべきときは又は

その範囲まで，登録されない。 

(a) 業として使用される非登録商標を保護する法律(特に，詐称通用に関する

法律)，又は 

(b) 著作権法 

(4) 本条は，先の商標又は他の先の権利の所有者が登録に同意する場合における

商標の登録を一切妨げるものではない。その場合，登録官は，第 12 条による

特別の状況があるものとして当該標章を登録することができる。 

（略） 

第 12 条 誠実な競合使用等の場合の登録 

誠実な競合使用の場合又は登録官が適切と認めるその他特別の状況がある場合

は，登録官は，同一又は類似の商品若しくはサービスについて(当該商標が登録

済か否かを問わず)2 人以上の商標の所有者による登録に関し，登録官が適当と

認める条件及び制限(ある場合)を付して，許可することができる。 

 

⑤  ニュージーランド商標法（2013年 7月 1日までの改正を含む 2002年法 No.49） 

 

第 25 条 同一又は類似の商標の登録可能性 

(1) 局長は，次の事情においては，何れかの商品又はサービスに関する商標(「商

標 A」)を登録してはならない。 

(a) それが，他の所有者に属しており，かつ，登録されているか，又は第 34 

条若しくは第 36 条に基づく優先権を有する商標(「商標 B」)と同一であ

って， 

(i) 同一の商品又はサービスに関するものであるか，又は 

(ii) それらの商品又はサービスに類似する商品若しくはサービスに関す

るものであり，それを使用すれば誤認又は混同を生じる虞がある場合 

(b) それが，他の所有者に属しており，かつ，同一の商品若しくはサービス，

又はそれらの商品若しくはサービスに類似する商品若しくはサービスに

関して登録されているか，又は第 34 条若しくは第 36 条に基づく優先権



資料Ⅰ-2  
 

- 131 - 

を有する商標(「商標 C」)と類似しており，それを使用すれば誤認又は

混同を生じる虞がある場合 

(c) それが，又はそれに係る何らかの本質的要素が，商標であって，それら

の商品若しくはサービス，又は類似の商品若しくはサービス，又は他の

何れかの商品若しくはサービスに関し，宣伝活動その他の何れかにより，

ニュージーランドにおいて広く知られているもの(「商標 D」)と同一で

あるか若しくは類似している，又はその翻訳である場合。ただし，商標 A 

を使用したとき，それらの他の商品又はサービスと商標 D の所有者との

間に業としての関連を示すものと受け取られ，当該所有者の利益が害さ

れる虞があることを条件とする。 

(2) 第 26 条は，(1)の規定に優先する。 

第 26 条 例外 

局長は，次の事情においては，商標 A を登録しなければならない。 

(a) 商標 B，商標 C 又は商標 D の所有者(その内の何れであるかは，事情によって

定まる)が商標 A の登録に同意した場合，又は 

(b) 局長又は場合により裁判所が，誠実な同時使用の事件が存在しているか，又

は他の特別な事情が存在しており，裁判所又は局長の見解としては，裁判所

又は局長が課す条件を付してその商標を登録することが適切であるとする場

合 

 

⑥  英国商標法（命令書 2009/3250 により最終改正 2010 年 1 月 1 日施行） 

 

第 5 条 登録の相対的拒絶理由 

(1) 商標は，それが先の商標と同一であり，かつ，その出願に係る商品又はサー

ビスが先の商標の保護の対象である商品又はサービスと同一である場合は，

登録されない。 

(2) 商標は，次の何れかの理由により，先の商標を連想させる虞がある場合を含

め，公衆の側に混同を生じさせる虞がある場合は，登録されない。 

(a) その商標が先の商標と同一であって，先の商標の保護の対象である商品

又はサービスと類似の商品又はサービスについて登録が求められている

場合，又は 

(b) その商標が先の商標と類似するものであって，先の商標の保護の対象で

ある商品又はサービスと同一又は類似の商品又はサービスについて登録

が求められている場合 

(3) 先の商標と同一又は類似の商標は，先の商標が連合王国において(又は共同体

商標若しくは国際商標(EC)の場合は欧州共同体において)名声を得ており，か
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つ，正当な理由なく後の商標を使用することが先の商標の識別性又は名声を

不正に利用し又は害することになる場合は，その範囲において登録されない。 

(4) 商標は，次の何れかの理由により，その使用が連合王国において妨げられる

虞がある場合は，その範囲において登録されない。 

(a) 未登録商標又は業として使用されるその他の標識の保護に関する法規

(特に詐称通用に関する法律)による場合，又は 

(b) (1)から(3)まで又は(a)にいうもの以外の先の権利による場合，特に，著

作権，意匠権又は登録意匠に関する法律による場合 

このように商標の使用を妨げる権限を有する者は，本法において，商標に関

する「先の権利」の所有者という。 

(5) 先の商標又はその他の先の権利の所有者が商標の登録に同意を与えた場合は，

本条の如何なる規定も，その登録を妨げるものではない。 

 

第 47 条 登録の無効理由 

（略） 

(2) 商標の登録については,次の何れかの理由により,無効の宣言をすることがで

きる。  

(a) 第 5 条(1),(2)又は(3)に定める条件に該当する先の商標が存在すること,

又は 

(b) 第 5 条(4)に定める条件を満たす先の権利が存在すること  

ただし,当該先の商標又はその他の先の権利の所有者が登録に対し同意を与

えている場合は, この限りでない。 

 

⑦  スウェーデン商標法（2010 年法律 No.1877 により改正 2011 年 7 月 1 日施行） 

 

第 2 章 商標の国内登録 

（略） 

登録拒絶の理由としての公共の利益 

第 7 条 

商標は次の場合，登録することができない。 

1. 法規又は公序良俗に反するもの。 

2. 性質，品質，原産地又は商品又はサービスに関する他の状況に関して公衆を

欺くような性質のもの。 

3. 法又は規則に基づいて商標として許可なく使用することができない国家若し

くは国際の紋章，自治体楯章又は当該紋章若しくは当該楯章と紛らわしい何

物かを許可なく含むもの。 
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商標は，ぶどう酒又は蒸留酒の地名表示として理解される虞がある何物かを含む

又はそれから構成され，異なる原産地のぶどう酒又は蒸留酒と関係する場合も，

登録することができない。 

 

登録拒絶の理由としての他の権利 

第 8 条 

商標は，次の場合，登録されない。 

1. 同一の商品又はサービスの先の取引上の表象と同一である。 

2. 商標の使用の結果として商標使用者と取引上の表象の所有者との間の連想の

虞を含め混乱の虞がある場合に，同一又は類似の商品又はサービスについて

の先の取引上の表象と同一又は類似である。 

3. 需要者の間に広く知られている先の取引上の表象と同一又は類似であり，商

標の使用が，取引上の表象の識別性又は名声を正当な理由なく害し，又は不

公平に利用するもの。 

4. 出願時にスウェーデン又は外国で第三者によって使用中であったもので現在

も使用されている表象と混同される虞があり，出願人が出願時に悪意で行為

していた場合。 

段落 1，項目 1 から 3 までによる「取引上の表象」は，次をいう。 

1. 本章によって登録される商標 

2. 第 5 章によって保護がスウェーデンに拡大される国際商標登録を基礎と

して登録される商標 

3. 市場で確立されている取引上の表象であって，市場での確立を基礎とする

保護がスウェーデンの実質的な部分で有効であるもの 

4. 共同体商標 

第 9 条  

第 8 条，段落 1，項目 1 から 3 までによる商標の登録拒絶の理由は，同じく次へ

も適用される。 

1. 業として使用中である登録商号 

2. 第 1 章，第 8 条によって保護されている登録商号以外の名称又は取引標識で

あって保護がスウェーデンの実質的な部分内で適用されるもの 

第 10 条  

商標は，次を含む又は次から構成される場合，登録することができない。 

1. 他人の商号とみなされる虞のある要素 

2. 他人の特徴的な姓，一般的に知られた雅号又は類似の名称とみなされる虞の

ある要素であって，商標の使用が名称の所有者の不利になる虞のある場合で

あり，名称が故人に明らかに無関係である場合 
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3. 故人に明らかに無関係の他人の画像 

4. 文芸作品についての他人の著作権又は写真若しくはデザインについての他人

の権利を侵害する要素 

第 11 条 

先の権利の所有者が登録に同意する場合は，第 8 条から第 10 条までの規定は登

録拒絶の理由を構成しない。 

 

⑧  ハンガリー商標法（2014 年 3 月 15 日に統合した商標及び地理的表示の保護

に関する 1997 年法律 XI） 

 

第 4 条 拒絶の相対的理由 

(1) 標識は，次の場合は，商標保護を付与されない。 

(a) 同一の商品又はサービスに関して，遅い優先日の標識が先の商標と同一

である場合 

(b) 当該標識の先の商標との同一性又は類似性及び商品又はサービスの同一

性又は類似性のために，公衆に混同を生じさせる虞がある場合 

(c) 類似していない商品又はサービスに関して，優先日が遅い標識がハンガ

リーにおいて評判のよい先の商標と同一であるか又は類似する場合にお

いて，後の標識の正当な理由のない使用が先の商標の識別性又は評判を

不正に利用することになるか又はこれを害うことになるとき 

(2) 「先の商標」とは，先の優先日を以て登録出願が行われた商標又は(1)(a)及

び(b)の適用上，登録されていない場合であっても，工業所有権の保護に関す

るパリ条約に基づき，ハンガリーにおいてより早く周知のものとなった標識

をいう。「先の商標」は，標識の登録の有無によっては，先の商標出願をも意

味する。 

(3) 標識が第 18 条の規定に従って所有者によって使用されていない先の商標に

抵触する場合は，当該標識について商標保護を拒絶することはできない。 

(4) 本法の適用上，混同の虞には，先の商標との連想の虞が含まれる。 

第 5 条 

(1) 標識は，次の場合は，商標保護を付与されない。 

(a) 当該標識が他人の先の人格権，特に名称又は個人の肖像における権利を

侵害することになる場合 

(b) 当該標識が，保護された植物品種の名称との抵触を含めて，他人の先の

著作権又は工業所有権と抵触することになる場合 

(2) 標識には，次の場合は，商標保護を付与してはならない。 

(a) 先使用者の同意のない当該標識の使用が法律違反になる場合において，
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当該標識が登録なしにハンガリーにおいて事実上使用されてきたとき，

及び 

(b) 同一の又は類似の商品又はサービスに関して，当該標識が，保護の満了

を理由として消滅し，かつ，消滅から 2 年が経過していない商標と同一

であるか又はこれに類似している場合。ただし，当該先の商標が第 18 条

の規定に従って使用されていなかった場合は，この限りでない。 

(3) 権利，使用又は期間の満了が(1)及び(2)にいう意味で先とみなすか否かを決

定するに当たっては，登録出願の優先権を考慮に入れなければならない。 

（略） 

第 7 条 同意書 

(1) 先の権利の所有者が後の標識の登録に同意している場合は，当該標識は，第

4 条及び第 5 条に従って商標保護を拒絶することはできない。 

(2) 同意書は，十分な証拠を備える公式文書又は私文書として作成された場合に

有効とする。 

(3) (廃止) 

 

⑨  ロシア連邦民法第 4 法典第 7 編 知的活動の成果及び識別手段に対する権利

（2010 年改正 2010 年 10 月 19 日改正法施行） 

 

第 1483 条 商標の正式登録の拒絶理由 

（略） 

6. 標章は、次の各号に掲げるものと同一又は混同を生ずるほど類似する場合、

商標として登録されないものとする。 

1) 類似商品につき、先の優先権に基づき登録出願がなされた第三者の商標

(第 1492 条)。但し、正式登録を求める出願が取り下げられたか又は取り

下げられたとみなされなる場合を除く。 

2) ロシア連邦領域内で保護される他人の商標(類似商品に関し連邦が締結

した国際条約等に基づくものを含む。) 

3) 類似商品につき、先の優先権に基づき、本法に従いロシア連邦内で周知

の標章として認識された他人の商標 

本項中に明記された商標に混同を生ずるほど類似した標示は、権利者の同意

がある場合に限り、当該類似商品に係る商標として登録されるものとする。 
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２．規則・審査基準・審査便覧でコンセント制度が定められている国 

 

①  米国商標審査便覧（trademark manual of examining procedure(TMEP)） 

 

1207.01(d)(viii) 同意書 

一般に「同意書（consent agreement）」という語は、一方の当事者（例えば同

一の標章又は類似の標章の登録出願人）が標章を登録することに他方の当事者

（例えば先行する登録名義人）が同意した場合、若しくは他の当事者が同一の又

は類似の標章を登録することにそれぞれの当事者が同意した場合における当事

者間の同意書を指す。 

出願人は、商標法第 2 条(d)に基づく登録の拒絶を克服するため、又は登録の

拒絶が予期される場合に同意書を提出することができる。しかしながら，審査官

は同意書を求めてはならない。 

同意の形式は様々であり、様々な状況下で発生しうるが、これが存在する場合、

「第 2 条(d)が言及している混同を生じる虞に関係する他のあらゆる重要な事情

とともに考慮しなくてはならない１つの要因に過ぎない。」In re N.A.D. Inc., 

754 F.2d 996, 224 USPQ 969, 971 (Fed. Cir. 1985)。 

 通常、「裸の（naked）」同意書（すなわち、先行する登録名義人が出願標章の

登録に同意することのみを示す同意書、あるいは出所混同が生じるおそれがない

と考えられることを述べるにすぎない陳述書）は、当事者らが混同を生じる虞は

ないと考える特別な理由を説明し、かつ公衆が混同するのを回避するために当事

者が交わした取り決めを明記した同意書より説得的でないと考えられる。In re 

E.I. du Pont de Nemours & Co., 476 F.2d 1357, 1362, 177 USPQ 563, 568 (C.C.P.A 

1973)（「同意書を考慮する際、裸の「同意」はほとんど影響力がない」、しかし

「より詳細な同意書が与える影響力は…大きいはずである」と指摘した）を参照。

さらに In re Donnay Int’l, S.A., 31 USPQ2d 1953, 1956 (TTAB 1994)（「同

意書の中になぜ混同を生じる虞はないと当事者らは考えるかについての情報が

多ければ多いほど、また記録された事実又は当事者らによる取り決めの方法につ

いてのこのような認定に対する証拠の裏付けが多ければ多いほど、その同意は市

場の妥当な評価に基づくものであることをより強く推測することができ、したが

って、その同意はより影響力を持つだろう。」）；In re Permagrain Prods., Inc., 

223 USPQ 147 (TTAB 1984)（同意書は、各当事者が各標章の他人による使用を認

め、妨げないこと、及び出願人は会社名を伴わずにその標章を広告又は宣伝しな

いことを示しているに過ぎない点で「裸」であったが、同意書は混同を回避する

ようには商品の市場や潜在顧客を限定していなかったため、出願人により提出さ

れた同意書は混同を生じる虞があったという認定を変えなかったと認定した）を
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参照；また、In re Wacker Neuson SE, 97 USPQ2d 1408 (TTAB 2010)（当事者ら

の関係、当事者らにより締結されたライセンス契約の規定、及び両当事者の標章

を付して提供された商品及びサービスが出願人によって製造・販売されたという

事実に鑑み、実現可能かつ第 2 条(d)に基づく拒絶を覆す別の「希薄な同意（thin 

consent）」を認定した）と比較のこと。 

 同意書が混同を生じる虞に関する両当事者の考えを表明する、及び／又は両当

事者が混同を回避するために確実な対策を講じることに合意していることを示

している場合、同意書は、両当事者、又は各当事者を拘束する法的権限を有する

個人らによって署名されなければならない。しかしながら、場合によっては、登

録名義人のみが同意、確実な対策を講じることに対する合意、又は混同を生じる

虞についての表明を行っているために、登録名義人だけが同意書に署名すること

があり得る。そのような場合に出願人の署名が同意書になくても、必ずしも同意

書が容認できないものになるわけではないが、他の同意書と同様、その説得的な

価値は記録されている他のあらゆる証拠に照らして判断されるべきである。例え

ば、Donnay Int’l, 31 USPQ2d at 1956-57（登録名義人のみが署名し、出願標

章を出願人が登録及び使用することに登録名義人が同意することのみからなる

同意書は、影響力に制限があると認定しているが、同同意書は、特に混同を生じ

る虞があるという認定を裏付ける最低限の証拠を考慮して、第 2 条(d)に基づく

拒絶の撤回を支持する「局面を変える（tip the scales）」役割を果たしている

と結論付けた）や、In re Palm Beach Inc., 225 USPQ 785, 787-88 (TTAB 1985)

（とりわけ、当事者らの商品の性質の差異、引用登録商標の所有者のみにより署

名された２通の同意書、及び実際の混同は標章が共存していた４５年以上の間生

じなかったこと及び将来混同を生じる虞はありそうにないと考えられることを

示す出願人の子会社の役員の宣誓陳述書に基づいて、出願人の標章と登録名義人

の標章について混同を生じる合理的な可能性はなかったと結論付けている）を参

照。 

 In re E.I. du Pont de Nemours & Co.判決において、関税特許控訴裁判所は

次のように述べた： 

 市場での使用に最も精通し、かつ混同の回避に最も関心を持つ人々が、混同を

回避するために策定した取り決めを締結する時、証拠の天秤（scales of evidence）

が明らかに傾く。直接関係のある人々が混同は生じないだろうと言っている時に、

混同は生じるだろうという主観を主張することは少なくとも困難である。混同が

生じる虞があるという仮定のみでは、混同が生じる虞はないと最前線で（on the 

firing line）主張する人々からの反論されていない証拠に打ち勝つことはまれ

にしかないだろう。 

 476 F.2d at 1363, 177 USPQ at 568。 
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 したがって、連邦巡回控訴裁判所は、同意書をかなり重視すべきであり、十分

な理由なく、すなわち他の要因に基づいて混同が生じる虞があると明白に認定せ

ざるを得ない場合を除き、特許商標庁が真正の利害関係当事者に代わって混同が

生じる虞について判断を下すべきではないことを明らかにしている。In re Four 

Seasons Hotels Ltd., 987 F.2d 1565, 26 USPQ2d 1071 (Fed. Cir. 1993); In re 

N.A.D. Inc., 754 F.2d 996, 224 USPQ 969 (Fed. Cir. 1985)を参照；さらに

du Pont, 476 F.2d at 1362-63, 177 USPQ at 568 を参照；また、In re Mastic 

Inc., 829 F.2d 1114, 4 USPQ2d 1292 (Fed. Cir. 1987)（登録に関してなされ

た同意は本質的に「裸の」同意であり、他のすべての関連要因は混同が生じる虞

があるという認定に一方的に有利になっているため、出願人の標章は第 2 条(d)

により禁じられるという TTAB の判決を支持している）と比較のこと。 

 したがって、審査官は適切な同意書を極めて重視すべきである。出願人と登録

名義人とが信頼性のある同意書を交わしている場合、審査官は、混同が生じる虞

に関する自らの判断を介入させるべきではなく、またあらゆる点を考慮すると、

混同が生じる虞に関する認定に決定的な影響を及ぼすような要因はこれ以外に

存在しない。 

 同意書は、「同時使用（concurrent use）」契約書とは異なる。「同時使用」と

いう言葉は、登録に対する地域的な限定を意味する技術的な用語である。同時使

用については TMEP §1207.04 参照。 

 

②  EU（CTM） 欧州連合共同体商標に関する理事会規則（2009 年 2 月 26 日

No.207/2009 2009 年 4 月 13 日施行） 

 

第 42 条 異議申立の審査 

(1) 異議申立の審査において，商標意匠庁は，必要とする度に，当事者に対して

相手方又は商標意匠庁が発した通信について，商標意匠庁が定める期間内に

所見を提出するよう求める。 

(2) 出願人が請求する場合は，異議申立をした先の共同体商標の所有者は，共同

体商標出願の公告日前 5 年間に，登録されている当該先の共同体商標の対象

である商品又はサービスについてその商標を共同体において誠実に使用して

おり，その商標を自己の異議申立の正当化のために引用することの証拠，又

は当該先の共同体商標が前記公告日に 5 年間以上登録されていることを条件

として，不使用について正当な理由が存在することの証拠を提出しなければ

ならない。この旨の証拠の提出がない場合は，異議申立は棄却されるものと

する。登録されている当該先の共同体商標の対象である商品又はサービスの

一部のみについて使用されていた場合は，当該商標は，異議申立の審査上当
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該一部の商品又はサービスについてのみ登録されているものとみなす。 

(3) (2)は，共同体における使用に代えて先の国内商標が保護されている加盟国に

おける使用をもって，第 8 条(2)(a)にいう先の国内商標に適用する。 

(4) 商標意匠庁は，適切と考えるときは，当事者に対し，友好的な和解をするよ

う求めることができる。 

(5) 異議申立の審査が共同体商標出願の対象である商品又はサービスの一部又は

全部について商標を登録することができない旨を明らかにするものである場

合は，当該商品又はサービスに関してその出願を拒絶する。その他の場合は，

異議申立は棄却される。 

(6) 出願を拒絶する決定は，それが確定したときに公告される。 

（略） 

第 85 条 費用 

(1) 異議申立手続，取消手続，無効宣言を求める手続又は審判請求手続における

敗れた当事者は，相手方当事者が負った手数料，並びに代理人，顧問又は弁

護人の旅費，日当及び報酬を含め，第 119 条(6)を害することなく，その手続

に不可欠で相手方当事者が負った全ての費用を，実施規則に定める条件に基

づいて各費用の範躊について定められた割合の限度内で負担する。 

(2) ただし，各当事者が一部で成功し他の項目で失敗した場合，又は衡平の理由

からそのように命ぜられるときは，異議部，取消部又は審判部は，異なった

費用の割当を決定する。 

(3) 共同体商標出願，異議申立，権利の取消を求める申請，無効宣言を求める申

請又は審判請求を取り下げることにより，共同体商標の登録を更新しないこ

とにより，又は共同体商標を放棄することにより，手続を終了させる当事者

は，(1)及び(2)に規定する相手方当事者が被った手数料及び費用を負担しな

ければならない。 

(4) 事件が判決に至らない場合は，費用の決定は異議部，取消部又は審判部の裁

量に委ねられるものとする。 

(5) 当事者が異議部，取消部又は審判部に対し前各項に定める費用と異なる費用

について和解に達した場合は，関係部門は，その合意内容について留意する。 

(6) 異議部，取消部又は審判部は，支払われるべき費用が商標意匠庁に納付され

た手数料及び代理費用に限定されているときは，前各項に従い支払われるべ

き費用の額を決定する。その他の全ての場合は，審判部登録課又は異議部若

しくは取消部の職員の構成員が請求に基づいて償還されるべき費用額を決定

する。当該請求は，当該費用の決定を求める申請に対する決定が確定した日

から 2 月以内に限り許容される。そのように決定された額は，所定の期間内

に提出された請求に基づいて，異議部，取消部又は審判部の決定により再審
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査することができる。 

 

③  マレーシア商標審査基準（クアラルンプール 2003 年第 2 版） 

 

同意 

15.125 

先に登録されている権利の引用により出願が不成功に終わることが確実である

と登録官が考える場合は，登録官は，事実上公衆の混同又は欺瞞の可能性がない

証拠として，係属出願の登録に対する登録所有者の同意書を受理することができ

る。先の登録の所有者が現在の出願手続に同意するとの事実は，登録官を拘束す

るものではない。登録官は，当該 2 の標章についての公衆の認識及び混同又は欺

瞞の可能性を考慮しなければならない。これは，2 人の商人が欺瞞及び混同は生

じそうにないと考えることを示すものである。このような場合は，出願の公告に

「同意により」の語を含めなければならない‐規則 33 (3)。登録されることに

なった場合は，登録簿上も「同意により」の語を加えるものとし，かつ，同意す

る者の登録番号を記載しなければならない‐規則 52 (4)。 

 

④  カナダ 商標審査基準（Trademarks Examination Manual ） 

 

 V.12.7 同意－混同を生じる標章 

カナダ法には商標法第 6 条に列挙された基準を回避するための根拠として、当

事者による相互同意を認める規定はないが、審査官は、商標法第 6 条(5)に従っ

て混同を判断する際に考慮すべき『周囲の状況』の１つとして、２つの商標の共

存に関する出願人と引用標章の所有者との間の同意書を考慮することができる。 

 登録官は通常、当該商標が同一である場合、及び／又は当該商標の対象となる

商品又はサービスが重複する場合には好意的配慮を払おうとしない。したがって、

同意書には、引用商標の所有者が出願人の標章の登録に同意する旨の陳述に加え

て、以下のことも示さなければならない： 

・当該商品又はサービスは、市場において同じ取引経路を通じて流通しそうもな

いほど十分に非類似であること。 

・市場における当該商標の同時使用の結果として公衆に混同を生じさせるおそれ

がないと思われること。 

・当事者らは市場における混同の可能性を避けるために最善を尽くすこと。 

・２つの商標は、市場において長年にわたり共存し、混同が生じたという事例は

なかったこと。 
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３．明文化された規定がないか運用上コンセント制度が定められている国 

 

①  オーストラリア商標法（2013 年法律 No.13 まで改正された 2013 年 4 月 15 日

編集の 1995 年 No.119） 

 

第 44 条 同一等の商標 

(1) (3)及び(4)に従うことを条件として，商品(「出願人の商品」)について商標

(「出願人の商標」)の登録を求める出願は，次の場合は拒絶しなければなら

ない。 

(a) 出願人の商標が， 

(i) 類似商品又は密接に関連するサービスについて他人が登録している

商標，又は 

(ii) 類似商品又は密接に関連するサービスについて他人が登録を求めて

いる商標， 

と実質的に同一であるか又は欺瞞的に類似しており，かつ 

(b) 出願人の商品に係わる出願人の商標登録の優先日が，類似商品又は密接

に関連するサービスに係わる他の商標登録の優先日よりも先でない場合 

(2) (3)及び(4)に従うことを条件として，サービス(「出願人のサービス」)につ

いての商標(「出願人の商標」)の登録出願は，次の場合は拒絶しなければな

らない。 

(a) 出願人の商標が， 

(i) 類似サービス又は密接に関連する商品について他人が登録している

商標，又は 

(ii) 類似サービス又は密接に関連する商品について他人が登録を求めて

いる商標， 

と実質的に同一であるか又は欺瞞的に類似しており，かつ 

(b) 出願人のサービスに係わる出願人の商標登録の優先日が，類似サービス

又は密接に関連する商品に係わる他の商標登録の優先日よりも先でない

場合 

(3) 登録官が，何れかの場合において， 

(a) 2 の商標について誠実な同時使用がされていたこと，又は 

(b) 他の状況を理由として，そうすることが適切であること，を認めた場合

は，登録官は，課することが適切であると判断する条件又は制限を付し

て，出願人の商標についての登録出願を受理することができる。出願人

の商標が特定地域に限定して使用されている場合は，当該制限には，商

標の使用がその特定地域に限定されるべきことを含めることができる。 
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2015 年 10 月 

 

特許庁 平成 27 年度産業財産権制度問題調査研究 

「商標制度におけるコンセント制度についての調査研究」 

アンケート調査票 

 

このアンケート調査では、以下の項目について、ユーザーの皆さまのご意見・ご要望を

お尋ねいたします。 

１．会社概要について 

２．商標登録出願について 

３．先行登録商標への対応策（コンセント制度・アサインバック 等）について 

４．その他 

 

【用語の説明】 

コンセント制度：商標の審査において、出願商標が先行登録商標に類似すると判断される

場合であっても、先行登録商標の商標権者が同意すれば、出願商標の登録を認める制度

のこと。諸外国ではコンセント制度を設けている国が存在する。我が国商標制度におい

ては、出願された商標と同一又は類似する先行登録商標がある場合には、その先行登録

商標の商標権者が出願商標の登録に同意したときであっても、出願を拒絶することとし

ており、コンセント制度は設けていない。 

 

アサインバック：出願商標が先行登録商標に類似すると判断される場合に、出願中の商標

をいったん先行登録商標の商標権者に名義変更し、出願人と商標権者を一時的に同一人

とすることで拒絶理由を解消し、登録査定後に元の出願人に名義を変更することをいう。

我が国ではコンセント制度が認められていないため、実務上アサインバックが行われる

ことがある。 

 

【ご記入上のお願い】 

ご回答は、このアンケート調査票に直接ご記入ください。記入いただく部分は太線で囲

ってあります。アンケート調査票は、2015 年 11 月 30 日（月）迄に、同封の返信用封筒に

て投函いただきますようお願い申し上げます。返信用封筒には切手は不要です。 

【お問い合わせ先】 

株式会社サンビジネス 知的財産企画部 担当：矢頭 晃季、川上 和秀 

   〒105-0014 東京都港区芝 1丁目 10番 11 号 コスモ金杉橋ビル 

   ＴＥＬ：03-3455-5294（代） ＦＡＸ： 03-3455-8909 

   電子メール：yatou-kouki@sunbi.co.jp 
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１．貴社の概要についてお伺いいたします。 

企業名 
 

資本金 
 

従業員数  

所属部署名 
 

ご回答者名 
 

電話  

E-mail 
 

 

以下(1)～(41)の中から該当する番号を１つ選び、太枠内にご記入ください。 

業種   

 

(1) 農林水産業   (2) 鉱業、採石業、砂利採取業   (3) 建設業   

(4) 食料品製造業  (5) 飲料・たばこ・飼料製造業  (6) 繊維工業  

(7) 木材・木製品製造業（家具を除く）  (8) 家具・装備品製造業  (9) パルプ・紙・紙加工品製造業  

(10) 印刷・同関連業   (11) 化学工業   (12) 石油製品・石炭製品製造業  

(13) プラスチック製品製造業   (14) ゴム製品製造業   (15) なめし革・同製品・毛皮製造業  

(16) 窯業・土石製品製造業   (17) 鉄鋼業   (18) 非鉄金属製造業   

(19) 金属製品製造業   (20) はん用機械器具製造業   (21) 生産用機械器具製造業   

(22) 業務用機械器具製造業   (23) 電子部品・電子回路製造業  (24) 電気機械器具製造業   

(25) 情報通信機械器具製造業   (26) 輸送用機械器具製造業   (27) その他の製造業   

(28) 電気･ガス･熱供給・水道業   (29) 情報通信業   (30) 運輸業、郵便業   

(31) 卸売業、小売業   (32) 金融･保険業 (33) 不動産業、物品賃貸業 

(34) 学術研究、専門・技術サービス業   (35) 宿泊業、飲食サービス業  (36) 生活関連サービス業、娯楽業 

(37) 教育、学習支援業 (38) 医療、福祉  (39) 複合サービス業 

(40)サービス業 

（他に分類されないもの）  

(41)公務 

（他に分類されるものを除く） 
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２．商標登録出願について  

（１）商標登録出願の担当部署 

商標関連業務の実施状況について、該当する数字に○をご記入ください。 

（１）－１については、名称をご記入ください。 

    ○記入     

（１）－１ 商標登録出願の担当部署 

①  
 知的財産部門 

 （名称：           ） 

②  
 法務部門 

 （名称：           ） 

③  
 その他部門 

 （名称：           ） 

④  担当部署は置いていない 

（１）－２ 特許事務所の利用 

①   利用している 

②   利用していない 

 

（２）国内外商標登録出願件数  

太枠内に年間の国内外商標登録出願件数をご記入ください。 

※国外商標出願件数は、各国の出願件数の合計値をお答えください。 

出願年 2012 年 2013 年 2014 年 

国内商標登録出願 
      

件 

        

件 

        

件 

国外商標登録出願 
      

件 

        

件 

        

件 

 

（３）国内外商標権保有件数 

太枠内に現在の国内外商標権保有件数をご記入ください。 

※国外商標権数は、各国の件数の合計値をお答えください。 

  保有件数 

国内商標権 件 

国外商標権 件 
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（４）商標登録出願国 

以下の国から、商標登録出願をしたことがある国をすべて選択し、該当する数字に○をご

記入ください。  

（1） 中国 （2） 台湾 （3） 韓国 

（4） 香港 （5） シンガポール （6） ベトナム 

（7） マレーシア （8） インド （9） オーストラリア 

（10） ニュージーランド （11） 米国 （12） カナダ 

（13） メキシコ （14） ブラジル （15） 英国 

（16） イタリア （17） オランダ （18） スイス 

（19） スペイン （20） ドイツ （21） フランス 

（22） スウェーデン （23） ハンガリー （24） ロシア 

（25） ＥＵ（欧州共同体商標） 

（26） その他（                             ） 
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３．先行登録商標への対応策についてお聞きします。 

（１）貴社が商標登録出願した商標について、他人の先行登録商標が存在したため、商標登

録を受けることができず、困ったという経験はありますか？ 

該当するものを選択し、○をご記入ください。 

 

設問（１） 

○記入 

ある ない 

    

 

（２）諸外国では、他人の先行登録商標が存在したとしても、その先行登録商標の商標権者

が後行の出願商標を商標登録することについて同意（コンセント）すれば、後行の出願商

標の商標登録を認める、いわゆる「コンセント制度」を設けている国があります。コンセ

ント制度が存在することを知っていましたか？ 

該当するものを選択し、○をご記入ください。 

 

設問（２） 

○記入 

知っていた 知らなかった 

    

 

（３）－１ 我が国商標制度では、コンセント制度を設けていませんが、我が国においても

コンセント制度を設けるべきと思いますか？ 

該当するものを選択し、○をご記入ください。 

 

設問（３）－１ 

○記入 

思う 思わない 分からない 

    
 

 

  
（３）－２へ  （３）－３へ  （４）へ  
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（３）－２ 我が国においてもコンセント制度を設けるべきと思う理由を教えてください。 

該当する数字に○をご記入ください（複数回答可）。 

また、「その他」の場合には詳細をご記入ください。 

○記入 選択肢 

① 
コンセント制度を設けることにより、取引の実情に即した適切な審査運用が期待で

きるため 

② 
コンセント制度は多くの国で採用されており、商標制度の国際調和の観点から設け

るべき 

③ 
いわゆるアサインバックのような迂遠な手続きに代わるものとして、コンセント制

度を設けるべき 

④ 商標審査基準における取引実情説明書1は利便性に欠けるため 

⑤ 

その他 

（詳細を記入） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
1取引実情説明書：出願商標が先行登録商標に類似すると判断された場合に、先行登録商標

の商標権者による取引の実情を示す説明書のこと。出願人が当該説明書を提出した場合に

は、取引の実情を把握するための資料の一つとして参酌される。（商標審査基準 第 3.十.3） 

（４）へ  
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（３）－３ 我が国においてコンセント制度を設けるべきとは思わない理由を教えてくださ

い。 

該当する数字に○をご記入ください（複数回答可）。 

また、「その他」の場合には詳細をご記入ください。 

○記入 選択肢 

① 必要性を感じないため 

② 類似と判断される商標が併存するのは好ましくないため 

③ 
コンセント制度を設けると、同意（コンセント）を受けるための交渉により審査遅

延しかねないため 

④ 

その他 

（詳細を記入） 

 

（４）仮に我が国においてコンセント制度が設けられたとしたら、コンセント制度を利用し

たいと思いますか？ 

該当する数字に○をご記入ください。 

 

○記入 選択肢 

① 積極的に利用したい 

② 必要があれば利用したい 

③ 利用したいと思わない 

④ 分からない 
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（５）－１ 国外へ商標登録出願をした際に、出願国におけるコンセント制度を利用した経

験はありますか？ 

該当するものを選択し、○をご記入ください。 

 

設問（５）－１ 

○記入 

ある ない 

    

  

 

 

 

（５）－２ コンセント制度を利用した国及び具体的な事例を、差し支えのない範囲で教え

てください。「出願国/自社の商標/相手の商標/指定商品・役務」等を挙げて、ご回答くだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

  

（５）－２へ  （６）－１へ  
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（６）－１ 我が国商標制度においてはコンセント制度を設けていませんが、これに代わる

方法として、いわゆる「アサインバック」（出願中の商標をいったん先行登録商標の商標権

者に名義変更して、登録査定後に元の名義に戻すこと）という方法が知られています。貴

社においてアサインバックを利用したことがありますか？ 

該当するものを選択し、○をご記入ください。 

 

設問（６）－１ 

○記入 

ある ない 

    

  

 

 

 

（６）－２ 差し支えなければ、具体的な事例を教えてください。「自社の商標/相手の商標/

指定商品・役務」等を挙げて、ご回答ください。 

 

 

 

 

 

 

 

  

（６）－２へ  （７）－１へ  
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（７）－１ 我が国商標制度にはコンセント制度は設けていませんが、他人の先行登録商標

の存在に基づく拒絶理由への対応として、先行登録商標の商標権者による「取引実情説明

書」を提出する方法があります（（３）－２脚注参照）。取引実情説明書を提出したことが

ありますか？ 

該当するものを選択し、○をご記入ください。 

 

設問（７）－１ 

○記入 

ある ない 

    

  

 

 

 

（７）－２ 差し支えなければ、具体的な事例を教えてください。「自社の商標、相手の商標、

指定商品・役務」等を挙げて、ご回答ください。 

 

 

 

 

 

 

 

（７）－３ 今後も取引実情説明書を利用しますか？ 

該当するものを選択し、○をご記入ください。 

 

設問（７）－３ 

○記入 

利用する 利用しない 

    

 

  

（７）－２へ （７）－４へ 

へ  

（８）へ 

へ  

（７）－５へ 

へ  
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（７）－４ 拒絶理由への対応として取引実情説明書を利用しない理由を教えてください。 

該当する数字に○をご記入ください。また、①以外の回答の場合には理由の詳細をご記入

ください。 

○記入 選択肢 詳細を記入 

① 
取引実情説明書の 

存在を知らなかった 
  

② 記載すべき内容が不明確   

③ 適用要件・範囲が厳しい   

④ 他の方法で対応可能   

⑤ その他   

 

  

 

 

（７）－５ 拒絶理由への対応として取引実情説明書を利用しない理由を教えてください。 

該当する数字に○をご記入ください。また、理由の詳細をご記入ください。 

○記入 選択肢 詳細を記入 

① 記載すべき内容が不明確だった   

② 適用要件・範囲が厳しかった   

③ 
他の方法で対応するほうが適切だ

った 
  

④ その他   

  

（８）へ  
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（８）その他、コンセント制度に関してご意見等がございましたら、ご自由にご記入くださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他、商標制度に関してご意見等がございましたら、ご自由にご記入く

ださい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問は以上になります。  

ご協力ありがとうございました。 



 

 



 
 

 

 

禁 無 断 転 載 
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